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理念体系

モノを動かし、心を動かす。
ダイフクは、マテリアルハンドリングを核とする 

「モノを動かす技術」で、心豊かに生きられる社会を創造します。

私たちは、

1   人と環境への負荷を最小化し、人権の尊重と責任あるものづくりを実践することで、持続可能な社会の実現に貢献します。

2   世界のお客さまと誠実に向き合い、革新的技術と最適最良のソリューションでスマート・ロジスティクスを実現します。

3   多様性を尊重する自由闊達な企業風土のもと、一人ひとりが変革に挑戦します。 

同時に、経営基盤を強化し透明性の高いグローバル経営を行います。

今日の「われ」は
昨日の「われ」にあらず
明日の「われ」は
今日の「われ」にとどまるべからず

基本姿勢
私たちは、法令・社会規範や倫理に照らして、正しく行動します。

私たちは、事業活動のあらゆる局面において、なによりも安全を優先します。

私たちは、「日新」の気持ちを常に忘れず、たゆまぬ挑戦と変革を続けます。

社是

経営理念

グループ行動規範
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社会価値
「モノを動かす」技術で

物流や生産現場などの社会インフラを支えます
食や環境などの新たな領域で 
社会課題解決へ貢献します

2030年におけるありたい姿

経済価値

連結売上高 

1兆円

2030年

ROE 

13.0%

営業利益率 

12.5%
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代表取締役社長

下代 博

CEOメッセージ

2024年5月、当社として初となる長期ビジョン「Driving Innovative Impact 2030」を発表しました。 
社会が急速に変化し続ける現在において『未来を見据えた新たな発想での取り組みを強化し、 
ステークホルダーへ革新的な影響を生み出すことにより、目指すべき経済・社会価値を実現する』という 

強い想いを持って、企業価値を最大化していきます。

 「モノを動かす」技術で自ら未来をつくり上げ、
 人々が心豊かに生きられる社会の実現に貢献する 
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マテリアルハンドリングで期待に応える

　2023年度を最終年度とする3カ年中期経営計画

「Value Transformation 2023」（以下、前中計）期間で

は、新型コロナウイルス感染症拡大で生じた新たな生活

様式や、eコマースによる販売・消費形態の変化などによ

り、社会インフラの一つとして物流システムが注目を集め

ました。また、労働力不足が深刻化する中、自動化投資

が拡大し、当社グループが提供する「マテリアルハンド

リング」（以下、マテハン）への期待はますます高まりまし

た。これらの社会環境をいち早く認識し、お客さまの自動

化・省人化ニーズに真摯に応え続けてきた結果、3期連

続での増収増益、直近2期連続での最高益更新となりま

した。

 P.20  前中期経営計画 Value Transformation 2023の振り返り

成功事例を他事業に展開し、 

グローバル生産体制を強化

　イントラロジスティクス事業では、十数年前より製品の

標準化や設計の見直しに取り組み、日本での収益性を大

幅に向上させた実績があります。その手法をベースに、ク

リーンルーム事業でもコスト改善に注力し、前中計期間

中に利益体質が強化されました。また、オートモーティブ

事業でも同様の効果が表れています。

　当社グループは地産地消を基本方針とし、グローバル

生産体制の強化にも取り組んでいます。北米の空港向け

システム工場や、中国・韓国の半導体生産ライン向けシ

ステム工場の生産能力を増強し、各地域で生産から納入

までを一貫して行う体制の構築を進めたことで、グルー

プ全体の収益力強化、およびグローバル化の進展につな

げることができたと評価しています。

成長を加速させるための「見える化」

　一方で、積み残した課題はグローバルでのプロジェク

トの「見える化」です。前中計の営業利益率目標10.5%

に対し、最終年度の実績は10.2%とわずかに届かない結

果となりましたが、その要因は海外の一部大型プロジェ

クトにおける損失の発生です。長期間にわたるプロジェ

クトの管理が十分に行き届かず、問題に対して早期に対

応できなかったことで当初の想定を上回るコストが発生

しました。採算を含めた進捗状況をリアルタイムで把握

できるようプロジェクトの「見える化」を進め、さらなる管

理強化に努めていきます。

未来に挑むダイフクのありたい姿

　マテハンの原点は、人を重労働や単純・反復作業から

解放することです。1968年には当社初のスローガンとし

て「無人への挑戦」を掲げ、これまで世界初・日本初のさ

まざまなマテハンシステム・技術を世に送り出し、工場や

物流センターなどの自動化・効率化に貢献してきました。

2021年には、「モノを動かす技術」により“人々が心豊か

に生活できる社会の実現に貢献したい。それにより、人々

に感動をもたらすことができる企業でありたい”という想

いを込め、経営理念を「モノを動かし、心を動かす。」に改

定しました。

　この経営理念と前中計の成果・課題を踏まえ、2024

年5月、新たな成長ステージを目指し、ダイフクとして初

と な る 長 期 ビ ジョン「Driving Innovative Impact 

2030」を発表しました。社会が急速に変化し続ける中、

「こういう社会にしたい、ダイフクにしか提供できない価

値を創出したい」という視点から、ありたい姿を明確にし

ました。

　基本コンセプトは、現在を起点に数値を積み上げて目

標を設定する従来の短期志向から脱却し、未来の社会

像や課題を起点としたありたい姿からバックキャストで

その実現に向けて挑戦していくことです。

CEOメッセージ
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　また、事業そのものが物流や生産現場などの社会イン

フラを支え、労働力不足といった社会課題の解決に直結

することから、経済価値と社会価値を統合した目標を設

定しました。2つの価値が融合することで社会に革新的

なインパクトを与えることができると考えています。

　まず、経済価値ですが、2030年のありたい姿として連

結売上高1兆円、営業利益率12.5%、ROE13.0%とい

う目標を掲げました。併せて発表した「2027年中期経営

計画」（以下、本中計）では、連結売上高8,000億円、営

業利益率11.5%、ROE13.0%の経営目標を設定しまし

た。挑戦的な目標ですが、今後7年間で新しい価値の創

出や可能性を見出すことで、長期ビジョンを実現できる

と確信しています。

2030年のありたい姿 2027年経営目標

経済価値

連結売上高

1兆円 8,000億円

営業利益率

12.5% 11.5%

ROE

13.0% 13.0%

社会価値
「モノを動かす」技術で
物流や生産現場などの社会インフラを支えます
食や環境などの新たな領域で社会課題解決へ貢献します

一層期待が高まるマテハン

　イントラロジスティクス事業では、日本における労働力

人口の減少や物流2024年問題、北米を中心とする海外

での人件費の急激な上昇により、物流・生産現場におけ

る自動化・無人化ニーズが拡大しています。

　クリーンルーム事業では、生成AIの普及に伴い半導体

需要が飛躍的に増加すると同時に、経済安全保障の観

点から各国政府が自国内における設備投資を促進してい

るため、各地域で半導体投資が活発化しています。また、

半導体の高度なパッケージング技術の進化が期待されて

いる中で、これらをよりサステナブルな方法で実現するた

め、半導体製造の後工程工場における自動化ニーズが増

加しています。

オートモーティブ事業では、世界の自動車生産台数が中長

期的に緩やかに増加し、xEV （BEV、HEV、PHEV、FCEV

など電動車の総称）関連投資が継続すると見込まれてい

ます。

　エアポート事業では、これまで限定的な自動化投資し

か行われてこなかった空港において、コロナ後の慢性的

な労働力不足やセキュリティ面の課題が顕在化しており、

「空港のスマート化」が求められています。

　各事業分野で一層加速する自動化ニーズを着実に取

り込み、AIをはじめとする先端技術を組み込んだ付加価

値の高いソリューションを提供し、経済価値の目標達成

を目指します。

 P.41  事業別戦略

事業を通じた気候変動への対応

　ありたい姿の実現に向けて全社で取り組む重要課題

（マテリアリティ）を特定し、その進捗達成度を測るため、

KPIを設定しています。

 P.23  ダイフクグループのマテリアリティ

　気候変動への対応は、目指す社会価値の実現に関わ

る重要課題の一つです。これまでの取り組みが順調に

CEOメッセージ

長期の統合目標

社会価値経済価値

統合目標の実現に向けた施策統合目標の実現に向けた施策

2027年中期経営計画
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進んだことから、2030年度の自社CO2排出量の削減目

標を2018年度比 50.4%から60%へ上方修正しました。

また、再生可能エネルギー由来の電力比率についても目

標を新たに設定するなど、カーボンニュートラルに向け

た取り組みを加速させています。調達品の製造過程（ス

コープ3のカテゴリ1）、およびお客さまに納入したシステ

ムの使用時（スコープ3のカテゴリ11）に発生するCO2排

出量については、2030年度の目標として2018年度比

30%削減を掲げています。そのため、従前の製品よりも

常に省電力となる新製品を開発しています。今後はサプ

ライヤーから購入する原材料や製品が再生可能エネル

ギーによってつくられているかを確認できるよう、可視化

に向けた仕組みの整備も進める計画です。

マテハンが活躍する新たな領域

　長期ビジョンでは新領域への挑戦として、重大な社会

課題である「食」や「環境」の分野でも価値提供を目指し

ます。

　「食」の分野では、これまで、青果物を選別・仕分けす

る作業の自動化や、安全管理が重要な食品・飲料工場の

自動化などを手掛けてきました。日本においては、農業

従事者の高齢化や気候変動により、屋外作業の過酷さ

が増しています。今後は植物工場での生産を含めた自動

化などで、「食」に関する新たな価値を提供していきたい

と考えています。

　「環境」については、産業廃棄物の分野で保管システム

などを提供してきました。今後は太陽光発電関連の廃棄

物やプラスチックゴミによる海洋汚染などがさらに深刻

化することが予想されるため、当社のノウハウを活かして

課題解決に貢献していきます。

　これらの新規事業は短期間で収益に結び付くわけでは

ありません。2024年4月に創設したビジネスイノベー

ション本部を中心に、長期的な視点に立って新規事業や

先端技術の開発を推進し、新たな事業、新たな価値提供

に積極的に挑戦していきます。

中長期的な成長を実現するための 

多様な事業ポートフォリオ

　当社が半導体向けマテハン市場で今日の優位なポジ

ションを確立できたのは、半導体業界が好不況の波を繰

り返し、環境が厳しい時期においても、他の事業がク

リーンルーム事業を支えることで事業を継続し、技術や

ノウハウを蓄積してきたからです。つまり、マテハン業界

において多様な事業ポートフォリオを有していることが、

当社の大きな強みとして活かされたと言えます。オート

モーティブ事業は、成長が停滞した時期もありましたが、

現在はxEVへの転換など、モビリティの変革期を迎える

お客さまの新たなニーズによって好調さを取り戻してい

ます。中長期的な成長には、足元の状況のみにとらわれ

ず、将来を見据えて対応することが最も重要であり、それ

を可能とする事業ポートフォリオの最適化をこれからも

進めていきます。

CEOメッセージ

ダイフクの価値創造 成長戦略 経営基盤の強化 データセクションダイフクレポート2024 7



グローバル体制とガバナンスの強化

　当社グループの海外売上高比率は67%（2023年度実

績）であり、グローバル経営の強化は重要な課題です。海

外ではM&Aでグループ入りした企業を含め、約60の子

会社で事業を展開していますが、過去にもさまざまな問

題に直面し、一つひとつ解決に取り組んだことで管理体

制が着実に強化されているものの、潜在的な課題が残っ

ています。全体を漏れなくチェックしながら、継続的に体

制を強化していかなければなりません。2023年6月には、

海外での経営経験も豊富な社外取締役が当社の経営に

参画したことで、グローバル視点での助言や指摘をいた

だく機会が増加しています。社外取締役の客観的かつ多

様な意見をしっかりと受け止め、経営やガバナンスの実

効性向上につなげていきます。

 P.9  社長・社外取締役座談会

実現可能性を最大化させる戦略投資

　あるべき姿の実現に向けて、本中計ではこれまで行っ

てきた投資に加え、新たに「戦略投資枠」を設定しまし

た。生産能力増強のための設備投資や、先端技術を活用

した付加価値の高いソリューション提供のための研究開

CEOメッセージ

発投資、次世代を担う人材投資などを着実に行い、イン

オーガニック戦略も検討し、成長を加速させていきます。

 P.27  CFOメッセージ

　とりわけ新しい価値を創出するためには、DX／AI人

材、データサイエンティストを育てる必要があります。先

述のビジネスイノベーション本部は、デジタル関連の教

育・研修も先導しています。リスキリングにより従業員が

新たなスキルを習得することで、今までにないアイデアが

創出され、売上高の拡大はもちろん、既存事業における

収益力向上にもつなげていきます。海外拠点も含めて、こ

うした人材育成に力を注いでいきたいと考えています。

 P.33  CTOメッセージ

バックキャスト志向により自ら未来をつくり上げる

　長期ビジョンの達成に向けて、経営陣はもとより、全従

業員がバックキャスト志向を強く意識する必要がありま

す。会社の規模が拡大するにつれ、どうしても目先の数値

にとらわれて短期的な志向に陥ってしまうものです。もち

ろん、課題や目標にコミットすることは重要ですが、まだ

世の中にないもの、人々や社会に喜ばれるものを生み出

すための時間を持ち、長い目で投資を行うことで、社会を

変革する新たな価値を創造していけると信じています。 

昨年も統合報告書でお伝えしましたが、私は常々、「目先

のことには100%ではなく、80%の力を注いでください」

と話しています。この言葉には、目の前の業務をこなしつ

つも、20%は将来を見据えた活動に充ててほしいという

意味を込めています。一人ひとりが社会に提供できる新

たな価値を考え、実現したい社会像を描きながら、ありた

い姿に向かって前進していってほしいと考えています。

　過去を振り返ると、当社は長年、産業界を黒子として

支える役割を果たしてきましたが、急速な社会の変化や

社会課題の深刻化を前に、当社の存在を前面に出すべき

時期に来ています。将来の社会像を予測して対応するだ

けでなく、社会に対して「こういうことができる」「こうす

ればもっと良くなる」と自ら働きかけ、社会の進むべき道

を先導する会社に進化したいと考えています。これまで

培ってきた「モノを動かす」技術で、当社が主体となって

未来をつくり上げ、持続可能な社会の実現に貢献してい

きます。

代表取締役社長
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長期ビジョン「Driving Innovative Impact 2030」で掲げるありたい姿とその実現に向け、ダイフクグループの強みから、 

戦略について感じている課題、取締役会のあるべき姿まで、当社社長と3名の社外取締役に議論していただきました。

 社長・ 社外取締役  座談会

社外取締役

加藤 格

代表取締役社長

下代 博

社外取締役

酒井 峰夫

社外取締役

ギディオン・フランクリン

 自らニーズを創造し、社会に変革をもたらす企業へ 
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Driving Innovative Impact 2030の注目点

酒井　今日の企業には、グローバルな社会課題の解決や

ESGへの対応が求められています。そのためには経済価値と

社会価値の統合がポイントとなり、長期的なメガトレンドやリ

スクと機会を踏まえた長期ビジョンの策定が必要になります。

今回のように長期的なありたい姿を描き、そのマイルストーン

となる中期経営計画をコミットメントする方が内外に与える

インパクトは大きいでしょう。売上高1兆円規模への仲間入り

を真摯に目指す決意も伝わり、従業員のモチベーション向上

にもつながると見ています。

加藤　経営レベルでは、長期ビジョンのスタートに合わせ、

役員報酬にサステナビリティ関連の評価指標を加えたことは

大変意味のあることです。一方で、ありたい姿を実現するため

には、経営層のみならず、グループ従業員一人ひとりから共感

を得て、納得のいく形で具体的な行動に落とし込んでいくこ

とがとても重要です。取締役会で報告を受けるだけでなく、現

場の従業員との接点を増やし、経営層だけのものとしてとど

まっていないか、社外取締役として浸透度も注視していきます。

フランクリン　長期ビジョンのタイトル「Driving Innovative 

Impact 2030」は、サステナビリティインパクトを強く意識し

たものです。ドライビング（Driving）にはあらゆる自動化をけん

引する、インパクト（Impact）を積極的に実現するという意味

が込められており、イノベイティブ（Innovative）は、ますます

重要になるDX（Digital Transformation）を含め、当社の先端

技術を活かしたシステムで社会に変革をもたらすという決意

を示しています。グローバルに事業を展開する当社が、経済

価値と社会価値、どちらもさまざまな形で向上を目指す企業

であるということが表現されています。

酒井　今まで経済価値と社会価値を「経営の両輪」と捉えて

いたところから、「統合」思考へシフトしたことも新たな変化

です。同時に、「食」と「環境」の分野における社会課題にも当

社の技術で解決策を示していくという方向性を示しました。

新たな挑戦として、従業員にとっても大きなモチベーションや

誇りになるでしょう。

フランクリン　当社が手掛けるマテリアルハンドリングシステ

ムは一見しただけでは事業内容がわかりにくいかもしれま

せんが、長期ビジョンの達成を目指す過程で社会課題の解決

に貢献できる企業であることがこれまで以上に広く世の中に

認知されることを期待しています。

加藤　当社が社会価値の創出を目指す会社であることが、取引

先などの幅広いステークホルダーにも一層周知・認知されれば、

企業の垣根を越えた新たな価値共創にもさらにつながるでしょう。

下代　長期的な視点での経済価値として掲げた「連結売上

高目標1兆円」は、新しいステージに向かうチャレンジである

という意識が経営陣にも従業員にも芽生えるほど、インパク

トのある数字であると考えています。足元の数字をベースに

考えると保守的な計画になり、取り組み自体も短期視点に陥

りがちです。将来のありたい姿を実現するために今何をする

べきか、グループ従業員一人ひとりが考えていくという意識

の変革に大きな意味があると考え、バックキャスト志向での

策定に踏み切りました。

　当社の事業が生み出す社会価値は、少子高齢化で労働力

人口が減少していく中、人手不足を解消したり、重労働や反

復作業を軽減したりと、日々の作業を機械化・自動化するこ

とで人々がより創造的に暮らしていく一助になってきたと自負

しています。そして、当社グループのマテリアルハンドリング

システムが社会や人々を支える、すなわち、当社の成長はその

まま社会に貢献していくことになる、と改めて認識しています。

そういった意味で、経済価値と社会価値の統合という考え方

は、自然な流れであったと思います。

社長・社外取締役座談会
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　長期ビジョンで描いたありたい姿に向けて、自分自身に何

ができるか、どのようにアクションを起こすか、どうやって達

成していくか、その先にどのような意味が見出せるのかなど

を経営陣だけでなく、グループ従業員一人ひとりにしっかり

と考えて実行してもらえるよう、私も社内コミュニケーション

を図っていきます。

ダイフクの強みと課題

加藤　少子高齢化、人手不足が社会課題として顕在する以

上、当社の事業機会は常にあります。引き続き当社のシステム

を提供することで社会貢献度は高くなり、付加価値の創出機

会は増えていくことでしょう。だからこそ、従来の発想、技術、

仕事の進め方などにとらわれず、世間が驚くような技術や製

品を社会に送り出す必要があると考えます。今ある市場の

ニーズを捉え、それに応えるといった発想の延長線だけでな

く、一層素晴らしい社会を目指し、「このようなものが必要 

ではないか」と、社会課題の解決につながるようなニーズを 

当社自ら創出し、独自のソリューションを提案するといった新

たな領域へのチャレンジも重要です。

フランクリン　当社は機械セクターに分類されていますが、そ

の枠にとどまらない、とてもユニークな企業です。コンサル

ティング、エンジニアリングやアフターサービスといった総合

的な観点からさまざまなソリューションを提供しています。多

様な市場で大きなシェアを持っているからこそ、テクノロジー

の進化やイノベーションの活性化によって、今後もお客さま

の課題に新しい形で応えていけると期待し

ています。将来を見据え、世の中の多様な

ニーズに応えていく、良いポジションにあ

ると思います。

酒井　この業界は、当社のように自社製

品でのフルラインを持っている企業は数少

なく、保管、搬送、仕分け・ピッキングと

いったあらゆるソリューションをフルライン

で総合的に提供できるところが当社の強みです。

　しかしながら、お客さまのニーズが多種多様化していくと、

当社の製品だけでは補えないニーズが出てくる可能性も考え

られます。そのようなニーズにも対応できるよう、さらなるイ

ノベーションを創出しなくてはなりませんし、そのための技術

力・開発力の研さんは引き続き追求していかなければならな

いでしょう。

下代　当社は元々自動車などの生産ライン向けにシステムを

提供し、納入後はそれらの稼働を守るといった、産業界の黒

子的な役割から出発しています。現在は「モノを動かす」技術

（マテリアルハンドリング）を活用した6つの事業を展開し、さ

まざまな業界のお客さまに満足していただけるソリューション

を自社で設計・開発、生産、提供してきました。単に購入品を

組み合わせるのではなく、製品を自社で開発し所有すること

は、今後もわれわれの強みであると確信しています。今後も

新たなソリューションを開発していくためには、社会の変化

をいち早く読み取り、独自の製品を開発し続けなければなり

ません。また、当社はさまざまな生活の変

化をいち早く捉えることができるポジション

にあります。「未来がこういう社会になる」

からではなく、「こういう社会になれば素晴

らしいのではないか」とわれわれ自身がリー

ドしていくような、これまでの黒子的な存

在から踏み出し、「社会をドライブしていく

存在」になることを目指すべきであると考

えています。

真のグローバル経営を目指して

フランクリン　当社は、海外の売上高比率、従業員数、生産

拠点数、投資家比率など、数字上ではグローバルで順調に成

長しているように見えますが、経営層・幹部に外国籍のメン

バーが少ないというのは課題ではないでしょうか。米国のグ

ローバル企業に勤めていた私の経験から言えば、グローバル

経営において重要なことはインテグレーション、文化の理解、

そしてアイデアの交流の3点です。特に、多様なアイデアを交

流させることで起こるイノベーションが収益性にも変化をも

たらします。当社グループにおいても、私自身の経験を生か

し、そのような変化を実現していきたいと考えています。日本

には輸出産業で利益を上げてきた企業が多く、グローバル企

業と称されていても、企業文化までグローバルと言える企業

はそう多くありません。日本企業であるダイフクの文化を海

外のステークホルダーに理解していただくこと、そして海外の

従業員には当社グループの一員であることにプライドを持っ

社長・社外取締役座談会
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ていただくこと、これらの意識の醸成に注力すべきであると考

えます。

酒井　海外売上高比率が約7割を占める一方で、海外の営業

利益率は日本に比べて見劣りしています。国や地域、文化の違

いなどの理由はありますが、もう少し踏み込んだ構造改革が必

要でしょう。ここ数年で子会社の統合などによる管理体制の強

化を進めてきましたが、まだ改善の余地はあると思います。

加藤　M&Aでグループ入りした

会社に対するグリップ不足は気に

なるところです。事業戦略の策定

や運営がグループ全体のベクトル

と一致しているのか、不祥事を未

然に防止する仕組みになっている

のか、そのようなリスクを早期に発

見し迅速に対策を立てられるのか

など、管理体制をさらにしっかりと

したものにしなければなりません。一方で、海外子会社の自立

性と本社によるマネジメントのバランスも大切です。

　どのような施策を取るにしても、ダイフクの文化や価値観

を共有することが大切です。また、今は人権に対する取り組

みも大変重要になっています。今後M&Aを実行する際には、

人権も含めたサステナビリティ視点のデュー・ディリジェンス

が必須となっていることも踏まえ、一層厳格に見極めていき

たいと思います。

フランクリン　M&Aとは本来、将来どのような形で業績に寄

与してもらえるかを考えて行うものです。日本企業はM&Aを

実行することによるリスクに主眼を置き、結果的に実行しない

理由を探す傾向にありますが、むしろ実行しないリスクに目を

向けるべきだと考えます。100%成功する保証はビジネスの世

界にはありません。M&Aを成長のための会社の武器として捉

え、経済が低迷しているときにこそ戦略的に活用、実施するべ

きであると思います。

下代　企業にとって利益は非常に重要であると考えています。

これは決して短期的に利益を出せばいいということではあり

ません。利益を生み出すためには、組織の構造やお客さまに

提供するソリューションの内容、コスト改善や価格設定のあ

り方など、あらゆることを徹底的に考えなければなりません。

すなわち、経営というものを深く考えることにつながります。

　2021年から、M&Aでグループ入りした会社を含めたすべ

ての海外子会社に対して、営業利益率10%以上を達成する

ためのシナリオを作成し遂行するよう話し

てきましたが、その効果が目に見える形で

表れてきました。これはシナリオ作成を通

じて、各トップが会社を経営することに

しっかりと向き合った結果であると捉えて

います。本社の意向を漠然と示すだけで

はなく、グループとして目指す姿や価値観

を共有し、より具体的な行動につなげられ

るよう、関与を深めることが重要であると

改めて感じています。

リスクマネジメント

酒井　リスクマネジメント委員会での議論やモニタリングは、

重要なリスクを網羅して適切に行われていると感じます。個

人的な観点では、情報セキュリティやランサムウエア対策を一

層強化していくべきであると考えています。当社は多数のお客

さまやサプライヤーとの関わりがある企業であり、情報は一

度漏えいしてしまえば取り返しのつかないものだからこそ、未

然に防ぐ体制を固めなければなりません。

加藤　事業環境の変化に対しては、リスクとしてどうしよう 

もない不可抗力もあるでしょう。将来を見通し難い現代に 

おいて、お客さまや世の中の需要を追いかけるビジネスから、

自らニーズを創出するビジネスに転換していこうとする現在の

ダイフクにとって、当社の事業が社会環境に左右されるリスク

を軽減するために、「他力本願」から「自力本願」を目指して自

ら変化し続けることで、事業環境の変化に対応していくことも

大変重要です。リスクマネジメント委員会か

ら取締役会に対する定期的な報告や、それ

に基づく社外役員からの指摘、改善提案を

含むPDCAサイクルは、変革期にある当社

にとってますます重要になると考えます。私

たち社外取締役も適宜情報をいただきなが

ら、社内とは異なった観点から提言していく

ことができればと思います。

社長・社外取締役座談会
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フランクリン　案件の長期化によりプロジェクトマネジメント

の高度化が求められますが、まずは大型案件の契約をよりシ

ビアに検討していくべきです。もちろん、何事においても実行

しないことが最大のリスクになることもありますから、リスク

マネジメント委員会や取締役会での慎重な議論の上で決定し

ていくべきです。

下代　当社を取り巻くリスクはさまざまですが、私は技術開発

の遅れによるリスクを注視しています。常に変化する社会ニーズ、

お客さまニーズに応えるための技術開発が不可欠です。短期的

な売上規模や利益だけの追求に陥らず、知見や技術を得て常に

新しい価値を生み出していかなくてはなりません。そのために

M&Aを活用することも一つの手段であると考えています。

あるべき取締役会の姿

加藤　より積極的に業務を執行し適切にリスクテイクできるよ

うに、権限をできる限り執行側に委譲することで、取締役会はモ

ニタリングモデルにシフトしていくことが望ましいとも考えられ

ます。その観点から言えば、監査等委員会設置会社への移行も

検討に値するかもしれません。一方で、形式よりも実質が大事

です。重要なことは、当社の体制や仕組みについて、ステークホ

ルダーや資本市場に納得していただける説明ができるかどうか

です。

　時としてモニタリングモデルとマネジメントモデルが対立す

る概念のように語られていますが、そのどちらかが絶対的に正

しいということはないはずです。各組織・各形態の長所・短所

を踏まえて当社にふさわしい体制を探り、第三者機関による実

効性評価や外部評価も含めながら、真摯に検討していく必要が

あると思います。その中で社外取締役がどのような価値を与え

ることができるのか、私たちの知見、経験をどのように生かすべ

きかを熟考し、その一人として常に情報やスキルをアップデー

トすることで、より高い価値を提供していきたいと考えています。

酒井　取締役会の議題のあり方や時間配分にも検討の余地

があると思います。取締役会付議事項は取締役会規程および

職務権限規程で定められていますが、規程の硬直化が若干感

じられます。事業ポートフォリオの見直しなど、中長期的な企

業価値向上に向けてより深く議論できるよう、当該規程の柔

軟な見直しが必要であると考えます。同時に、経営における

決裁・承認権限をできる限り執行側に委譲することも検討す

べきだと思います。

フランクリン　当社ではすでに構築されていると感じていま

すが、取締役会で自由に発言できる環境を維持することも重

要です。「社外取締役」は、海外ではNon-Executive Director 

と呼ぶ一方、日本ではOutside Directorと翻訳されます。日本

企業における社外取締役はOutsiderとして距離を置かれてい

るのかもしれませんが、当社ではそのように感じません。この

環境を最大限に活かし、自身の視点や経験を交えながら当社

の企業価値向上を後押ししていきたいと思います。

酒井　取締役会は非常にオープンな雰囲気で、良い議論が活

発に交わされていると思います。議長である社長が自ら質問

することで、話を深掘りする場面も多く見られ、社外取締役に

よる積極的な発言を促す効果もあると感じています。

加藤　経営会議やリスクマネジメント委員会などの各種委員

会への出席も有効です。取締役会での議論だけでは把握でき

ないような、次世代を担う人たちとも接点を持つことで、さま

ざまな現場の声を聴くことができる機会を大切にしていきた

いと思います。

酒井　当社はどこを目指していくのかというと、マテリアルハン

ドリングで「グローバルエクセレントカンパニー」を目指すとい

うことになると思います。そのためにはどうしたらよいのかな

ど、時に結論がなかなか出ないような議論も行うことで、より

活性化していくのではないでしょうか。

下代　取締役会の運営については、常に見直しが必要です。

現在だけでなく、ありたい姿の実現に向けた未来志向の議論

も深めていきたいと考えています。

社長・社外取締役座談会
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価値創造プロセス

知的資本

社会・ 
関係資本

アウトプット
ダイフクグループの 
マテリアリティ

事業・経営基盤

外部環境
  技術革新による産業構造の変化
  先進国を中心とした労働力人口の減少
  脱炭素社会・循環型社会への移行

経済価値

社会価値
2030年における 
ありたい姿

Driving  
Innovative  

Impact 2030
イントラロジスティクス事業

クリーンルーム事業

次世代事業

オートモーティブ事業

エアポート事業

オートウォッシュ事業

電子機器事業

マテリアルハンドリングを核とする 

「モノを動かす技術」で 

最適最良のソリューションを創出

社是・経営理念

インプット

財務資本 製造資本

人的資本

自然資本

P.17

P.16

P.23

P.21

ダイフクの 
バリューチェーン・ 

強み

ソリューション 
提供

システム 
開発

新たなニーズ

維持・更新

国際対応力

応える力トータル 
ソリューション

技術力
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社会・関係資本

主要パートナー企業数 
（単体）

 700社以上*
 * 年間取引額1,000万円以上

マテリアルハンドリング事業開始からの納入実績

 77年

エネルギー使用量

 769,493GJ

自然資本

財務資本

資産合計 

 6,461億円
現金及び現金同等物 

 1,364億円

株主資本 

 3,197億円
有利子負債 

  706億円

製造資本

生産拠点数

 24拠点
 （10カ国・地域）

イノベーション投資額

 170億円
 （研究開発費＋DX投資額）

水使用量

 183,017m3

設備投資額

 214億円
特許登録件数

 4,378件

知的資本

価値創造プロセス

人的資本

従業員数 
（グループ）

 13,071人

単体

 3,509人

海外

 8,999人
国内その他

 563人

インプット （2023年度実績）

成長戦略 経営基盤の強化 データセクションダイフクレポート2024 ダイフクの価値創造 16



ダイフクのバリューチェーン・強み

ダイフクは、物流を支える「メーカー」であり、お客さまの課題解決に応える「システムインテグレーター」です。常に新たなニーズを取り込み、蓄積してきた技術・ノウハウを応用し、新領域のマテリア

ルハンドリング（マテハン）に挑戦してきました。納入後もシステムの安定稼働、設備更新などを継続的に提供し、お客さまとの信頼関係を長年にわたり築いています。

応える力

　マテハンメーカーとして自動車、電機・電子、医薬

品、食品、衣料品、日用品などの製造業や運輸・倉

庫業のほか、世界の幅広い産業界の課題を解決して

きました。より価値の高いマテハンシステムを提供し

ていくため、事業領域を6つに分けて事業活動を深

化しています。

技術力

　自社開発はもちろんのこと、大学・企業との共同

開発も行ってきました。先行開発で得た新しい技

術・製品を標準化し、コストダウン、リードタイムの

短縮、安定した品質を実現するとともに、世界初・ 

日本初という事例を生み出してきました。また、コア

事業の強化、新規事業につながる技術の発掘を目

的に、オープンイノベーションを推進しています。

トータルソリューション

　お客さまの要望を反映するコンサルティングから、

企画・エンジニアリング、 設計・製造、工事・アフター

サービスといったトータルサポート体制を構築して

います。数多くの納入資産を擁しており、幅広いサー

ビスメニューを揃え、長期にわたり安定稼働をサポー

トしています。システムの老朽化、取扱品や物量の変

化などにより、能力・機能を十分に発揮できなくなっ

た場合には、アップグレードやリニューアルを提案し

ます。アフターサービスを通じてお客さまの新たな課

題にいち早く気付き、ニーズの獲得につなげています。

国際対応力

　グループ全売上高のうち67%以上を海外事業が

占めるグローバル企業です。世界24の国・地域に 

拠点を構えています。生産体制のローカル化を進め

ながら、あらゆるお客さまのニーズに応え続けていく

ために、高さ40メートルのクレーンテストが可能な

高層研究棟をはじめ、クリーン環境での試運転施設

など、グローバルで整備しています。

ダイフクの 
バリューチェーン・ 

強み

ソリューション 
提供

システム開発新たなニーズ

維持・更新

国際対応力

応える力

トータル 
ソリューション

技術力
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1937 199019801970 2000 2010 2020 2023 2027 2030

5,000

2,500

0
（年度）

創業

（億円）
7,500

5,000

0

（億円）
10,000

2027年中期経営計画

価値創造の歩み

1937  鍛圧機械、起重機メーカーとして創業。港湾荷役を支える

1939  御幣島工場（現大阪本社）を新設

1953  日本初の「バルクベヤ」を納入

1959  日本初の乗用車専門工場へチェンコンベヤシステムを納入

1963  小牧工場（現小牧事業所）を新設

1964 「日新（ひにあらた）」を社是に制定

1965  米国から技術導入し、日本初の無人搬送車を製造、販売

1966  日本初の立体自動倉庫システムを製造業へ納入 

1969  日本初のコンピュータオンライン制御による自動倉庫を納入

1973  日本初の冷凍自動倉庫（庫内温度マイナス40℃）を納入

 欧州から技術導入し、日本初の三次元自動搬送システムを発売

1975  日野工場（現滋賀事業所）を新設

1976  日本初のスチールベルト式自動仕分け機を流通業へ納入

1978  日本初の書籍搬送システムを図書館へ納入

1981  日本初のマイコン搭載洗車機を開発､販売

1984  半導体工場クリーンルーム向けシステムを開発

1991  世界初のピッキング棚自動補充システムを開発、納入

1993  世界初の非接触給電搬送システムを開発、納入

1994  世界最大級のマテハン総合展示場「日に新た館」を開設

2006  滋賀事業所、世界最大級のマテハン生産拠点に

2011  ダイフク環境ビジョンを策定

1937
資本金30万円 
従業員数150人

事業・ 
経営基盤

1957  米国マテハン企業と技術提携（1997年解消、2007年M&A）

1983  米国に初の現地法人を設立

1995  台湾物流システム企業（現台灣大福高科技設備股有限公司）を 
M&A（海外初） 
韓国に現地法人Clean Factomation, Inc.を設立

グローバル

2002  中国に現地法人を設立

2005  アジア各地で生産拠点を設立、増強

  インドに現地法人を設立

2007  米国マテハン企業（現Daifuku Airport America Corporation）を
M&A、エアポート事業へ参入

2012  マイナス35℃の自動凍結庫システムを開発。

 世界で初めて魚の急速冷凍に自動倉庫を活用

2014  国連グローバル・コンパクトに加盟

2016  世界初の電動フォークリフト向け非接触充電システムを実用化

2019  TCFD提言への賛同を表明

2021  グループ経営理念を「モノを動かし、心を動かす。」に改定

2022  東京証券取引所市場第一部からプライム市場へ移行

2024  決算期を3月から12月へ変更

 長期ビジョンを策定

2011  北米事業統括会社 
（現Daifuku North America, Inc.）を設立

2012  中国に大福自動搬送設備（蘇州）有限公司を設立

2013  米国物流システム企業 
（現Daifuku Intralogistics America Corporation）をM&A

1969
東京･大阪･名古屋 
各証券取引所 
市場第一部に上場

2006
売上高 
2,000億円を突破

2017
売上高 売上高 
4,000億円を突破4,000億円を突破

資本金318億円に資本金318億円に

2009
海外売上高比率 
50%を達成

創業期
第2次世界大戦
焦土からの再建 

1950～70年代
高度経済成長
工場の自動化（FA*1）
*1 Factory Automation

2013年～
eコマース本格化
物流現場の人手不足 

2020年～
新型コロナウイルス感染症拡大
原材料価格・人件費の高騰 

1980～90年代
半導体需要の大幅増
DA*2の本格化、FAの高度化
*2 Distribution Automation

2000年～
航空旅客の増加
リーマン・ショック 

1989
売上高 
1,000億円を突破

20212021
売上高 売上高 
5,000億円を突破5,000億円を突破

 連結売上高（右軸）　  海外売上高（右軸）　  時価総額（左軸）

Driving Innovative Impact 2030

20222022
売上高 売上高 
6,000億円を突破6,000億円を突破

20232023
海外売上高比率67%海外売上高比率67%

グループ従業員数 グループ従業員数 
13,071人13,071人

20152015
売上高 売上高 
3,000億円を突破3,000億円を突破

資本金80億円から 資本金80億円から 
150億円に150億円に
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At a Glance （2023年度実績）

株価収益率 
（PER）

29.5倍
（株価は2024年3月31日時点）

親会社株主に 
帰属する 
当期純利益

454億円

自社CO2排出量
（スコープ1＋2）

48.0%削減
（2018年度比）

営業利益

620億円

再生可能エネルギー
由来の電力比率

54.0%

自己資本比率

55.5%

売上高　

6,114億円

従業員数　

13,071人

ROE

13.2%

P.89

財務・非財務ハイライト

サービス売上高

1,846億円

廃棄物 
リサイクル率
（有価物含む）

95.6%

株価純資産倍率
（PBR）

3.7倍
（株価は2024年3月31日時点）

受注高

6,203億円

1株当たり 
当期純利益

121円

配当性向

32.9%
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営業利益額 125 148 208 230 399 546 404 445 502 588 620

2013年度 2016年度 2019年度2014年度 2017年度 2020年度 2022年度2015年度 2018年度 2021年度 2023年度 前中期経営計画
最終年度目標

2,418

8.6%
9.6%

5.6% 6.2%

11.6%
12.6%

7.2%

9.9%

17.7%
19.5%

12.4% 13.2% 13.1% 13.2%

9.8% 10.2%
11.9%

9.1% 9.4% 9.8%

5.2%

2,672

3,361 3,208

4,049

4,594 4,436
4,739

6,019
5,122

6,114 売上高目標

6,000
（策定当初：5,400）

営業利益率目標

10.5%

ROE目標

10%以上

 連結売上高　  営業利益率　  ROE
（億円）

Value Innovation 2017 Value Innovation 2020 Value Transformation 2023

13.2%

前中期経営計画 Value Transformation 2023の振り返り

経営目標の達成状況

　売上高は、eコマースの拡大、半導体需要の増加、EV化の

進展、航空旅客数回復などによる設備投資需要を捉えて目標

を達成しました。営業利益率は、部材費高騰・人件費上昇の

影響などにより目標にはわずかに届かなかったものの、営業

利益額は2期連続最高益を更新しました。また、ROEは安定

的に10%以上を維持しています。

成果と課題

成果

  生産能力を増強（北米・中国・韓国）し、受注高・売上高増加に結び付けるとともに、生

産性や内製化率の向上を図り、収益性も改善

  製品の標準化、部品点数削減、工期短縮などによるコストダウンで部材費高騰や人件

費上昇の影響を低減

 グループチーフオフィサーを設置し、全社横断的な経営体制を強化

  再生可能エネルギーの導入を進め、2023年度のCO2排出量（スコープ1およびスコー

プ2）は2018年度比で48.0%削減

課題

  海外プロジェクト管理の高度化による収益性の改善

  先端技術の導入加速や新規事業の創出による競争力の強化

  人材の確保、育成に向けた人的資本投資の拡充と人材マネジメント力の強化

  経営管理の高度化による資本効率やキャッシュ・フローの改善

成長戦略 経営基盤の強化 データセクションダイフクレポート2024 ダイフクの価値創造 20



連結売上高 

6,114億円
営業利益率 

10.2%

ROE 

13.2%

経済価値

「モノを動かす」技術で
物流や生産現場などの社会インフラを支えます
食や環境などの新たな領域で社会課題解決へ貢献します

社会価値

売上高CAGR

+8.9%

売上高CAGR

+7.7%

売上高CAGR
（4年間）

+7.0%

連結売上高 

4,739億円
営業利益率 

9.4%

ROE 

13.2%

連結売上高 

8,000億円
営業利益率 

11.5%

ROE 

13.0%

経営目標

連結売上高 

1兆円
営業利益率 

12.5%

ROE 

13.0%

2020年度

2023年度

注：CAGR：Compound Annual Growth Rate 年平均成長率

2027年中期経営計画

2030年におけるありたい姿

長期ビジョン Driving Innovative Impact 2030
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経済価値 社会価値

Driving Innovative Impact 2030Driving Innovative Impact 2030

事業領域

事業・経営基盤領域

成長を支える仕組みの構築
  イノベーション創出に向けた投資・基盤づくり

事業を支える財務戦略
 P.27  CFOメッセージ

業務全体の刷新
  サプライチェーンにおける社会的責任の遂行
  製品品質、製品安全の追求

経営体制の強化
管理の高度化

  ガバナンスの強化
  ステークホルダー 
コミュニケーションの充足

組織の強化
  人材の確保・育成
  人権の尊重
  ダイバーシティ&インクルージョン
  エンゲージメントの向上

環境負荷ゼロに向けた活動
  気候変動への対応
  資源循環の促進
  自然との共生

継続した安全活動
  労働安全衛生の徹底

長期ビジョン実現に向けた枠組み

　長期ビジョンの達成に向けて、領域ごとに注力する枠組みを設定しました。枠組みのもと、グループで対応する重要課題をマテリアリティと定義し、マテリアリティを軸として、戦略・施策・行動計

画を具体化しました。

　マテリアリティの特定プロセスは  P.23  、マテリアリティの一覧は  P.24  、各マテリアリティに関連するKPI（実績評価指標）は  P.25～26  をご参照ください。

 AI等を含む先端技術を活用した開発　　  サービスビジネスの拡充　　  新領域開拓と新規事業創出

既存事業の進化 新領域への挑戦 次世代事業の創出

 マテリアリティ

長期ビジョン Driving Innovative Impact 2030
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ダイフクグループのマテリアリティ

マテリアリティの特定プロセス

直近の社会要請・トレンドの変化を

踏まえ、マテリアリティ特定にあたり

必要な参照情報を見直し、整理しま

した。

マテリアリティ特定にあたり 
使用したインプット

  前回のマテリアリティ 
（2021年度～2023年度）の検討経緯

  長期ビジョン 
「Driving Innovative Impact 2030」

  リスク・機会の検討結果

  他社の動向

  ESG評価機関の要請事項

  2023年度に実施した 
事業リスク調査結果

  サステナビリティ関連の 
各種情報開示基準・ガイドライン

さまざまなインプットをもとに、事業部

門およびコーポレート部門からの選

任者（執行役員4名、事務局9名）が課

題候補を抽出し、「ステークホルダー

への影響度」と「長期ビジョン達成へ

の影響度」の2軸で評価しました。

特定したマテリアリティ、KPIおよび

目標については、取締役会で妥当性

を検証し、承認されました。

各マテリアリティの目標に対する進捗

状況は、サステナビリティ経営委員会

にて確認するとともに、取締役会へ報

告します。社外に対しても、統合報告

書やウェブサイトなどを通じて定期的

に実績を開示します。

STEP 1

インプット情報の更新
STEP 2

マテリアリティの特定
STEP 3

妥当性の確認
STEP 4

進捗状況の確認

 今回特定したマテリアリティ

長期ビジョン達成への影響度

ス
テ
ー
ク
ホ
ル
ダ
ー
へ
の
影
響
度
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ダイフクグループのマテリアリティ

マテリアリティ一覧
枠組み マテリアリティ 目指す姿

既存事業の進化 

新領域への挑戦 

次世代事業の創出 

AI等を含む先端技術を活用した開発 IoTなどのデジタル技術やAIなどの最先端技術を活用し、製品・サービスを通じたさらなる無人化・最適化の追求、サステナビリティに配慮した開発を行う。 

サービスビジネスの拡充 
システムの納入から廃棄までのライフサイクル全体で、お客さまに提供する価値を最大化するために、サービスメニューの充実とサービス水準の向上に加え、
お客さまにとって価値のある新たなサービスを継続的に創造する。 

新領域開拓と新規事業創出 
成長分野や顧客ニーズ、社会課題を探索するマーケティング機能、保有技術の応用分野を探索する機能、戦略などを策定する企画機能を強化し、社会課題や新技
術を起点とする新領域の拡大と新規事業の創出を実現する。 

成長を支える 

仕組みの構築 

イノベーション創出に向けた 
投資・基盤づくり 

経営資源を成長領域に戦略的に投入する。イノベーションを起こす専門人材を獲得・育成するとともに、挑戦を促す人事・評価制度などを構築・運用する。 
また、外部パートナーとの連携、オープンイノベーションを推進する仕組みをつくり、より価値の高い製品・サービス、技術を生み出す。 

業務全体の刷新 
サプライチェーンにおける社会的責任の遂行 

サプライヤーとの連携強化や、生産性の飛躍的な向上を目指し、体制や仕組みを変革する。法令遵守にとどまらず、労働、人権、環境などの社会的要請に対す
る取り組みを実行し、ステークホルダーとの長期的な信頼関係、健全で持続可能なサプライチェーンを構築する。 

製品品質、製品安全の追求 業務の刷新を通じて、製品・サービス品質の維持・向上を図る。お客さまが事故・トラブルを起こさず安全に、安心して扱える製品を提供する。 

継続した安全活動 労働安全衛生の徹底 「安全は企業活動の基盤であり全てに優先する」とのスローガンのもと、労働者の安全と健康を最優先とする企業文化をすべての職場に定着させる。 

環境負荷ゼロに 

向けた活動 

気候変動への対応 
脱炭素社会の実現に貢献する製品・サービスの開発・提供、グループ拠点・サプライヤーにおけるエネルギーの効率的な利用、再生可能エネルギーの導入な
どにより、2050年のカーボンニュートラルを実現する。 

資源循環の促進 
水などの資源の使用量削減、製品の長寿命化や生産拠点から排出される廃棄物量の最少化、使用済み製品・部品のリサイクル拡大などにより、循環型社会の
形成に貢献する。 

自然との共生 
事業活動が地球環境に与える影響を把握した上で、生態系サービスの持続可能な利用と生物多様性の保全などにより、大気・水・土壌など自然資本への負の
影響を最小化する。 

経営体制の強化 

管理の高度化 

ガバナンスの強化 
コーポレートガバナンスの強化を図るとともに、有効なグループガバナンス体制、コンプライアンス体制を構築し、当社グループの健全な経営と中長期的な成
長の基盤を確保する。また、経営目標の達成に影響を与える重要なリスクをグループ全体で適切に管理する体制の強化や効果的なモニタリングにより、リスク
管理の実効性を確保する。 

ステークホルダーコミュニケーションの充足 
社内外のステークホルダー（お客さま、株主・投資家、取引先、地域社会、従業員）との対話を通じて、社会からの要請や市場環境の変化を捉え、持続可能な社
会の実現に貢献する。 

組織の強化 

人材の確保・育成 
長期ビジョンの実現に必要な専門性・スキルを持つ多様な人材を獲得し、定着を図る。加えて、一人ひとりが高いパフォーマンスを発揮できる仕組みや能力開
発などの制度を整備・運用する。 

人権の尊重 
「人権の尊重」が、事業と組織の持続的な成長における最も重要な責任の一つであると認識し、事業活動を通じて起こりうる人権の負の影響を特定・評価・ 
是正・緩和・予防する。 

ダイバーシティ&インクルージョン さまざまな異なる視点や価値観、能力を持つ従業員の多様性が尊重され、個々の能力を最大限発揮できる企業文化を醸成する。 

エンゲージメントの向上 人事制度・職場環境を継続的に見直すことにより、従業員の会社に対するエンゲージメントを高めるとともに、従業員のワークライフバランスを実現する。 
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2027年中期経営計画におけるマテリアリティおよびKPI

枠組み マテリアリティ KPI（実績評価指標） スコープ
目標

2024年度 2025年度 2026年度 2027年度

既存事業の進化 

新領域への挑戦 

次世代事業の創出 

AI等を含む 
先端技術を活用した開発 

製品・サービスへの先端技術の導入

グローバル

  AIやバッテリー技術などを活用したシステムの効率化・省電力化
  AI、IoT技術による予知保全の確立

サービスビジネスの拡充 サービス売上高 1,500億円 1,600億円 1,750億円 1,900億円

新領域開拓と新規事業創出 新業態・新市場への進出、新商品の上市
  新領域向けのシステム開発
  新規顧客の開拓、グローバルでのビジネスエリア拡大
  次世代事業の創出

成長を支える 
仕組みの構築 

イノベーション創出に向けた 
投資・基盤づくり 

成長分野への投資額*1

グローバル

  1,600億円程度の投資を実施（2024年度～2027年度累計）

AI・DX人材の育成
  eラーニングをはじめとした全社的なトレーニングの実施（全社員に順次展開）
  データサイエンティスト等の専門人材育成（2024年度～2027年度累計：180名）

産官学連携・M&A・アライアンス等の推進
  M&A・アライアンスの継続検討
  大学・企業との共同研究や協業による開発

業務全体の刷新 

サプライチェーンにおける 
社会的責任の遂行 

サプライチェーンマネジメントの強化
グローバル

  国内：サプライヤーのリスク特定・監査実施
  海外グループ会社：訪問および実態把握、リスクへの対応実施

製品品質、製品安全の追求 製品・システムの安全に関する重大事故発生件数*2 0件 0件 0件 0件

継続した安全活動 労働安全衛生の徹底 

度数率：日本（海外）*3

グローバル

0.261（0.6） 0.261（0.5） 0.174（0.4） 0.172（0.3）

強度率：日本（海外）*3 0.006（0.020） 0.004（0.016） 0.003（0.013） 0.001（0.011）

重篤災害*4発生件数*3 0件 0件 0件 0件

環境負荷ゼロに 
向けた活動 

気候変動への対応 

自社CO2排出量削減率（2018年度比）
（スコープ1＋2）

グローバル

51% 52% 53% 54%

再生可能エネルギー由来の電力比率 60% 66% 72% 78%

購入した製品・サービスに伴うCO2排出量削減率*5

（スコープ3 カテゴリ1）
  サプライチェーンCO2排出量削減プログラム*6の拡大・浸透

販売した製品の使用に伴うCO2排出量削減率*5

（スコープ3 カテゴリ11）
  製品・システムの省エネ性能向上

資源循環の促進 

廃棄物の埋立率

グローバル

国内：1%未満
海外：5%未満

国内：1%未満
海外：5%未満

国内：1%未満
海外：4%未満

国内：1%未満
海外：3%未満

廃棄物排出量売上高原単位*7削減率（2023年度比） 4% 7% 11% 14%

水使用量売上高原単位*8削減率（2018年度比） 40% 44% 47% 50%

自然との共生 
主要拠点*9における生物多様性保全活動実施率

グローバル
10% 50% 70% 90%

サステナビリティアクション*10のグローバル展開   プログラムの拡充・啓発

ダイフクグループのマテリアリティ
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枠組み マテリアリティ KPI（実績評価指標） スコープ
目標

2024年度 2025年度 2026年度 2027年度

経営体制の強化 
管理の高度化 

ガバナンスの強化 

取締役会の実効性向上 単体   取締役会の実効性評価の実施と課題への取り組み

経営理念・経営戦略等の浸透

グローバル

  役員・従業員向けの周知活動の継続実施

コンプライアンスの徹底   重要なコンプライアンスリスクに関する教育研修などの実施

重要リスクへの対策実施
  リスクアセスメント・モニタリングの実施
  エマージングリスク（新興リスク）を含むリスク予兆情報の収集と影響の分析
  危機管理体制の見直しと有事対応力の強化

ステークホルダー 
コミュニケーションの充足 

株主・投資家との対話社数（年間延べ）

グローバル

900社以上 1,200社以上 1,200社以上 1,200社以上

ステークホルダーとのコミュニケーション活性化

  情報開示（財務・非財務）の充実
  ステークホルダーダイアログを通じた経営課題等の把握
  幅広い層へのブランド認知度向上施策の実施
  社会貢献活動への積極的な参画

外部評価機関からの評価維持・向上
  CDP気候変動 A–以上
  FTSE4Good 銘柄採用継続
  MSCI ESG Rating AA以上

組織の強化 

人材の確保・育成 

キーポジションにおける後継候補充足率 グローバル
  人材プールの整備（経験・スキルの見える化）
  後継候補充足率 2027年度100%を目指す（2023年度：68%）

専門人材確保に対応した人事制度の複線化 単体
  新たな制度・施策（高度専門人材向けの処遇・勤務制度・勤務場所・採用施策）の検討および導入
  導入した制度の改善

人権の尊重 

人権デュー・ディリジェンスの仕組み構築

グローバル

  人権デュー・ディリジェンスのPDCA実施
  国内・海外におけるインパクトアセスメントの実施
  苦情処理メカニズムの構築

人権に関する研修実施
  人権に関する教育・研修体制の構築
  グループ社員への教育コンテンツの展開

ダイバーシティ& 
インクルージョン 

女性管理職数（比率）

単体

  女性管理職数 2027年度60名（7.6%）を目指す（2023年度：32名（4.3%））

多様な人材が活躍できる環境整備
  ダイバーシティに関する社内啓発の推進
  マイノリティに配慮した職場環境整備

エンゲージメントの向上 
エンゲージメントサーベイスコア

グローバル
国別平均スコア以上 ̶

国内：肯定的回答率60%超
海外：国別平均スコア以上

̶

エンゲージメントサーベイ実施と課題対応   結果からの課題抽出と対策実施

*1 設備投資、研究開発費、人的資本への投資等
*2  当社グループの製品・システムの不具合を原因とした稼働中における死亡事故および重傷病 
（治療に要する期間が30日以上の負傷・疾病）事故

*3 工事における請負事業者を含めて計算しています。
*4 自社の業務中における死亡災害や身体の一部に永久損傷を伴う災害
*5 スコープ3カテゴリ1およびカテゴリ11については、2030年度に2018年度比30%削減を目指し、定性目標に取り組む

*6 調達先におけるCO2排出量削減に向けた取り組み（目標の共有と削減対策支援など）に関する当社グループ独自の枠組み
*7 廃棄物排出量（t）÷売上高（億円）
*8 水使用量（千m3）÷売上高（億円）
*9 従業員数100人以上の拠点
*10 サステナビリティに関する啓発・教育のための当社グループ独自の社員参加型プログラム

ダイフクグループのマテリアリティ
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ダイフクグループは、強固な財務体質と高い資本効率を両立しつつ、中長期的な企業価値向上のために資金を適切に調

達・配分することを財務戦略の基本方針としています。新たなステージへの成長を目指すための長期ビジョンの実現を財

務面から支えるべく、資本効率をさらに意識した経営を実践していきます。

前中期経営計画の振り返り

　前中期経営計画（以下、前中計）期間中は、コロナ禍での

制約、サプライチェーンの混乱はあったものの、巣ごもり需

要によるeコマース拡大など、社会インフラとしてのマテリア

ルハンドリングシステムの重要性が高まり、お客さまからの

引き合いが増加しました。その結果、最終年度である2023

年度の連結売上高は6,114億円となり、計画2年目に上方修

正した目標の6,000億円を達成しました。売上高CAGR（年

平均成長率）は、8.9%と高い成長性を確保することができま

した。

　営業利益額は620億円と、2期連続で最高益を更新しまし

た。一方、営業利益率は10.2%となり、前中計スタート前の

2020年度実績9.4%からは改善しましたが、最終年度目標

の10.5%をわずかに下回る結果となりました。内製化率の

向上や各種のコストダウンは着実に進んだものの、急激な原

材料・人件費高騰に対する価格転嫁が遅れたこと、海外向

けの一部案件でプロジェクト管理の不備から一過性の損失

を計上したことが要因です。価格転嫁については市況を踏ま

えた適正価格での見積り提示や契約へのインフレ条項の織

り込みを進めることで、2023年度後半以降は改善が進んで

います。海外プロジェクト管理については、問題の再発を防

止するため、プロジェクトの状況をタイムリーに把握できる

システムを早期に構築していきます。

　株主還元については、期間平均配当性向が32.7%となり、 

目標の30%以上を上回る配当を実施しました。2023年度 

には、ユーロ円建転換社債型新株予約権付社債の発行に 

合わせ、自己株式取得（200億円）を実施するなど、株主還元

の充実も図りながら、ROEは各年度13%以上となり、目標と

した10%以上を安定的に上回る水準を達成できました。

　また、株式会社コンテックの完全子会社化による親子上場

の解消、株式分割といった市場からの要請に応えたほか、グ

ローバル化に対応した決算期変更など、将来の成長に向け

た財務面の基盤づくりに取り組みました。グループ経営管理

においても、損益重視の事業管理からバランスシートや

キャッシュ・フローを含めた総合的な管理を行うための準備

を推し進め、次の成長を支える仕組みづくりとして一定の成

果を出すことができました。

成長のための積極投資

　長期ビジョン「Driving Innovative Impact 2030」では、

「成長性」「収益性」「資本効率性」の3つの視点から、2030年

のありたい姿として、連結売上高1兆円、営業利益率12.5%、

CFOメッセージ

 資本効率を意識した 
 経営を実践し、 
 長期ビジョンの実現に 
 向けた成長戦略を 
 支えていく 

常務執行役員 CFO （Chief Financial Officer）
コーポレート部門副部門長

財経本部長
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2021年度 2022年度 2023年度

ROIC 11.0% 12.6% 11.4%

WACC 5.6% 7.3% 9.3%

ROE13.0%を、その中間点となる「2027年中期経営計画」

（以下、本中計）の経営目標は、連結売上高8,000億円、営業

利益率11.5%、ROE13.0%を掲げています。前中計までの短

期的な受注見通しに基づく目標設定から、バックキャスト志向

を取り入れたストレッチ目標へとアプローチを変えています。

　これらのありたい姿、および経営目標を実現するためには、

成長のための積極投資が不可欠です。本中計では、通常の

維持更新投資や研究開発費と別枠の位置付けとなる戦略投

資枠800億円を新たに設定しました。前中計の3年間では、

設備投資と研究開発費を合わせて822億円の投資を実行し

ましたが、本中計期間では、さらなる成長を加速させるため

に、戦略投資枠800億円を合わせ、総額1,600億円規模の

投資を実行していきます。

　具体的な投資として、まずグローバル生産体制を強化しま

す。日本ではマザー工場である滋賀事業所の再開発に330億

円を投じ、生産性・内製化率向上によりコスト競争力を高め

るとともに、安定供給や災害対策のためのBCP（事業継続計

画）対応なども進めます。成長の中心となる海外では、北米、

インドでの生産能力増強を目的とした新工場建設に70億円

を投じるほか、飛躍のための積極投資を行います。また、新

規事業の育成や人的資本への投資にも振り向け、競争力強

化などに向けたインオーガニック戦略を進めるにあたっては、

戦略投資枠の上限にかかわらず柔軟に判断していきます。

資本効率を意識した経営

　積極投資を進める上で、収益性・資本効率性の向上を追

求するため、社内における管理手法としてROIC（投下資本利

益率）を浸透させ、事業評価・分析を行います。

　収益性の向上については、各事業部門で取り組むコストダ

ウンや内製化率向上のほか、DXを活用し、原価の動きなど、

CFOメッセージ

前中期経営計画
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2027年中期経営計画
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800億円の 
戦略投資枠を設定

生産設備の拡充 
 滋賀事業所の再開発（330億円） 
 北米・インドの工場新設（70億円）

新規事業の育成 
 ビジネスイノベーション本部の創設 

 AIなど新規技術への投資

人的資本の増強 
 専門人材の確保・育成 

 人材育成機会の増加

 インオーガニック戦略の推進 
 既存事業の領域拡大 

 競争力強化に向けた新規技術獲得 

 新規事業創出

  プロジェクト管理の高度化

  設計見直し、部品点数削減などによるコストダウン

  内製化率の向上

  付加価値の高い新製品の開発・市場投入

  キャッシュ・コンバージョン・サイクル（CCC）の改善

  投資の厳選、モニタリングの徹底

  政策保有株式の縮減

収益性の向上

資本効率性の向上

成長ステージに向けた戦略投資枠の設定 ROICを活用した経営管理の高度化

ROICを活用した事業評価・分析
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国内外で同時に進行するプロジェクトの状況をリアルタイム

で把握できる仕組みを構築し、プロジェクト管理の高度化を

図ります。

　資本効率性の向上については、事業ごとの投資の厳選、投

資効果のモニタリングを徹底するほか、キャッシュ・フローの

改善にも取り組みます。当社のビジネスは、受注から完成ま

でのリードタイムが長く、事業拡大に伴って運転資金が大き

く増加する傾向にあります。この課題に対し、本中計では新

たにCCCを100日（2023年度末実績）から75日に短縮する

具体的な目標を設定しました。ROICを活用しながら、在庫

水準や決済サイトの最適化など、事業部門ごとの特性・課題

を明確にし、改善を図ります。

　政策保有株式については、これまでの縮減の取り組みによ

り、2023年度までの2つの中期経営計画期間（7年間）で、銘

CFOメッセージ
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200億円
自己株式取得

柄数は63銘柄から40銘柄に縮減しました。その結果、政策保

有株式残高の純資産に対する割合も10.1%から4.5%になり

ました。今後も、取締役会での保有効果レビュー結果を踏ま

え、株価水準も考慮しながら着実に縮減を進めていきます。

 P.85  政策保有株式

株主還元

　当社は、株主還元を最重要事項と位置付け、連結当期純

利益をベースとする業績連動による配当政策を基本とし、剰

余金は成長に向けた投資に振り向けることを基本方針として

います。本中計では、株主還元の充実を図るため、連結配当

性向の目標を前中計までの期間平均30%以上から、各年度

35%以上に引き上げました。本中計達成のため、またその先

の長期ビジョン実現のため、成長投資を最優先に行います

が、戦略的な投資機会、財務状況、株価水準などを総合的に

勘案しつつ、自己株式の取得も機動的に行う考えです。

成長を支える攻めのCFOへ

　前中計期間におけるCFOの役割は、真のグローバル企業

になるための「守りのフェーズ」と捉え、グループ経営管理の

高度化に向けた基盤づくりに注力してきました。新たなス

テージを目指す本中計からは、これらの基盤のもと、積極投

資を軸に成長を支える「攻めのフェーズ」に移行していきた

いと考えています。その中で成長を優先すると投資判断に緩

みが生じがちですが、資本効率性の観点から投資を厳選す

るとともに、キャッシュ・フロー改善により資金を捻出し、中

長期的な企業価値向上につながる投資へと、効果的に振り

向けるべくかじ取りを担っていきます。

3カ年平均

32.7%

Value Innovation 2017 Value Innovation 2020 Value Transformation 2023
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ダイフクグループにとって、人材は価値創造の源泉であり、人的資本経営を実行する原動力は、自由闊達な企業風土のも

と、長年培ってきた豊富な経験とノウハウ、そしてお客さまのニーズに真摯に応え、先端技術を追求し続けるダイフクのDNA

です。従業員一人ひとりのポテンシャルを最大限に引き出し、活躍できる環境を整備し、仕事にやりがいを感じていただく

とともに、ノウハウを持続的に継承していけるようにすることがCHROのミッションと考えています。長期ビジョン「Driving 

Innovative Impact 2030」で描いたありたい姿を実現するために、求められる人材の方向性を明確にし、人的資本の最

大化を図ります。

前中期経営計画の振り返りと

Driving Innovative Impact 2030

　前中期経営計画における「サステナビリティアクションプ

ラン」では、人的資本に関わるマテリアリティとして「ダイバー

シティ&インクルージョン」「人材の育成」「働きがいのある職

場環境の整備」などを特定し、取り組みを強化してきました。

　女性活躍の促進については、特別推薦枠を設定すること

で女性管理職の積極的登用を推進してきました。この結果、

女性管理職数（比率）は2021年度20人（2.5%）から2024年

度41人（5.3%）へ増加し、取り組みの成果が表れています。

　また、「働きがい」と「働きやすさ」の2つの側面から、2021

年度は国内グループ会社で、2023年度は一部の海外グルー

プ会社でエンゲージメントサーベイを実施しました。国内グ

ループ会社での肯定的回答率は、「働きがい56%」「働きやす

さ51%」、海外グループ会社での肯定的回答率は「働きがい

70%」「働きやすさ76%」でした。多くの社員の中で肯定 

的に根付いていたのは「お客さま志向」と「品質志向」で、 

当社の特徴がよく表れています。一方、「部門間の連携」や

「キャリア形成支援」の面では課題が残りました。この点につ

いては、「2027年中期経営計画」（以下、本中計）の中で解決

を図り、肯定的回答率の改善につなげていきます。

　2023年度は人材の確保を強化するため、人事処遇制度を

見直しました。また、従業員の長期的なキャリア形成を支援

するため、社内出向制度・社内公募制度を開始しました。

　「Driving Innovative Impact 2030」では、組織をさらに

強固なものにするため、「人権の尊重」「人材の確保・育成」

「ダイバーシティ&インクルージョン」「エンゲージメントの向

上」の4つのマテリアリティを特定しています。本中計では、

それらに対するKPI（実績評価指標）を設定し、人的資本の拡

充・強化を推進します。

詳細はこちら　  
2027年中期経営計画におけるマテリアリティおよびKPI
www.daifuku.com/jp/sustainability/assets/pdf/management/
materiality/materiality_2027.pdf

CHROメッセージ
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  人権デュー・ディリジェンスの仕組み構築  人権に関する教育・研修

人権を尊重する組織基盤の強化

  グループ人材 
マネジメント基盤の構築
   事業展開に応じた 
専門人材の確保・育成

人材の確保・育成：グループ人材マネジメント基盤を構築

　当社グループはこれまで事業部門制のもと、それぞれの事

業特性を考慮した部門最適の仕組みや人事の運用を行って

成長を続けてきました。今後は、変化の速い事業環境を捉え

イノベーションを創出していくために、部門間の人材の流動

性を高め、社内にあるノウハウを効率的に共有・展開できる

仕組みが必要です。より全社的な視点でグループ全体の人

材を管理できる基盤の構築を目指しています。

　まず、将来的に当社を支えていくキーポジション（主要幹

部職）を特定し、そのポジションに求められる人材要件を明

確化するとともに、適材後継者の計画的な登用を進めます。

CEO等役員の計画的な後継者育成は重要ですが、役員の後

継者だけではなく、部長などの幹部レベルからキーポジ

ションをグループレベルで特定し、将来を見据えた後継者を

計画的に育成していきます。また、2024年度には「人材委員

会」を発足させ、グループおよび事業部門の各人材委員会に

おいてCEOや事業部門トップなどと議論を重ねつつ、キーポ

ジションにあたる人材の把握と育成を行い、グループ全体で

後継者候補を確保していきます。

　本中計におけるマテリアリティのKPIとして、キーポジション

における後継候補充足率を2027年度までに100%を目標

（2023年度は68%）としていますが、その先を見据えて計画

を実施し、グループ内の人材の経験・スキルの見える化を図

りながら、全社として適所適材な人員配置を推進します。

CHROメッセージ

  エンゲージメントサーベイ実施と課題対応
  魅力ある人事処遇制度の構築

エンゲージメント 
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人材の 
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ダイバーシティ＆ 
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人材の確保・育成：人材プールを整備

　将来を見据え、先端技術やデータサイエンス分野などに秀

でた人材を確保・育成していくことは特に重要な課題です。

本中計では、グループ内のさまざまな職種においてAIやDX

などに関するトレーニングを強化するとともに、高い専門ス

キルを持つ人材を対象とした新たな制度や施策を検討して

いきます。人事サイドだけでなく、CTO、CPO・CIOとも連携

を深めながら、中長期的な成長を支える人材像の明確化、そ

の確保・育成に向けた戦略の策定、実行を進めていきます。

ダイバーシティ&インクルージョン

　本中計では引き続き、多様な人材が活躍できる環境づくり

を推進しています。女性管理職数（比率）については、管理職

候補者である係長職も含め、将来の女性管理職の育成を目

的としたプログラムを充実させ、キャリア形成を支援するなど

して、現在の41人（5.3%）から、本中計最終年度までに60人

（7.6%）を目指します。

　多様な価値観や経験・発想を持つ人材が組織内にいるこ

とで、イノベーションの創出が期待でき、当社グループの持続

的成長につながります。ただ、ダイバーシティと一言で言って

も、状況は国によって異なります。例えば日本では、女性の活

躍推進や国籍、障がいの有無にとらわれない人材の活躍が

求められており、現在、環境整備に取り組んでいるところです。

中長期的には、多様な価値観やバックグラウンドを持つ人材

を活用していきます。

　また、外国籍人材を積極的に採用しています。海外の技術

系大学の有力校から直接採用しており、インド、タイ、マレー

シア、インドネシア、ベトナムなどから3年間で22人、留学生を

含めると31人の採用をしてきました。今後も性別・国籍にか

かわらず優秀な技術職をさらに採用していけるよう、職場環

境の整備も行っていきます。

従業員エンゲージメントの向上

　長期ビジョンおよび本中計より、「エンゲージメントの向

上」を新たにマテリアリティと特定し、KPIを国内肯定的回答

率60%超、海外は国別平均スコア以上としました。本中計

期間に調査対象を拡大し、本格的にグローバルで展開して

いきます。エンゲージメントサーベイの目的は、組織としての

現状を見える化し、課題を抽出するとともに、その改善策を

実施していくことです。国・地域による違いを理解し、今後の

持続的成長につなげるための課題を見出すことも重要です。

引き続き、事業部門と連携しながらグループ全体でエンゲー

ジメントの向上に取り組んでいきます。

人権を尊重する組織基盤の強化

　当社グループのサプライチェーンを含め、事業活動全般に

関係する人権への負の影響を特定・分析・評価し、是正・緩

和・予防する仕組みの構築と運用、および人権デュー・ディ

リジェンスを継続的に実施するためのリスク評価に取り組ん

でいます。外部有識者の助言を得ながら潜在的なリスクを洗

い出し、海外子会社やサプライヤーへの訪問インタビュー

（インパクトアセスメント）を実施しています。今後もサプライ

チェーンへのヒアリングなどを実施し、適切かつ効果的な措

置を講じていきます。また、グリーバンス（苦情処理）メカニ

ズムを構築すべくプロジェクトを立ち上げました。引き続き、 

人権に関する教育・研修にも取り組んでいきます。

 P.67  人権デュー・ディリジェンスの取り組み

詳細はこちら　人権
www.daifuku.com/jp/sustainability/society/human-rights

CHROメッセージ
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CTOメッセージ
ダイフクグループは、市場ニーズやお客さまからのお声掛けに応じて、製品やソリューションを提供するキャッチアップ型

のビジネススタイルで成長してきました。しかしながら長期ビジョンとして設定したありたい姿を実現するためには、これ

までの延長線上にはない先端技術や新規事業による新たな価値創出が不可欠です。この価値創出を加速させるため、CTO

として、グループ全体の成長分野や社会課題を探索するマーケティング機能、保有技術の応用分野を探索する機能、技術

戦略を策定する企画機能、イノベーション創出に向けた投資や基盤づくりを構築していきます。

部門の枠を超え事業活動を変革 

　これまでの事業部門における製品やシステムの開発は、数

年先をターゲットとしていたため、長期的な視点に立った市

場開拓や製品、技術開発に注力することができなかったよう

に思います。2023年度からは、各事業部門とコーポレート

部門から選出したメンバーで全社横断プロジェクトを立ち上

げ、長期視点で事業に取り組むための課題抽出を行い、全社

的な視点でさまざまな課題の見える化ができるようになりま

した。 

2023年度のプロジェクトで抽出した主な課題 

  先端技術を取り込んでビジネスに活かす中長期的な戦略の策定 

  各事業部門が有する技術情報や知見をグループ横断的に共
有する仕組み 

  先端技術開発テーマの抽出プロセスや選定基準の明確化 

  先端技術やDX／AIなどの専門人材の育成、採用

　さらに抽出した課題を解決していくための活動として、 

1）戦略立案、2）AI開発・推進、3）人材・プロセス、4）共通基

盤の4つの分科会を設けました。

　1）戦略立案については、2024年度から始まる新中期経営

計画のバックキャスティングの考えを取り入れ、10～20年先

の社会を想像して研究開発に着手すべき技術を洗い出して

います。将来を見据えた開発に取り組むことでグループ全体

の技術水準・競争力の向上を目指します。

　2）AI開発・推進では、AIを活用した「類似障害情報検索」

「マニュアルのチャットボット化」「点検のデジタル化」の3つ

のテーマの開発を進めています。2024年度期初より事業部

門への展開も始めています。初期段階から全社への展開を

視野に入れて開発しており、当社グループのAIプラットフォー

ム化を目指します。

　3）人材・プロセスでは、技術系人材のスキルマップの再整

理とダイフクに不足している人材の洗い出しを行っています。

開発や社内プロジェクトなどへの適切な人材配置によるプロ

ジェクトの効率化やスピードアップを図るとともに、専門人

材の採用などにも活用します。また製品開発だけでなく技術

探索のプロセスを確立し、将来にわたって新たな取り組みが

できる仕組みの構築を進めていきます。

 グループ横断で 
 新たな価値を創出し、 
 常に革新的な企業に

常務執行役員 CTO （Chief Technology Officer）
ビジネスイノベーション本部長

権藤 卓也
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　4）共通基盤では、経営の意思決定に必要と考えられる「財

務視点」と事業運営にレバレッジが効くと考えられる「プロ

ジェクト視点」で、全社で共有すべき情報を洗い出しました。

既存のデータ基盤から必要な情報をどのようにして抽出し連

携させるのか、引き続き技術面での検討を行っています。

グループ全体で事業領域の拡大を図る 

　こうした取り組みは、半年、一年といった短期間では目に

見える成果が出ないことがあります。当社グループの競争力

をさらに強化し持続的に成長するためには、従来の事業活動

に加えて新たな取り組みが必要となります。2024年度に創

設した社長直轄の部門横断組織「ビジネスイノベーション本

部」を中心に、引き続き先端技術開発や新規事業の取り組み

を加速し、事業の変革を実現することで、新たな価値を創出

していきたいと考えています。

　2030年、さらにはその先の社会構造や私たちの生活がど

のように変化し、私たちの事業活動にどのような影響がある

のかを考え、2027年中期経営計画では、「先端技術開発の

推進」「新規事業の創出」「事業の未来志向の支援」「DX／AI

人材育成」の4つのテーマを掲げています。

　「先端技術開発の推進」においては、個々の事業部門では

取り組みづらい技術、例えば量子コンピュータの活用など、

5～10年後には実用化が見込まれる技術の研究開発を行

い、将来の事業活動への貢献を目指します。またスタートアッ

プ企業や大学との連携も視野に入れたオープンイノベー

ションをさらに推進し、当社の中長期的な成長ドライバーと

なる技術力を高めていきます。

　「新規事業の創出」については、企業価値向上につながる

SDGs視点で事業の創出に挑戦します。また将来のトレンド

を予測し、成長が見込まれる市場への進出を目指します。過

去には、十分な検討や議論ができずに事業化を中断したプロ

ジェクトもありました。検討プロセスや評価基準を確立し、他

社との協業や技術提携も含め、多面的に取り組んでいきます。

　「事業の未来志向の支援」では、人材や製品・サービスと

いった内部資源を活用するオーガニック戦略に加え、M&A

などの外部資源も活用するインオーガニック戦略によって、

事業の成長をグループ横断的に推進していきます。

　「DX／AI人材育成」については、製品やシステム、社内業

務の変革のためにDX／AIのリテラシーの底上げが必要不可

欠です。2023年11月より役員・管理職に展開しているDX／

AIのeラーニングの受講対象を早期に全従業員へ広げ、リテ

ラシーの向上につなげます。さらに、2024年1月より滋賀事

業所、続いて東京本社でデータサイエンティストの育成講座

を開設しています（D-Adapt*）。当社が新しい価値を提供し、

競争上の優位性を確立していくためには、スピードと柔軟性

が重要です。自社の業務やビジネスに精通した従業員を専

CTOメッセージ

門人材に育成していくことで、スピード感のある業務変革に

つながることを期待しています。いずれは育成講座を国内外

全事業所に展開し、全従業員の10%をDX／AI人材とするこ

とを目標にしています。

　また、先端技術開発や新規事業創出に取り組んでいる当

社グループの活動はブランディング視点においても重要です。

長期ビジョンの実現に貢献する取り組みを認知していただけ

るよう、CTOとして社外への情報発信にも努めていきます。

*  D-Adapt: Daifuku AI & Data science Advanced Pursuit Training 
最新技術に適応（アダプト）するAI人材を育成していくという想いから名付けた。

意識改革し、競争優位性を確立 

　今後ますます環境負荷の低減や人権への配慮など、社会

的要請への取り組みが求められます。各事業部門も品質向

上や新たな機能の追加に加えて社会的要請への対応を進め

ていますが、当社グループがさらなる成長を遂げるためには

中長期視点での意識改革が重要となります。未来の社会を

想像し、当社として解決していく社会課題を可視化するとと

もに、当社が変わらなければならないこと、今以上に強化す

るべき取り組みなど、グループ全体で検討・対応することで、

ありたい姿に向かって競争優位性を高めていきます。

未来の社会像
ロボティクス
次世代通信
少子高齢化

モビリティ
AI

スマートシティ
先端技術・
新規事業

現在

経
済
・
社
会
価
値

将来
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ダイフクは2030年のありたい姿として、連結売上高を1兆円、営業利益率を12.5%にすることを掲げています。この達成に

は、人材や資金といった、あらゆるリソースを確保する一方で、収益力も強化していかなければなりません。CPO・CIOと

して、AIやDXを取り入れながら、当社グループのモノづくり改革と業務プロセス改革による生産性向上を図っていきます。

事業横断の生産改革を推進し、生産性を向上 

　2023年度に各事業部門から人材を集め、滋賀事業所全

体の生産性向上を目的としたプロダクション改革本部を立

ち上げました。サステナブル調達やインフレの影響など、モ

ノづくりをする上でさまざまなリスクが顕在化してきている

ことから「生産環境」と「サプライチェーン」における課題を

抽出し、その解決に取り組んでいます。

　まず、モノづくり改革では、この一年間で3Dデータから部

品加工プログラムを自動生成できるようにしました。また、 

設計の段階から製作や組立といった下流への淀みをなくし、

生産性を高めていくための設計改革も同時に推進してきまし

た。例えば、部品製作では、加工機や冶具・装置の設定を変

更する「段取り替え」と呼ばれる作業において、これまで7工

程の段取り替えが必要だった部品を1工程まで削減すること

ができ、生産性の向上につなげました。また、各組立工程に

供給する部品をキット生産することにも着手しています。工

程単位ごとに必要となる部品を管理することにより、在庫を

最小限に抑えることができ、必要な部品を取り揃える配膳作

業も削減できます。こうした設備や工程に合わせた設計改革

により、さらなるコストダウンを図っていきます。 

　海外では、日本と同じモノづくりをすることが目的になって

おり、近づけるための改善が最優先となっています。現地に

ある設備で製作する方法はないのか、外部委託している場合

は設備導入した場合との費用対効果が比較検討できている

のかなど、品質を守りつつ「地産地消」で最適な生産体制を

構築すべく、現地と議論しながら内製化率を高めています。

　サプライチェーン全体でのリスクマネジメントや企業価値向

上・持続的成長を目指し、パートナーに対する窓口として、

2023年度に専門部署を設置しました。人権、環境、情報セ

キュリティなど、幅広い観点でサプライチェーン上のリスクを

デジタルに把握・管理できるポータルの構築を進めています。 

すでに同ポータルによるパートナーへのアンケートを実施し

ており、結果に基づいて監査・是正を実施しています。同部署

は社内出向という人事制度を活用して各事業部門の調達従

CPO・CIOメッセージ

 デジタル技術を活用した  
 「見える化」により、 
 揺るぎない強さを持つ 
 ダイフクへ 

専務執行役員 CPO・CIO 
（Chief Production Officer and Chief Information Officer）

滋賀事業所長
プロダクション改革本部長

DX本部長

三品 康久

生産環境の課題 サプライチェーンの課題

生産スペース不足

設備老朽化 

在庫の増加 

人手不足

AI・DX・SX 
技術の進化 

グローバル展開の加速 

サステナブル調達

サプライヤー 
後継者不足

下請法 
法令遵守 

価格転嫁 

仕入れ価格の
高騰
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事者が集まり、サプライチェーンの見える化、IT化を進めると

同時に、事業横断で調達業務の効率化に取り組んでいます。 

　2024年度からは、生産や調達に係るコンプライアンスの

徹底とサステナブル調達を推進していくため、CPO直下にサ

プライチェーンマネジメント委員会を発足させました。定期

的な情報提供や啓発、パートナーとの意見交換など、事業部

門と管理部門が連携しながら、サプライチェーンの適正化・

強じん化を図ります。 

フル稼働が続くマザー工場を18年ぶりに再編し、 

需要拡大に対応 

　工場や倉庫の省人化ニーズが高まり、滋賀事業所では飛

躍的に生産量が増えています。2006年に自動倉庫を生産す

る工場を小牧事業所から滋賀事業所に集約して以来、これま

でモノづくりに追随するのが精一杯で、一時的に外部の倉庫

を利用しながら売上規模の拡大に対応してきました。長期的

な事業の成長に向けて滋賀事業所では、1）生産スペースの

拡大、2）保管配膳の業務効率向上、3）内製化率の最適化、

4）職場環境の整備、5）再生可能エネルギーの利用拡大を計

画しており、過去最大規模の再編となります（下表参照）。

デジタルツールの利活用を拡大させ、業務プロセスを改革 

　日本においては、長期間の運用で度重なる部分最適を実

施したことで、ブラックボックス化・複雑化したレガシーシス

テムがグローバルでのシステム連携において問題になってい

ます。最新のデジタル技術を活かしてシステムを最適化させ、

より効率的な業務の実現を目指します。 

CPO・CIOメッセージ

　決算などの月次でまとめる資料は、Excelで運用している

ものが多くあります。また、本来の表計算ソフトウエアとして

ではなく、データベースのようにデータの蓄積や管理のため

にExcelを利用しているものもあります。DXによるビッグデー

タなどの大容量データを扱うことも踏まえ、クラウド化など、

それぞれの業務に適切なデジタルツールを導入していきます。

　競合他社との競争が激しくなる中で、情報セキュリティの

さらなる強化が必須です。機密情報の流出は確実に未然に

防ぐ必要があり、外部からの攻撃だけではなく、内部からの

漏えいも防止できるように環境を整備します。 

　このほか、グローバルでのプロジェクト管理の高度化を図

るため、日本の経営層が採算状況などをリアルタイムで把握

できるよう、財務部門と連携してシステムを導入することを

検討しています。 

 

進化するデジタル技術を活用した企業価値向上 

　現在取り組んでいるモノづくり改革は、これまでダイフクが

行ってきたモノづくりとは大きく異なるもので、私自身とても

楽しみにしています。このようなモノづくりを日本で実証し、

ゆくゆくは海外子会社にも展開していきたいと考えています。 

　今後、社会からの当社に対する期待はますます高まると考

えています。その期待に応え続けていくためには、事業部門

だけでなくコーポレート部門も含めて、ダイフク全体が生産

性を一層向上させていかなければなりません。生産や事務

作業などのデジタル化を進め、社会問題の解決に貢献し続

ける企業を目指します。 

2024 2025 2026 2027 2028 （年）

1）  生産スペースの 
拡大

工場延床面積を1.4倍へ拡張

新工場建設（クリーンルーム事業）

新工場建設（イントラロジスティクス事業）

既存工場の改修

2）  保管配膳の 
業務効率向上

自社用自動倉庫の設置により　 →外部倉庫の利用を解消（委託費削減） 
 →保管効率を最大40%アップ 
→配膳業務の生産性を30%アップ

3）  内製化率の最適化
長年使い続けている工作機械の入れ替えにより　 →設備の老朽化を補うためのメンテナンスを解消 

→機械性能が格段にアップしており、熟練技術者の暗黙知のデータ化も可能に

4）  職場環境の整備 食堂などの厚生施設、事業所構内の通行の整備

5）  再生可能エネルギー
の利用拡大 太陽光発電システムの増設（4.4メガワット → 10.7メガワット）
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2027年度の目標達成に向けて、対象となる市場のさまざまな変化を事業成長の機会と捉えて、事業の方向性を設定しました。

顧客業種別 前中期経営計画期間 
売上高CAGR*1 市場環境（予測） 成長の期待度*3

自動車・自動車部品 0.6%
  自動車生産台数は中長期的に緩やかに増加

  グローバルでのxEV*2シフトに伴う設備投資が継続
☆☆☆☆

エレクトロニクス 14.1%
  半導体市場は高ボラティリティだが、長期トレンドでは高需要が継続

  各国での半導体生産拠点設置の需要の高まり
☆☆☆☆☆☆

商業・小売 
運輸・倉庫 7.4%

  B to C市場の成長に伴う物流のさらなる効率化

  人手不足、賃金高騰、国内の2024年問題などにより、自動化投資が加速

  環境負荷に配慮することによるサプライチェーンの変化

☆☆☆☆☆☆

空港 16.8%
  旅客数は継続的に増加の見込みで空港の数・規模ともに拡大

  人手不足からの自動化・省人化ニーズとともにセキュリティ強化が継続
☆☆☆☆

一般製造業ほか 4.9%
  海外生産から国内回帰への動きが継続

  人手不足、賃金高騰により、自動化投資が加速
☆☆☆☆☆☆

*1 2020年度の売上高を基準とした前中期経営計画期間3カ年における売上高年平均成長率 *2 BEV、HEV、PHEV、FCEVなどの総称　*3 2023年度売上高実績を基準とした2027年度までの見込み売上高CAGR　 3%以下 ☆ 
3%超7%以下 ☆☆ 
7%超 ☆☆☆

2027年に向けた市場環境と成長の期待度
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ダイフクのビジネス

 イントラロジスティクス  クリーンルーム  オートモーティブ  エアポート  オートウォッシュ  電子機器

ソリューション

物流ソリューション
www.daifuku.com/ 
jp/solution/intralogistics

半導体生産 
ライン向けシステム
www.daifuku.com/ 
jp/solution/cleanroom

Cleanroom Automation
www.daifuku.com/pro/cr/jp

自動車生産 
ライン向けシステム
www.daifuku.com/ 
jp/solution/automotive

空港向けシステム
www.daifuku.com/ 
jp/solution/airport

洗車機・関連商品
www.daifuku.com/ 
jp/solution/carwash

株式会社ダイフクプラスモア
www.daifuku-carwash.jp

コンテック導入事例
www.contec.com/
jp/case-studies

事業内容

食品・飲料、医薬品をはじめ、機械・
金属加工、電気製品、日用品など、さ
まざまな流通・製造分野でお客さまの
ニーズに対応した物流ソリューション
を提供しています。これまで培った豊
富な経験・ノウハウに加え、新たな技
術への取り組みによって、自動化・省
人化を極限まで高めています。

半導体製造の自動化に欠かせない ク
リーンルーム向けシステムを世界中の
ユーザーに納入しています。業界では
高い技術力を誇り、非接触給電や窒
素パージといったユニークな技術で半
導体の微細化ニーズに応え、最先端デ
ジタル製品の生産現場の物流合理化
に大きく貢献しています。

半世紀以上にわたり、自動車工場のプ
レス・溶接・塗装・組立、部品の保管・
供給、エンジンテストなどの工程全域
に対して自動化・省人化システムを供
給しています。地球規模で展開される
エコカーや現地志向のナショナルカー
など、グローバルに広がるモータリ
ゼーションを、最先端の物流技術・ソ
リューションで支えています。

世界の空港向けに自動手荷物チェッ
クイン機、手荷物搬送システム、デジ
タルシステム、セキュリティシステムな
ど、空港運営におけるエンドツーエン
ドの最先端ソリューションを提供して
います。世界中の空港運営において、
効率性、信頼性、サービスレベル向上
に寄与しています。

物流システムで培ったモノづくりの技
術・品質を洗車機に応用しています。
乗用車向けの連続洗車機からドライブ
スルー洗車機、門型洗車機、トラック
やバス、セミトレーラー用の大型洗車
機など、さまざまな洗車機とその関連
用品を提供しています。

子会社のコンテックを中心に、産業用
コンピュータや計測制御製品・ネット
ワーク関連製品などのIoT機器の製
造・販売、さらにソリューション事業
を展開しています。高い信頼性が求め
られるFA向け電子機器で培ったコア
技術を活かし、環境・エネルギー、医
療、鉄道などの成長分野にも広がって
います。

主な顧客業種

商業・小売
運輸・倉庫

一般 
製造業ほか

エレクトロニクス 自動車・自動車部品 空港 一般製造業ほか 一般製造業ほか

生産拠点（国・地域）

日本、米国、カナダ、中国、 
インド、韓国、台湾、タイ

日本、中国、韓国、台湾
日本、米国、カナダ、中国、 
インド、韓国、タイ

米国、カナダ、英国、マレーシア 日本、韓国 日本、米国、台湾

動画はこちら　
www.youtube.com/@DaifukuChannel
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グローバル展開 （2024年4月1日現在） 

ダイフクグループは、24の国・地域にグローバル拠点を展開しており、さまざまな分野に広がるお客さまのニーズに合わ

せたソリューションを提供しています。M&Aを含む積極的な海外展開により、海外売上高は10年前と比べ約3倍に増加し

ました。今後も売上規模の拡大と収益性の向上に向け、グループ一体で取り組んでいきます。

グループ会社数・支店数

67社（ダイフク含む）

5支店

24生産拠点（ISO認証）

納入実績

54カ国
海外売上高比率

67%

M＆Aによる事業領域拡大と 
次世代の成長をけん引する最適地生産・調達体制

従業員数従業員数

13,07113,071人人

売上高売上高

6,1146,114億円億円

2023年度実績

日本日本

4,0724,072人人

3333%%

北中米北中米

4,8394,839人人

3030%%

アジア・オセアニア アジア・オセアニア 

3,8693,869人人

3434%%

欧州欧州

291291人人

33%%

英国

カナダ

中国

米国
日本

韓国

マレーシア

インド
タイ

台湾

イントラロジスティクス

2004  株式会社キトーの一部事業を譲り受け 
（業界内初M&A）

2007  米国マテハン企業 Jervis B. Webb Company
2009  コマツユーティリティ株式会社・小松リフトILD 

株式会社の一部事業を譲り受け
2013  米国物流システム企業 Wynright Corporation
2019  インド物流システム企業 Vega Conveyors and 

Automation Private Limited

エアポート

2007  米国マテハン企業 Jervis B. Webb Company
2011  空港向けシステム企業 

 英国 Logan Teleflex（UK）Ltd. 
 フランス Logan Teleflex（France）S.A.S. 
 米国 Logan Teleflex, Inc.

2012  米国空港向けサービス企業 Elite Line Services, LLC
2014  ニュージーランド空港向けシステム企業  BCS Group Limited
2019  空港向けソフトウエア関連企業 

 オランダ Scarabee Aviation Group B.V. 
 オーストラリア Intersystems（Asia Pacific）Pty. Ltd.

オートモーティブ

2005  中国コンベヤ企業との合弁企業 
江蘇大福日新自動輸送機有限公司 
を設立（中国初の生産子会社）

2007  米国マテハン企業 
Jervis B. Webb Company

2008  大阪機設工業株式会社

オートウォッシュ

2011  株式会社YASUIの一部事業を 
譲り受け

2012  韓国最大手洗車機メーカー 
Hallim Machinery Co., Ltd.

電子機器

2012  米国電子機器メーカーDTx Inc.

クリーンルーム

1995  台湾物流システム企業  
先鋒自動化股份有限公司（海外初M&A）

2012  株式会社日立プラントテクノロジーの 
一部事業を譲り受け 
株式会社岩崎製作所（2024年吸収）

注：社名および事業内容はM&A当時のもの

生産拠点

地域別従業員数・ 地域別従業員数・ 
売上高構成比売上高構成比
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前中期経営計画の振り返り

成果

  急成長したeコマース需要を取り込んだ事業拡大

  北米における売上拡大、収益性改善

  インド現地生産の立ち上げなど、 
成長ポテンシャルのある市場における販売拠点の開設・販売力強化

  新研究棟の竣工による開発体制の強化、 
多様化する顧客ニーズに対応する製品の開発

  国内のプロジェクト管理の高度化、 
システム仮想検証の導入による生産の効率化

課題

  グローバルでの競争力向上

  現地調達・生産体制の構築

  製品・業務への先端技術の導入

取締役
常務執行役員

イントラロジスティクス事業部門長

信田 浩志

時流の変化を捉え、 
さらなる事業拡大へ

事業別戦略 

イントラロジスティクス 
2027年中期経営計画における市場環境 

機会

  人手不足・賃金上昇に伴う機械化・自動化ニーズの高まり

  DX、AIを有効に活用した効率性、柔軟性の要求拡大

  インド・ASEANでのマテリアルハンドリング（マテハン）市場拡大

リスク
  競合による競争の激化、既存・新興メーカー間の連携活発化、 
競合する機種の増加、国際化

  原材料、人件費の高騰

強み

   豊富な製品ラインアップによるトータルソリューションの提供

  コンサルティングから設計・生産・据付・保守までの一貫サポート体制

  幅広い製品を自社で手掛ける開発力と自社生産

 日本 *1　  英国　  ドイツ　  韓国　  インド*2

出典：各国労働省および統計局資料をもとにダイフク作成
注： 2019年の値を基準として各年の対比率を算出。各年、1月1日時点の最低賃金額で計算
*1 地域別最低賃金の全国加重平均値　*2 デリー政府直轄地における未熟練労働者が対象

最低賃金額の推移
（指数） 
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事業別戦略  イントラロジスティクス 

2027年中期経営計画における事業戦略 

2027年中期経営計画（以下、本中計）の目標達成に向け、イントラロジスティクス事業は、事業規模を拡大するため、完全無人化ソリューションの提供、FA（工場自動化）の新領域開拓、次世代事業へ

の挑戦を続けます。また、先端技術の活用による生産性の革新を図るとともに、海外での最適生産・最適調達を推進し、収益性の向上を目指します。

　社会情勢や市場の変化を受け、マテリアルハンドリングシステムのニーズは刻一刻と変化して

います。日本では物流2024年問題におけるトラックドライバーの労務削減のための自動化が急

務となっています。さらに、世界各国で人件費高騰に伴う省人化ニーズが高まっており、従来人

手で行われていたピッキング作業の自動化が求められ

ています。流通業界においては、将来の物量や特性な

どが時流に合わせて変化する可能性があることから、

固定設備の少ないシステムのニーズが高まっています。

これらのニーズに応えるため、自動ピッキングシステム、

コンベヤレス搬送システムなどの開発を進めています。

時流の変化に合わせた完全無人化ソリューションの提

供を通じ、さらなる事業規模の拡大を目指します。

事業領域の拡大 グローバルビジネスの収益性向上

   完全無人化ソリューションの提供

   FA分野における新領域の開拓

   マテリアルハンドリングを活用した次世代事業への挑戦

   工場拡張による生産能力の増強 
（北米・インド）

   設備投資による生産機種の拡大 
（北米・タイ・インド）

   プロジェクト進捗の見える化による 
収益性の向上

XYピッキングロボット

工場外観（インド）

　近年の人件費高騰やインド・ASEANでのマテハン市場拡大を背景に、グローバル市場にお

ける売上拡大の機運が高まっています。しかしながら、当事業の海外売上高比率は他事業と比

べて低く、事業全体の4割程度です。本中計においては、国内売上高をさらに伸ばす一方で、海

外売上高を伸ばすための取り組みを進めます。

　本中計期間に、北米・インドにおける工場増設・拡張を計画しています。生産規模を拡大する

だけでなく、現地で内製する製品ラインアップを拡充します。日本で得た知見をグローバルに展

開するための仕組みを構築します。プロジェクトの見える化など、よりリアルタイムに事業全体

の情報を共有できる体制を整え、迅速に日本から支援を行うなど、事業全体でグローバルでの

収益性向上に努めます。
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事業別戦略  イントラロジスティクス 

　グローバルでのさらなる生産性の向上も必要です。当事業では、現地でテストを行ってシステ

ムを完成させるのではなく、可能な限りエンジニアリング・設計・工場の段階で完成度を上げる

ことを目指しています。また、「止まらない、止まっても簡単に復旧できる」システムを構築する取

り組みを続けています。こういった取り組みに先端技術を取り入れることで、さらに生産効率を

高めます。例えば、実際のお客さまのレイアウトを3D化し、仮想検証することで、工場から出荷

する前にさまざまな検査を行うことが可能です。出荷前の完成度を高め、現地での調整期間を

短縮することで生産の効率化に努めます。

先端技術を活用した生産性革新 顧客からみた品質の追求

   AIを利用した業務の効率化

   3D設計による生産の自動化

   仮想検証による出荷完成度の向上

   止まらない・簡単に復旧できるシステムの提供

   先端技術を利用した設備のモニタリング

   予知予防などサービスレベル向上による安定稼働の実現

　引き渡した時点での品質だけでなく、お客さまが運用された後の品質向上を追求しています。

システム運用状況のモニタリングや予防保全サービスといった運用支援サービスにも先端技術

を取り入れます。サービスメニューの拡充とともに、予知予防などのサービスレベルを向上する

ことで納入後の安定稼働を支えます。

時流の変化を捉え、さらなる事業拡大へ

　当事業は日本の経済発展や、市場の変化の中で、それぞれの時代のお客さまのニーズに応え

ることで、日本を中心に大きく成長してきました。今後さらに成長し続けるためには、新領域へ

の挑戦や、海外での売上拡大および収益性向上が欠かせません。新たなニーズに応える製品の

開発や品質の追求を進めるとともに、グローバルでのさらなる展開を見据え、事業全体で各施

策に取り組んでいきます。仮想検証イメージ

解析PC

機器 サーバー
経路監視

HUB

予知保全システム

ネットワーク監視

機器

HUB

サーバー

解析PC

機器 サーバー
経路監視

HUB

予知保全システム

ネットワーク監視

解析PC

予知保全システムセンサユニット ネットワーク監視

経路監視
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ｰ11%

522 599

12%
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15%

670
7%

1,000

取締役
常務執行役員

クリーンルーム事業部門長
クリーンルーム事業部長

寺井 友章

変化を前向きに捉え、 
積極的に挑戦

事業別戦略 

クリーンルーム

前中期経営計画の振り返り

成果

  レガシー半導体向け、半導体製造後工程向けの新規顧客の獲得

  部品点数の削減、海外子会社への技術・生産移管、 
プロジェクト管理システムの推進により生産性が向上し、コスト改善

  海外拠点（中国・米国）にテストラインやショールームを設置し、 
お客さまが実機を見ることができる機会を創出

  AIを活用した高効率搬送システムの開発

課題

  先端技術などを活用した開発のさらなるスピードアップ

  サービス・メンテナンスビジネスの拡大

  事業拡大に対応できるグローバル人材の確保

2027年中期経営計画における市場環境 

機会

  生成AI、自動運転など、デジタル化の進展に伴う中長期的な半導体需要増

  米国、韓国、日本、インド、中国、欧州の経済安全保障政策による 
半導体の自国生産体制強化の動き

  半導体の安定供給確保のための政府の補助金支援

  積層半導体製造の後工程における自動化の需要拡大

   売上規模　  対前年比（右軸）
出典： SEMIジャパンの資料をもとにダイフク作成

リスク

  各国政府による政策の大幅転換

  半導体需要サイクルに伴う設備需要の高いボラティリティ

  原材料、人件費の高騰

  中国・韓国で新興企業の台頭

強み

   AIを使った高効率な天井搬送運航制御

  24時間・365日稼働に耐えられる高い信頼性

  ギガファブと呼ばれる工場をいくつもつなげる大規模搬送の構築が可能な技術力

  主要各国に生産拠点を構えるグローバル体制

半導体市場予測
（10億USドル） （%）
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　生成AIや自動運転向けなどによる半導体需要の急拡大を取り込んでいくため、マザー工場 

である滋賀事業所では、新工場の建設を開始しました。この新工場には、敷地内に分散してい

た機能を集約し、生産量増加に対応できるクリーンルームも拡張させます。また、着手できてい

なかったエンジニアリングや設計の自動化も強く推進していきます。まだデジタル化できていな

い業務も残っていますが、本中計期間中に標準品の設計から部品手配までを自動で可能にした

いと考えています。生産性や業務効率を高め、リードタイムの短縮につなげ、競争優位性を確立

していきます。

事業別戦略  クリーンルーム 

2027年中期経営計画における事業戦略 

2027年中期経営計画（以下、本中計）目標の達成に向け、クリーンルーム事業では、先端技術を取り入れたシステム開発を行い、市場の拡大や新領域へ挑戦し、半導体工場のさらなる生産効率の向

上を実現するため、絶えず進化することを目指します。

　半導体工場は電力消費が非常に大きく、当事業のお客さまも半導体工場運用における電力

削減を喫緊の課題とされています。AIを活用した高効率搬送ソフトウエアは機械学習した走行

実績から予測データを算出し、天井搬送ラインを走行するビークルを効率的に制御するもので、

電力を多く消費する急発進・急停車をなくすことができ、省エネにつながります。このような先

端技術を活用した機器開発でシステムの付加価値を高め、サステナビリティに貢献していきます。

　当事業は、納入資産を多く抱えていますが、サービス売上高につなげられていません。お客さ

まに納入したシステムは24時間・365日稼働しているため、お客さまの負荷が低いときにメンテ

ナンスの要望をいただくのですが、タイミングよく対応できる人員がおらず、そのための人材を

確保することも難しくなっています。ビークルと呼ばれる搬送台車の車輪交換やバッテリー交換

など、ロボットを活用したメンテナンスの自動化に取り組み、受注拡大を目指しています。パー

ツ交換、オーバーホールなどのサービスメニューの拡充や、AIを活用した予防保全システムの導

入によるコンディショニングの提案にも力を入れ、収益の源泉にしていきます。

顧客の価値創造 ビジネスの収益性向上

   静的診断・動的診断を行い、メンテナンスの最適化を実現

   省エネ制御・運行制御を行い、消費電力を削減

   生産性を高度化・見える化し、さらなる収益性の改善

   日本、台湾、韓国、中国の4拠点をグローバル生産に最適活用

   滋賀事業所において新棟建設を行い、生産能力を強化

工場棟完成予想図（滋賀事業所）
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既存領域の深化、新領域・次世代事業への挑戦 　半導体産業の育成に国を挙げて力を入れているインドや、これまで進出できていなかった欧

州で展示会に出展し、現地でダイフクブランドの浸透を図り、市場を開拓していきます。

　当社には、工場や物流センターの自動化に欠かせない無人搬送車（AGV）や自律走行搬送ロ

ボットに装着されているバッテリーにワイヤレスで自動に充電するシステム「D-PAD」がありま

す。ワイヤレス給電は、クリーンルーム向けシステムに必要不可欠な技術で、この技術に精通す

る当事業でD-PADの開発を担いました。プラ

グなどを用いた接触式の充電システムはスパー

クの発生リスクが高いため、屋外利用は難しい

ですが、D-PADは完全密封化で防水・防じん

に優れ、こうした問題を解決できます。ドローン

などに搭載できるような、より小型・軽量化に

取り組み、新たな領域へ進出していきたいと考

えています。

事業別戦略  クリーンルーム 

AGVに装着したD-PAD

後工程向け搬送システム

　変化を前向きに捉え、積極的に挑戦

　半導体市場はボラティリティが大きく、近年は急激に変動しています。市場が落ち込んだとき、

営業活動が消極的になったり、開発スピードを緩めたりすると、再び市場が活発になったとき

に、市場の変化に対応しきれない恐れがあります。そのため、短期的な市場変化に左右される

のではなく、長期ビジョンでのありたい姿を見据え、この急激な変化と向き合う柔軟性を磨きな

がら、積極的に挑戦する事業を目指します。

   新興国市場への参入

   非接触給電技術で社会課題解決に貢献

   複雑化する後工程半導体パッケージング技術に必要な最適搬送システムの提供

   AIなどの先端技術を取り入れ、天井搬送台車の能力を最大限に発揮できる、 
高効率、高能力なソフトウエアの開発
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常務執行役員 
オートモーティブ・エアポート事業部門副事業部門長

オートモーティブ事業部長

西村 章彦

ニーズに沿った提案・サービスを提供し、 
事業拡大を目指す

事業別戦略 

オートモーティブ 

前中期経営計画の振り返り

成果

  プロジェクト推進室を新設し、 
大型案件のプロジェクトマネジメント体制を強化

  部品の共通化、製品の標準化や規格化を実施

  各生産拠点との情報交換の活発化により負荷の平準化、操業度の調整を図り、
収益を確保

  エンジニアリング提案により事業領域を拡大

課題

  プロジェクトマネージャー人材の育成、グローバルスタッフの確保

  海外でのサービスビジネスの拡大

  システム全体の標準化・規格化

  転換するニーズへの対応

2027年中期経営計画における市場環境 

機会

  インドやASEANなどでの経済成長や人口増加

  xEV（BEV、HEV、PHEV、FCEV*など電動車の総称）の需要拡大

  車載半導体の供給制約の緩和

*  BEV：（バッテリ式）電気自動車 PHEV：プラグインハイブリッド自動車 
HEV：ハイブリッド自動車 FCEV：燃料電池自動車

世界乗用車販売に占める各パワートレインの構成比予測
（%） 

  ガソリン／ディーゼル車　  12VマイルドHEV　  48VマイルドHEV　  HEV　
 PHEV　  BEV　  レンジエクステンダー EV　  FCEV

出典：  Global Dataの販売台数予測データよりMarkLines作成 
2024年6月時点の予測データ（半年ごとに更新）

リスク

  システム構成が電気自動車（EV）に特化した場合のシステム全体の規模縮小

  システムの簡素化による新興設備メーカーの参入障壁の低下

  地政学的な市場環境の変化

強み

   各国に拠点を構える顧客密着型のビジネス体制

  豊富な納入実績をベースに築き上げられた高い信頼性

  自動車生産ライン向けだけでなく、 
自動化が必須な構内物流領域もカバーできる製品ラインアップ

（年）
0
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100

2025 20302019 2036
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事業別戦略  オートモーティブ 

2027年中期経営計画における事業戦略 

オートモーティブ事業では、持続可能なモビリティ社会の実現に向け、次世代自動化システムを提供していきます。グローバルで変容が著しいモビリティ市場において、さまざまなニーズに適応する

自動化システムを提供することで、新たな価値を創生し、2027年中期経営計画目標の達成を目指します。

グローバルでのさらなる受注拡大

成長分野へ経営資源の積極投入

   北米 …………………………………………………………… xEV工場の受注拡大

   ASEAN ……………………………………………………… サービスビジネスの拡充

   中国・韓国 …………………………………………………… 受注量と収益性の安定化

   インド ………………………………………………………… 新設工場の受注拡大

　脱炭素社会の実現に向け、欧米、中国系自動車メーカーを中心に「脱ガソリン車・ディーゼル

車」を掲げて、BEVにシフトする動きが年々加速しています。一方、冬場や寒冷地でクローズアッ

プされたBEVの航続距離や充電時間、価格面への課題から、HEVがトレンドに上がり、現在の

モビリティ市場はめまぐるしく変容しています。ただ、長期トレンドではBEVへの転換は必須で

あると考えており、足元のHEVに対応する生産ラインの改造・リニューアル需要を取り込みつつ、

次世代自動車へ転換させていくニーズに対応していきます。

　日系自動車メーカーにおいては、EV投入を見据えた既存ラインの改造プロジェクトが本格的

にスタートしました。現時点では、ガソリン車とHEVの混流生産が中心ですが、既存の自動車生

産ラインの車両重量アップへの対応や生産工程の再構築が求められることから、受注拡大が期

待できます。

　人口世界一、GDP世界5位と経済成長を続けるインドでは、個人所得の向上を背景に国内の

自動車販売台数が拡大しており、市場の成長を取り込むため、各国の自動車メーカーが新工場

の建設を発表しています。当事業では、成長ドライバーの一つとして確立していくため、インド向

けの専門部署を立ち上げ、M&Aも視野に入れたローカルパートナーの開拓や将来的にサービ

ス需要の拡大を狙った事業戦略を検討していきます。

サービス活動の強化 

→収益性改善

インドプロジェクトチームで専属対応 

→収益性確保

プロジェクト管理強化 

→収益性向上

北米北米

インドインド

ASEANASEAN

日本日本
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事業別戦略  オートモーティブ 

　日本では、少子高齢化に伴う人口の減少により、2030年には労働力人口不足に直面する可

能性が高まっています。そのため、他の製造業だけでなく自動車工場においても、生産ラインの

自動化・省人化が不可欠になってきました。潜在的ニーズを確実に捉え、柔軟性のある無人搬

送車を含めた豊富な製品を活かし、協働ロボットを組み込んだ次世代の組立ライン向けなど、

新しいシステムを積極的に提供していきます。

　組立工場で多くの作業者が従事する構内物流領域においては、当社の豊富なマテリアルハン

ドリング製品を組み合わせることで新たなソリューションをお客さまに提供できます。また、イン

トラロジスティクス事業と連携して部品の保管・搬送システムを拡大するなど、新たな提供価値

を創出します。

既存事業の進化・新領域への挑戦

   次世代のクルマづくりに合わせた搬送設備・自動化設備の構築

   構内物流・部品搬送設備の領域拡大

   多様なモビリティを利用した搬送の実現や環境事業などへの挑戦

　当事業では、日本の自動車部品業界で使用

されることが多いウイングボディトラック専用

の装置で、トラックの側面から自動で荷物を積

み降ろしするシステム「TRTS（トータス）」を開

発し販売しています。TRTSはフォークリフト作

業を不要にするとともに、積み降ろし時間を大

幅に短縮することで、積み降ろしステーション

でのトラック待機時間を短縮します。このよう

なトラック積み降ろしの自動化は他に類を見ないもので、人手不足などの社会課題を解消する

ソリューションとして、より多くのお客さまに導入していただけるよう研究開発を続けています。

ニーズに沿った提案・サービスを提供し、事業拡大を目指す

　自動車生産ライン向けシステムにおいては、長年にわたり、納入後も定期点検や改造工事な

どを通じて、データの集約や分析を行い、お客さまニーズをもとに付加価値の高いサービスを 

提供してきました。お客さま満足度の向上を図り、お客さまとの信頼関係を構築してきたからこ

そ、潜在する本当のニーズや課題を把握することができます。今後、インドのシェアを拡大させ

ていくためにも、まずは関係強化の余地があるASEAN現地のお客さまとの関係を強化していき、

さらにノウハウを蓄積していきます。お客さまへの提供価値と当事業の価値向上につながるソ

リューションを提供し、事業領域を拡大していきます。

７  二階搬送部品供給システム

3  小物ピッキング／キッティング

6  上空搬送部品供給システム

1  ドライブスルー型 
トラックステーション「TRTS」

2  デパレタイズ
4  パレタイズ

5  フロア配膳システム TRTS

構内物流フロー
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常務執行役員
オートモーティブ・エアポート事業部門長

エアポート事業部長

上本 貴也

グループ各社の強みを活かし、
グローバルでの成長を目指す

事業別戦略 

エアポート 

前中期経営計画の振り返り

成果

  米国新工場の稼働など、グローバルでの内製化推進

  製品の標準化推進による生産効率の向上

  出荷前検査と立ち会いの義務化による製品完成度の向上

  海外子会社マネジメント体制の見直し

課題

   プロジェクト管理体制の強化

  グローバルでの事業基盤の再構築

  サービス事業の拡大

2027年中期経営計画における市場環境 

機会

  航空旅客数の継続的な増加に伴う空港数・規模の拡大

  北米・アジアを中心とした更新期を迎える空港の更新・効率化需要

  人手不足による自動化・省人化ニーズの高まり

  セキュリティ強化の要求拡大

世界の航空旅客数長期予測
（百万人） 

出典： 国際航空運送協会（IATA）、2022年現在

リスク
  長期プロジェクトにおける工期遅延、原材料・人件費の高騰

  世界情勢の急激な変化に伴う移動制限

強み

   空港全体をカバーできるトータルソリューションの提供

  豊富な製品ラインアップ

  デジタル製品の自社開発

  北米市場における販売・生産基盤
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事業別戦略  エアポート 

2027年中期経営計画における事業戦略 

2027年中期経営計画（以下、本中計）の目標達成に向け、エアポート事業は引き続き北米での事業を拡大するとともに、同じく需要拡大が見込まれるアジア・欧州地域での事業基盤確立に取り組み

ます。また、搬送における新技術投入に加え、空港施設におけるデジタル分野での需要開拓に取り組みます。

　世界の航空旅客者数は、2024年に入り、新型コロナウイルス感染症拡大前（2019年）の水準

に回復し、今後もさらなる増加が見込まれています。同時に、北米・アジアを中心とした更新期

を迎える空港の更新・効率化需要や、人手不足に対応した空港運営のスマート化、セキュリティ

強化といったニーズが高まっています。これらの需要を取り込むことで、さらなる事業拡大を実

現できると考えています。 

　当事業の柱となる北米地域では更新・拡張案件の需要を確実に捉え、事業拡大の基盤を築い

ていきます。さらに、本中計期間では、次の成長のための布石として販売地域の拡大に取り組み

ます。英国とオランダに拠点を置くDaifuku Logan社とScarabee Aviation社を軸とした欧州に

加え、航空旅客数の大きな増加が見込まれるアジアにおいても、グループ各社の連携を強化し、

販売を拡大します。日本においても、政府支援による空港の拡張・能力増強案件の増加が見込ま

れています。市場の動向を的確に捕捉し、案件の獲得を目指します。 

　生産能力の増強と収益性改善の両立を図るため、工場における生産性向上やコストダウンの

取り組みを着実に進めていきます。前中期経営計画期間では、北米新工場の稼働に合わせ、工

程間搬送に自社AGV（無人搬送車）を導入するなど、生産性向上の取り組みを進めてきました。

本中計期間では、これらの取り組みをさらに加速させるべく、老朽化した設備の更新や内製化

率向上のための設備の導入を積極的に行います。また、設計の標準化を進め、集中購買を展開

することで、グローバルで最適な生産・調達体制を構築していきます。

グローバルでの収益性改善

   北米（2カ所）、英国、マレーシアの生産拠点強化

   各工場における生産品目の集約とさらなるコストダウン推進

   世界レベルでの設計標準化と集中購買推進

Hull工場（英国）Hull工場（英国）

Nilai工場（マレーシア）Nilai工場（マレーシア）

Boyne工場（米国）Boyne工場（米国）

Louisville工場（米国）Louisville工場（米国）
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　空港は経済・社会生活に欠かせないインフラであり、止まらないシステム、また万が一トラブ

ルが発生した場合でも、迅速に復旧できるシステムであることが非常に重要です。当社グループ

は現在、世界50以上の空港で保守・メンテナンスサービスを提供しています。今後のさらなる

拡大を見込み、一定以上の需要が見込める地域へのサービス拠点の設置も視野に入れ、保守・

メンテナンスを通じて、納入後の安定稼働をサポートする体制を強化していきます。

　グループ各社の強みを活かし、グローバルでの成長を目指す

　市場の投資意欲が高まりを見せる中、本中計目標を達成するためには、売上規模の拡大に並

行して、着実に利益を出せる体制を整えることが必要不可欠です。当事業はM&Aでグループ入

りした企業を軸に展開しているため、各社で異なる得意機種や強みを持っています。

　一方で、当事業が手掛ける空港関連の案件は工期が長期間にわたるため、徹底したプロジェ

クト管理が必要ですが、2023年度は過去に受注した一部の案件で原材料や人件費などの急激

な高騰を想定した対応ができていなかったことから、損失を計上する結果となりました。再発防

止はもとより、成長機会を確実に利益に結び付けるため、グループガバナンスおよびプロジェク

ト管理を強化していきます。

　それぞれの強みを活かし、相乗効果を高めながら、地域ごとのニーズを見極めた特定機種を

販売することで、売上規模の拡大と同時に収益性の改善を目指します。

　より付加価値の高い提案を進めるため、デジタル分野での開発・販売力の強化に取り組みま

す。当事業が手掛ける空港業務管理やフライト情報管理、ビッグデータ分析など、空港運営に関

わる幅広いさまざまな機能を備えたAOSや、3Dでビジュアル化に対応したSym3といったソフ

トウエア製品の拡販を進めるとともに、さらなる開発による製品ラインアップの拡充により、空

港全体に必要な製品・ソリューションをワンストップで提供できる体制を目指します。また、顔

認証でチェックインできる生体認証機能付きの自動手荷物預け機など、スマート化・セキュリ

ティ強化のニーズに対応した製品や、国・地域・市場によって異なるお客さまの要求レベルを踏

まえ、機能と価格のバランスを考慮した製品開発も進めていきます。

事業別戦略  エアポート 

デジタル分野における開発と販売強化

   空港運用マネジメントシステム（AOS）のさらなる開発と拡販

   3Dでビジュアル化したハイレベルコントロールシステム（Sym3）の拡販

   セキュリティレーンの品揃えを充実させ、北米・欧州・アジア地域に拡販

   自動手荷物預け機の生体認証機能充実とシリーズ化による拡販

Sym3 セキュリティレーン 自動手荷物預け機

顧客への付加価値の提供

   各国のインフラとしてさらなる能力増強、老朽化対策を実施

   止まらない、迅速に復旧できるシステムを提案

   保守・メンテナンス業務提供によりシステムの安定稼働を継続

   人員不足に対応した省人化システムの開発と供給
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執行役員
オートウォッシュ事業部門長
オートウォッシュ事業部長

オートウォッシュ事業部生産本部長
株式会社ダイフクプラスモア 代表取締役社長

田中 崇文

培った技術力を活かし、 
変化する市場に挑戦

事業別戦略 

オートウォッシュ 

前中期経営計画の振り返り

成果

  韓国市場での製品ラインアップ拡充（セルフサービス式4機種を発売）による 
グローバル事業の拡大

  洗車機のパッケージモデルを販売開始

  洗車機スマートサポートの開発・販売開始

  調達システムの見直しによる生産体制の強化

課題

   新規領域の創出

  圧倒的な差異化技術の開発

 デジタル技術を活用したサービスビジネスの拡充

2027年中期経営計画における市場環境 

機会

  セルフサービス式サービスステーション（SS）、コイン洗車場の増加

  トラックドライバー、カーディーラーの労務改善に伴う洗車機の需要増

  カーシェア、レンタカー店舗の増加

世界の自動洗車機市場規模予測
（100万USドル） 

出典：Business Research Insights

リスク

  フルサービス式SSの減少

  市場環境の変化

  原材料費、人件費の高騰

強み

   市場の変化を捉えた幅広い洗車機ラインアップ

  節水・静音など環境配慮型製品の創出

  物流システムで培ったモノづくり技術
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事業別戦略  オートウォッシュ 

2027年中期経営計画における事業戦略 

2027年中期経営計画（以下、本中計）の目標達成に向け、オートウォッシュ事業は既存事業を強化し、新領域へ進出することにより洗浄事業の拡大を目指します。

　既存事業の強化として、現状の洗車事業を深掘りし、他社との差異化製品を提供します。これ

からの市場ではフルサービス式SSの減少に伴い、セルフサービス式SSや無人洗車場の増加が

見込まれています。そのため、無人で安全に運用できる洗車機の開発が必要不可欠です。AIなど

の先端技術を活用し、誰もが安全に安心して利用できるユニバーサルデザイン製品を開発しま

す。また、万が一のトラブルにおいても無人で安全に復旧できるよう開発を進めていきます。

　事業を拡大するためには新領域の開拓も必要です。その先

駆けとして、2024年5月にゴミ収集車の内部洗浄装置「シャ

ワーホッパー」を発表しました。従来、ゴミ収集車両の内部は

手洗いで洗浄しており、作業中にごみや汚水が掛かるといっ

た衛生面に加えて、安全面での課題がありました。また、近年

の人手不足や働き方改革などを背景に自動化ニーズが高まっ

ていたことから、投入口やホッパー*裏などの洗浄を自動化し

労力軽減や洗浄力向上、水使用量の削減などを実現しまし

た。手洗いと比較して、使用水量は約20%削減、洗浄時間は

約30%の短縮が可能です。ダイフクの洗車技術を活かした国

内初の機械洗浄装置を通じて、省人化を実現し、社会課題の

解決に貢献します。

* ホッパー：ゴミ収集車後部の積み込み装置

既存事業の進化・新領域への挑戦 ビジネスの収益性向上

   誰もが安全に安心して利用できるAI洗車機の開発

   洗浄技術活用による新領域への挑戦

   製品オプションのパッケージ販売とリニューアル提案による営業力強化

   機械構造部品の共通化

   状態監視システムを活用した 
サービス事業の拡大

　ビジネスの収益性向上に向け、主に消耗品の交換を行っていたサービスビジネスについても、今

後は内装・外装・新パーツへのリニューアルを積極的に提案し、売上拡大を狙います。また、2024

年1月には洗車機の状態監視システム「洗車機スマートサポート」の機能を拡充し、稼働状態や異

常ログから故障内容を遠隔で確認し、保守修理の早期提案などを行えるようにしました。これから

も、お客さまに安心して製品をお使いいただけるよう、サポート体制を充実させていきます。

培った技術力を活かし、変化する市場に挑戦

　当社の洗車機生産は、本中計の最終年度となる2027年に50周年を迎えます。市場が大きく

変化する中で、50年にわたり培った洗車技術を活かし、持続可能な社会に向けて水の使用量や

消費電力をより抑えた環境に優しい製品など、お客さまのさまざまなニーズに対応した製品・

サービスを提供し続けます。

1
遠隔操作／

インターホン通話

2
遠隔による
動画提供

3
最新プログラムの 
遠隔ダウンロード

5
洗車実績の
自動送信

6
メンテナンス時期
のお知らせ

4
状態監視

洗車機スマートサポート

シャワーホッパー

シャワーホッパーで
投入口を洗浄する様子

ダイフクの価値創造 経営基盤の強化 データセクションダイフクレポート2024 成長戦略 54



執行役員
電子機器事業部門長

株式会社コンテック 代表取締役社長

西山 和良

グローバル体制を強化し、 
事業を拡大させる

事業別戦略 

電子機器 

前中期経営計画の振り返り

成果

  医療系検査市場で安定的にシェアを獲得

  AIを活用した特許技術搭載の調剤監査システムを新開発

  グローバルで部品を共通化したことにより内製化率を向上

  日本、米国、台湾の開発情報を共有化し、開発効率を改善

課題

  さらなる成長に向けた複数領域への事業展開

  製品開発のスピードアップ

  サプライチェーンを含む生産体制の強化

2027年中期経営計画における市場環境 

機会

  モビリティの電動化に伴う自動車部品製造の変化と検査需要の増加

  生成AI用チップ、次世代通信ICの設備投資の増加

  人手不足解消に向けたデジタル投資の加速

  医療系検査市場および医療機器関連市場の拡大

ソリューション事例

半導体製造装置 臨床検査装置 

リスク
  地政学リスクの高まり

  中国経済の停滞

 製造業における在庫調整や生産調整の長期化、世界的な半導体不足の再来

強み

   PC、電子、制御、情報、通信、システムインテグレーション分野における総合技術力

  ソリューション提案力、アフターサービス力

  日本、米国、中国、台湾、シンガポールなどにおいて、 
販売・開発・生産・調達・サービスを行うグローバル体制
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事業別戦略  電子機器 

　当事業は、日本と台湾に開発・生産拠点を構えていますが、重複している役割や機能がありま

す。それぞれの地域で得意とする役割を明確にし、最適化へ弾みをつけていきます。同時に、内

製化率を高めていき、収益力を強化していきます。

　主力製品の一つでもあるIoT・計測制御機器においては、これまで培ってきた「計測」に関わる

技術を磨いていきます。計測制御技術をもって、すでに良好な関係を構築してきたお客さまに向

けて製品を展開し、計測器市場のシェアも獲得していきたいと考えています。

グローバル体制を強化し、事業を拡大させる

　電子機器の市場環境は、AI技術の進歩、人手不足、DXの推進などをキーワードにコンピュー

タの需要が高まり、ますます広がりを見せています。成長市場のシェアを獲得できるよう、製品

開発の領域を広げ、販売網をより強固にします。同時に、競争力も高めなければなりません。生

産効率を高めることに注力し、コストダウンを積極的に進め、事業価値を高めていきます。

2027年中期経営計画における事業戦略 

電子機器事業は事業規模拡大に向けて、日本、北米、アジアを中心に新領域で事業展開を行い、グローバルでの成長を目指します。

　当事業が注力してきた産業用コンピュータの周辺市場には、今後も拡大が見込まれる領域が

多くあります。工場設備や生産設備、身近にある家庭用電化製品などの機械・装置をコントロー

ルするPLC （Programmable Logic Controller）、複雑な計算やデータ処理を高速で行う機能

やシステムのHPC （High Performance Computing）、端末そのものにAIを搭載し、ネットワー

クに接続困難な場所や状況にあっても、常にAIを至近距離で活用することができるエッジAI 

など、産業用コンピュータで培ってきた技術力を活かし、製品開発・販売を強力に進め事業を 

拡大します。

　今後注力していく米国では、すでに医

療機器関連の領域においてシェアを獲

得していますが、産業用コンピュータな

どの日本での主力製品を展開できてい

なかったため、米国市場向けに開発・販

売を加速させ、成長ドライバーへと確立

していきます。

グローバル市場での成長 ビジネスの収益性向上

   新領域の開拓に向けた製品開発と販売の強化

   サービス事業およびAI技術を活用した新規事業への挑戦

   成長市場であるインドへの参入

   日本、台湾の生産および開発拠点の役割と機能の最適化

   原価構造の可視化による管理強化と内製化の推進

   製品の高付加価値化と価格競争力の強化

手荷物検査機 
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サステナビリティ経営

基本的な考え方

　「ダイフクグループサステナビリティ基本方針」に則り、経済価値と社会価値の両立を重視し

た経営の実践により、持続可能な社会の実現に貢献するとともに、長期的な企業価値の創造を

目指します。

サステナビリティ推進体制

　当社はサステナビリティ課題についての重要事項を取締役会へ報告、上程するサステナビリ

ティ経営委員会*を設置しています。当委員会では、中長期的な企業価値の向上に重きを置いた

経営戦略上の重要な議論や、計画の進捗・成果の確認などを行います。さらにその傘下にある

サステナビリティ推進委員会（旧サステナビリティ委員会）および各分科会は、サステナビリティ

経営委員会と連携し、経営戦略に基づいた実務レベルのより具体的な施策を検討・実行する役

割を担っています。重要なサステナビリティ関連のリスクおよび機会については、サステナビリ

ティ経営委員会、サステナビリティ推進委員会のほか、リスクマネジメント委員会も連携した上

で、適切な対応策を講じてモニタリングしています。 
 
*  2024年度よりサステナビリティに関する委員会の体制を見直し、「サステナビリティ経営委員会」を新設しました。従来のサステナ
ビリティ委員会の役割は、サステナビリティ経営委員会の傘下で「サステナビリティ推進委員会」が担います。2024年度はサステ
ナビリティ推進委員会の傘下に「環境経営分科会」「人権・サプライチェーン分科会」「人的資本経営分科会」を置き、テーマごとに
取り組みの具体化を図っています。

各組織の役割

会議体 メンバー 役割

取締役会
議長：代表取締役社長
取締役（社内5名、社外5名）

  経営方針・経営計画やコーポレートガバナンス体制の 
決定など、経営上の重要事項の決定と監督機能を担う

サステナビリティ 
経営委員会

委員長：代表取締役社長
コーポレート部門長、 
事業部門長、 
グループチーフオフィサーほか

  中長期にわたる企業の価値創造に重きを置いた経営戦略
上の重要な議論、計画の進捗・成果の確認などを行い、 
経営の高度化促進を図る

サステナビリティ 
推進委員会

委員長：代表取締役社長
コーポレート部門長、 
事業部門長、 
グループチーフオフィサーほか

  サステナビリティ経営委員会の下部組織として、経営戦略
に基づき、実務レベルで環境・社会・ガバナンスに関する
グループ横断の取り組みを推進する

Global  
Sustainability 
Meeting

リーダー：コーポレート部門長
海外子会社、 
サステナビリティ経営委員会
メンバーほか

  サステナビリティ経営をグループ一体で推進するにあたり、
ESG課題に関する海外子会社への情報共有と議論を行う

リスクマネジメント 
委員会

委員長：代表取締役社長
コーポレート部門長、 
事業部門長、 
グループチーフオフィサーほか

  企業活動に大きく影響を与える重要なリスクに対して、 
全社的なリスクマネジメントを行う
  定期的にリスクアセスメントを行い、重要なリスクを特定・
評価し、対応策の立案や方針・規程・体制などの整備およ
び充実を図る

2023年度 サステナビリティ委員会の活動実績（4回開催） 

  サステナビリティアクションプラン進捗報告 

  サステナビリティ基本方針の策定 

  社外からのESG評価 

  「ダイフク環境ビジョン2050」の改定 

  カーボンニュートラルの実現に向けた取り組み 

  人権デュー・ディリジェンスの取り組み 

  サステナブル調達ガイドラインの策定　など 

詳細はこちら　サステナビリティ経営
www.daifuku.com/jp/sustainability/management/policy

サステナビリティ経営委員会
委員長：代表取締役社長 

副委員長：コーポレート部門長

 リスクマネジメント委員会
委員長：代表取締役社長 

副委員長：コーポレート部門長

環境経営分科会

人権・サプライチェーン分科会

人的資本経営分科会

代表取締役社長

取締役会 （議長：代表取締役社長）

連携

監督 報告報告 監督

Global Sustainability Meeting

サステナビリティ推進委員会
（旧サステナビリティ委員会）
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環境に対する取り組み

マテリアルハンドリングシステムが環境負荷ゼロで動く世界を実現します。

重要テーマ

気
候
変
動

資源循環の促進

目指す姿

循環型社会の実現

気
候
変
動

気候変動への対応

目指す姿

サプライチェーン全体で 
CO2排出 ゼロ

気
候
変
動

自然との共生

目指す姿

自然資本に与える
負の影響 ゼロ

世界が取り組むべき 
重要テーマ

気候変動 自然資本*

ダイフクグループが取り組む 
重点領域

世界が取り組むべき 
重要テーマ

*  自然資本は、人 に々便益をもたらす
自然由来の資源（植物、動物、大
気、水、土壌、鉱物など）を指し、企
業や社会には、これらの資源を持
続可能な形で使うことが求められ
ています。気候変動が自然資本を
毀損している一方で、自然資本の
持続可能性を向上させることが、
温暖化ガスの吸収や気候変動によ
る自然災害の軽減などにつながり
ます。

ダイフク環境ビジョン2050

　当社グループは企業としての責任を果たすとともに、私たちが創造したい未来の社会に向けてより具体的に行動していく必要が

あると考え、2021年に「ダイフク環境ビジョン2050」を策定しました。2023年5月には、より高い水準で社会の要請に応えていく

ため、重点領域の拡充と2030年の環境目標の引き上げを行いました。刻 と々変化する社会動向や事業環境に対応できるよう、今

後も目標を定期的に見直し、必要に応じて再設定します。

3つの重点領域

気候変動への対応
目指す姿

サプライチェーン全体でCO2排出 ゼロ

脱炭素社会の実現に貢献する製品・サービスの開発・提供、

グループ拠点およびサプライヤーにおけるエネルギーの効率

的な利用、再生可能エネルギーの導入などにより、事業活動

に伴うCO2排出量をサプライチェーン全体でゼロにします。

資源循環の促進
目指す姿

循環型社会の実現

水をはじめとする資源の持続可能な利用と使用量削減に努

めます。また、製品の長寿命化や生産拠点から排出される廃

棄物量の最少化、使用済み製品・部品のリサイクル拡大など

により循環型社会の形成に貢献します。

自然との共生
目指す姿

自然資本に与える負の影響 ゼロ

事業活動が地球環境に与える影響を把握した上で、生態系

サービスの持続可能な利用と生物多様性の保全に努めます。 

大気・水・土壌など自然資本への負の影響の最小化を図り、

ステークホルダーとともに自然との共生を実践します。
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環境に対する取り組み

重点領域 KPI（実績評価指標） 2030年度目標 2024年度目標

気候変動への 
対応

自社CO2排出量 
（スコープ1＋2） 

60%削減 
（2018年度比） 

51%削減 
（2018年度比）

再生可能エネルギー由来の 
電力比率 

80%
日本は2027年に 
100%達成見込 

60%

購入した製品・サービスに伴う 
CO2排出量 
（スコープ3 カテゴリ1） 

30%削減*1 

（2018年度比） 

サプライチェーン 
CO2削減プログラムの 
拡大・浸透

販売した製品の使用に伴う 
CO2排出量 
（スコープ3 カテゴリ11） 

製品・システムの 
省エネ性能向上

資源循環の 
促進

廃棄物の埋立率 1%未満 
国内：1%未満
海外：5%未満

水使用量売上高原単位*2 60%削減*3 
（2018年度比） 

40%削減 
（2018年度比）

自然との共生

主要拠点*4における 
生物多様性保全活動実施率 

100% 10%

サステナビリティアクションの 
グローバル展開 

プログラムの拡充・啓発 プログラムの拡充・啓発

*1 スコープ3のカテゴリ1およびカテゴリ11を合わせた目標 
*2 水使用量（千m3）÷売上高（億円）
*3 当初目標を前倒しで達成したため、上方修正しました（2024年8月） 
*4 従業員数100人以上の拠点 

詳細はこちら　環境経営 
www.daifuku.com/jp/sustainability/environment/management

2030年目標のさらなる見直し 

　2024年5月、「ダイフク環境ビジョン2050」の重点領域の一つである「気候変動への対応」に

ついて、2030年のスコープ1・スコープ2の削減目標（2018年度比）を50.4%から60%へと上方

修正するとともに、再生可能エネルギー由来の電力比率の目標を新設しました。「自然との共生」

についても、サステナビリティアクション*を通じてグループ全体でより効果的な意識醸成を図っ

ていくことを重視し、人数の目標を定性目標へと見直しました。さらに、同年8月には、「資源循

環の促進」について、水使用量売上高原単位の削減目標（2018年度比）を30%から60%へと上

方修正しました。

*  サステナビリティに関する啓発・教育のための当社独自の社員参加型プログラム 
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気候変動への対応

　ダイフクグループは、国際的な枠組みである「パリ協定」や「地球温暖化対策の推進に関する法

律（温対法）」「エネルギーの使用の合理化等に関する法律（省エネ法）」などの気候変動に関する

法規制を支持し、脱炭素社会やSDGsの実現に向けた環境経営を推進しています。エネルギー使

用量の削減やモノづくりを通じた環境貢献に積極的に取り組み、エネルギー使用量、CO2排出量

などを定期的に行政に報告しています。

　「ダイフク環境ビジョン2050」（2023年5月に改定）では、「気候変動への対応」を重点領域の 

一つとして設定し、製品・サービスを通じたCO2排出量の削減やサプライチェーン全体でのCO2

排出量の削減、再生可能エネルギーの導入などに取り組んでいます。

　2023年度は、CO2排出量の削減目標に関して省エネルギーの取り組みや再生可能エネルギー

の導入が進んだことから、目標をすべて達成しました。

KPI（実績評価指標） スコープ 2023年度目標 2023年度実績

自社CO2排出量 
（スコープ1＋2）

グローバル

21.0%削減（2018年度比） 48.0%削減（2018年度比）

購入した製品・ 
サービスに伴う 
CO2排出量 
（スコープ3 カテゴリ1）

サプライチェーンCO2 
削減プログラム運用開始

サプライヤーに対して、当社ビ
ジョンおよび脱炭素に関する 
説明動画の配信、排出量や脱炭
素に取り組む上での課題などの
アンケート調査を実施

販売した製品の 
使用に伴う 
CO2排出量 
（スコープ3 カテゴリ11）

12.5%削減（2018年度比） 29.6%削減（2018年度比）

再生可能エネルギー導入への取り組み
　当社では、主に国内外生産拠点における再生可能エネルギー（以下、再エネ）の導入に取り組ん

でいます。2022年11月より滋賀事業所で使用する電力をすべて再エネ由来へと切り替えました。

2023年度に中国（蘇州）、韓国、タイ、台湾に太陽光発電システムを設置し、2024年以降には 

米国、インド、インドネシアにおいても設置を計画しており、引き続き再エネの導入を拡大していき

ます。2023年度末時点の総電力使用量に対する再エネ由来の電力比率は54.0%となり、2022

年度末の29.1%から大きく上昇しました。

環境に対する取り組み

再エネ調達状況および予定

2023年度

 台灣大福高科技設備股份有限公司の台南本社で太陽光発電システム導入

 Clean Factomation, Inc.の牙山工場で太陽光発電システム導入

 大福自動搬送設備（蘇州）有限公司の本社で太陽光発電システム導入

 Daifuku （Thailand） Limitedで太陽光発電システム導入

 Daifuku Airport America Corporationの本社で再エネ電力プランへ切り替え

2024年度
（予定）

 Hallim Machinery Co., Ltd.で太陽光発電システム導入

 Daifuku Europe GmbHで再エネ電力プランへ切り替え

 Daifuku Intralogistics India Private Limitedで太陽光発電システム導入
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環境に対する取り組み

TCFD提言に基づく開示

　当社は、2019年5月にTCFD（気候関連財務情報開示タスクフォース）提言への賛同を表明し、

TCFD提言の気候関連財務情報開示の中核要素であるガバナンス、戦略、リスク管理、指標と目

標に沿って情報を開示しています。2023年度に改めて財務影響評価・シナリオ分析を実施し、

2024年度に開示内容の更新を行いました。

ガバナンス
　当社は、気候関連課題を含むサステナビリティ課題についての重要事項を取締役会へ報告、上

程するサステナビリティ経営委員会を設置しています。当委員会では、中長期的な企業価値の向

上に重きを置いた経営戦略上の重要な議論、計画の進捗・成果の確認などを行います。さらにそ

の傘下にあるサステナビリティ推進委員会（旧サステナビリティ委員会）および環境経営分科会

は、サステナビリティ経営委員会と連携し、経営戦略に基づいた実務レベルのより具体的な施策

を検討・実行する役割を担っています。

気候関連の取締役会等での議題（2023年度）

取締役会

 「ダイフク環境ビジョン2050」の改定（4月）

 リスクアセスメント実施報告・今後の対応（10月）

 長期ビジョン「Driving Innovative Impact 2030」および「2027年中期経営計画」（10月、3月）

サステナビリティ委員会（4回開催）

  サステナビリティアクションプラン進捗報告

 「ダイフク環境ビジョン2050」の改定

 再生可能エネルギーの導入および省エネルギーの計画

 サプライチェーンにおけるCO2排出量削減

 インターナルカーボンプライシング（ICP）制度の検討

 TCFDに基づく開示の見直し

 生産拠点のエネルギーの見える化　など

戦略
気候関連のリスクおよび機会の洗い出し 

　当社グループの事業内容を踏まえ、各要因によって引き起こされる気候関連の移行リスク・物

理的リスク・機会を洗い出しました。

当社事業に影響する主な要因

【脱炭素化が進展する世界】
  GHG排出量削減の規制強化、 
カーボンプライシングの導入
  低炭素型製品の開発促進

  カーボンリサイクルの技術開発の進展、 
社会実装
  世界的なEVシフトの加速

脱炭素シナリオ
1.5～2℃

3～4℃
成り行きシナリオ 

【地球温暖化が進行する世界】
  平均気温の上昇による 
• コールドチェーンの重要性向上 
• 熱ストレスの増加による屋外労働の生産性低下 
• 空調コストの増加
  気象災害の頻発化・激甚化によるグループ拠点、取引先企業の被災

【共通】
  日本の人口減少による工場、物流倉庫の無人化
  新興国における半導体、産業用IoT関連需要の増加
  シェアリングエコノミーによる消費行動の変化

 

気候関連のリスクおよび機会の評価

　洗い出した移行リスク・物理的リスク・機会の項目に対して、当社グループの事業への影響度

の大きさを定性・定量で評価し、これらの結果を、「リスク発現・機会実現までの期間」「リスク発

現・機会実現の可能性」「財務影響度」を軸に、以下のとおり整理しました。それぞれのリスクお

よび機会について、適切な対応策を実行していきます。

　「期間」「可能性」「影響度」の定義は以下のとおりです。

期間 短期：3年未満、中期：3～10年、長期：10年以上

可能性 小：やや不確実、中：中間、高：やや確実

影響度
売上高　小：60億円未満、中：60～600億円、大：600億円以上
利益・コスト　小：6億円未満、中：6～60億円、大：60億円以上

ダイフクの価値創造 成長戦略 データセクションダイフクレポート2024 経営基盤の強化 62



環境に対する取り組み

当社グループにおける重大なリスク・機会

分類 気候変動ドライバー 主なリスク・機会 期間 可能性 影響度 リスク・機会への主な対応

移行リスク

（1.5℃シナリオ）

炭素価格等のGHG排出規制強化、
カーボンプライシング導入

工場、事業所で排出する 
GHGへの炭素税導入による 
操業コスト増加

長期 高 中
グループ一体での 
スコープ1・スコープ2の削減

材料調達、輸送への炭素税導入 
またはGHG排出削減対応による 
調達コストの増加

長期 中 中

サプライチェーンでの環境負荷低減

脱炭素技術開発の進展
金属材料・レアメタルの需要増による部品
調達コストの増加

中期～ 
長期

小 中

気候変動問題に対する 
取り組み評価の厳格化、 
情報開示要請の高まり

自社イメージ悪化による株価の下落、 
投資対象除外による 
資金調達コストの増加

長期 小 中～大 気候変動に関する開示情報の充実化

物理的リスク

（4℃シナリオ）

洪水、台風、高潮等の 
気象災害の増加・激甚化

拠点損傷や操業停止、 
サプライチェーン寸断による操業停止、 
代替品調達

短期～ 
長期

高 中～大 リスクアセスメントと 
リスク低減策の実施

海面の慢性的な上昇 海面上昇による拠点の移転 長期 小 小

熱波および慢性的な気温上昇
気温上昇による空調コスト、 
メンテナンスの増加、 
ヒートストレスによる生産性の低下

短期～ 
長期

高 中 労働環境の維持・改善

干ばつ等による水リスクの増加 干ばつによる稼働率の低下
短期～ 
長期

中 小 水使用量の削減

機会

（1.5℃シナリオ）

環境規制強化による 
電子機器への省電力要請の高まり

半導体需要増による 
半導体ライン向け製品売上の増加

中期 高 中 半導体需要への戦略的対応

EVシフト（EV、FCVの普及）
EV化に伴う自動車製造ライン増設による 
自社製品の売上の増加

中期～ 
長期

中 小 自動車のEV化への対応

IoTを活用した低炭素化の進展
AI、IoT関連製品の需要増による 
売上の増加、および活用によるコスト削減

中期～ 
長期

中 中
事業へのIoT、ICT、AI等 
先端技術の活用

フードロスをはじめとした 
廃棄物削減要請の高まり

コールドチェーンに関連する物流・ 
倉庫施設向け製品の売上の増加

中期～ 
長期

高 中
コールドチェーン・ 
eコマース需要への対応

低炭素化のための作業の効率化・ 
省人化・省エネ要望の高まり

生産・物流の効率化・ 
オートメーション化に寄与する製品・ 
サービスの売上増加

中期～ 
長期

高 中
マテハンシステムの環境価値と 
社会価値の両立

リスク管理
　当社グループは、国内外のグループ会社を対象としたリス

クアセスメントを定期的に行っており、企業活動に大きく影響

を与える重大なリスクを特定・評価しています。重大なリスク

に対して、リスクマネジメント委員会が全社的なリスクマネジ

メントを行い、対応策の立案や方針・規程・体制等の整備お

よび充実を図っています。リスクアセスメントで認識されたリ

スク情報は、必要に応じて取締役会をはじめとする他の会議

体へ報告・共有され、経営戦略に反映されます。

　優先して対応すべき気候関連のリスクと機会については、

サステナビリティ経営委員会、サステナビリティ推進委員会

のほか、リスクマネジメント委員会も連携した上で、適切な対

応策を講じてモニタリングしています。

指標と目標
　当社グループは、「ダイフク環境ビジョン2050」の中で「気候

変動への対応」を重点領域の一つとし、2050年にサプライ

チェーン全体でCO2排出量をゼロとすることを目指しています。

2023年度の実績は  P.61  を、2024年度の目標については 

 P.60  をご参照ください。

詳細はこちら　気候変動
www.daifuku.com/jp/sustainability/environment/climate-change
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環境に対する取り組み

カーボンニュートラルへのロードマップ

2027 203020232018 2050204520402035
0
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1,500,000
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50,000

省エネの推進

新エネルギーの導入、革新技術の実装高効率設備の導入、車両の電動化、燃料転換

グローバルでのエネルギー管理

再生可能エネルギー導入率の向上

サプライヤーやお客さまとのエンゲージメント強化、調達品の脱炭素化、製品の省エネ性能向上

0

（t-CO2）

100
（％）

スコープ 
1＋2

スコープ3

カーボン 
ニュートラル 
達成

  2030年度 （2018年度比）  2030年度 （2018年度比）

 上方修正   スコープ1＋2排出量スコープ1＋2排出量 ・・・・・・・・・・ ・・・・・・・・・・ 6060%%削減削減

 新設   再生可能エネルギー由来の電力比率再生可能エネルギー由来の電力比率 ・・・・ ・・・・ 8080%%

スコープ3排出量スコープ3排出量 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 3030%%削減*削減*

9.89.8%%

29.129.1%%

 スコープ1＋2　  スコープ3　   再生可能エネルギー由来の電力比率

（日本は、2027年度に100%を達成見込み）（日本は、2027年度に100%を達成見込み）

* スコープ3のカテゴリ1およびカテゴリ11を合わせた目標

2023年度実績2023年度実績
スコープ1＋2：20,926 t-COスコープ1＋2：20,926 t-CO2

スコープ3：2,115,601 t-COスコープ3：2,115,601 t-CO2

再生可能エネルギー由来の電力比率：54.0％再生可能エネルギー由来の電力比率：54.0％

54.054.0%%
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環境に対する取り組み

資源循環の促進

　当社グループは、多くの部品や資材で構成された大規模なマテリアルハンドリングシステムを

提供しています。「ダイフク環境ビジョン2050」では、事業活動から発生する廃棄物だけでなく、

お客さまに納入する設備が撤去される際に資源が循環されることを目指しています。その観点か

ら、製品素材の見直しや分解容易性の向上を設計段階から進めています。また、長期間システム

を安定稼働させ、廃棄のタイミングを遅らせることも重要な取り組みと位置付け、保守・メンテ

ナンスなどのアフターサービスを充実させます。

　2023年度は、廃棄物の埋立率および水使用量売上高原単位ともに目標を達成しました。水使

用量売上高原単位については、滋賀事業所の節水対策の効果が現れていることや2027年中期

経営計画に基づき売上高の目標を策定したことにより、目標の前提条件を精査しました。それに

伴い当初「ダイフク環境ビジョン2050」で設定していた目標を修正しました。

KPI（実績評価指標） スコープ 2023年度目標 2023年度実績

廃棄物の埋立率
グローバル

国内：1%未満 0.67%

海外：5%未満 3.20%

水使用量売上高 
原単位*

12.5%削減（2018年度比） 35.5%削減（2018年度比）

* 水使用量（千m3）÷売上高（億円）

詳細はこちら　汚染防止と資源循環
www.daifuku.com/jp/sustainability/environment/pollution-prevention/

自然との共生

　「ダイフク環境ビジョン2050」では、重点領域の一つに「自然との共生」を掲げ、事業活動が自然

資本に与える負の影響の最小化に向けて取り組んでいます。生態系サービスの持続可能な利用と

生物多様性の保全を推進するため、今後はグローバル全体で活動内容の充実を図っていきます。

　2023年度は、サステナビリティアクションの年間延べ参加者数が目標を達成しました。2024

年度以降は、サステナビリティアクションを通じてグループ全体でより効果的な意識醸成を図っ

ていくことを重視し、人数の目標を定性目標へと見直しました。また、今後、海外グループ会社で

生物多様性保全活動を実施するにあたり、まずは教育・啓発活動に取り組んでいきます。

KPI（実績評価指標） スコープ 2023年度目標 2023年度実績

主要拠点*¹における 
生物多様性 
保全活動実施率

グローバル

 保全活動のメニュー化
  グループ全体への 
周知活動実施

  保全活動メニューを作成し、 
周知活動に向けたルールの 
策定を開始
  各海外子会社に対して、 
実態調査のヒアリングを実施

サステナビリティ 
アクション*²年間 
延べ参加者数

12,000人 12,141人

*1 従業員数100人以上の拠点
*2 サステナビリティに関する啓発・教育のための当社独自の社員参加型プログラム

ハッチョウトンボの生息地確保
　滋賀事業所の再開発に伴い、滋賀県レッドデータブックに記載されているハッチョウトンボが

確認された湿地の一部が消失するため、消失を最小限に留めつつ、新たな生息地の確保に取り

組んでいます。2023年度は、山の湧き水やススキ・スゲなどを活用して新たな湿地を創出し、既

存の生息地から湿生・水生植物や表土とともに、卵・幼虫・成虫を移殖し、湿地の周囲を高さ1ｍ

程のネットで囲みました。移植した植物も成長し、ハッチョウトンボが定着しやすい環境を整備し

ています。2024年度は、新たに創出した湿地におけるハッチョウトンボの生息調査を行い、成虫

の生息を確認しました。

詳細はこちら　生物多様性保全
www.daifuku.com/jp/sustainability/environment/biodiversity
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社会に対する取り組み

労働安全衛生

　当社グループは「安全は企業活動の基盤であり全てに優先する」とのスローガンを掲げ、健全

な事業活動には派遣社員・請負事業者・サプライヤーを含めたすべての労働者の安全と健康を

最優先にする企業文化を各職場に定着させることが不可欠であると考えています。 

　国内外の当社グループの安全管理指標として度数率、強度率を把握し、情報の共有を行い、

改善が必要な部門に対しては、適切な安全啓発・指導を行っています。特に重篤災害（死亡事

故）はゼロを目指しています。 

　2023年度は、国内で休業災害件数が前年度比で1件増加し、度数率および強度率が目標未達

となりました。海外では、災害件数が大幅に減少して目標を達成しました。発生した災害につい

ては、それぞれの要因分析を行い、新たな作業計画の作成と周知徹底、不安全行動・不安全状態

の排除などを実施しています。また、2023年度からは海外子会社を含むグループ全体で労働災

害管理システムを導入し、国内外で発生した労働災害の情報や安全衛生教育用の資料をリアル

タイムで共有することで、再発防止策の徹底と安全教育のさらなる強化に取り組んでいます。 

　以下の指標は、工事における請負事業者を含めて計算し、目標を管理しています。 

指標*1 範囲 2023年度目標 2023年度実績

度数率 日本／海外 0.3／0.6 0.551／0.580

強度率 日本／海外  0.01／0.02  0.016／0.011

労働安全衛生研修受講延べ人数 グローバル 1,700名 1,885名

重篤災害*2発生件数 日本／海外 0件／0件 0件／0件

*1 各年度1月～12月末日のデータ。これらの指標は、工事における請負事業者を含めて算出
*2 自社の業務中における死亡事故（労働災害）

労働安全衛生のリスクアセスメント 

　当社グループはISO45001に基づいた独自のリスク評価基準に従い、安全衛生において著し

い影響を与えるリスクを特定・管理し、リスクレベルに応じたリスクの低減措置を検討・実施し

ています。事業活動における定常および非定常活動、ならびに請負事業者や来訪者を含む当社

に出入りするすべての人の活動を適用範囲としています。リスクの抽出・評価は、毎年期初に行

うとともに、作業工程や材料の変更時、新規プロジェクトの工事の計画段階にも実施します。

安全衛生教育 

　海外子会社では日本と同様、工事部門の管理監督者を対

象に、管理責任者としての安全管理の重要性、方法、リスクア

セスメント、安全作業標準などについて教育を毎年実施してお

り、安全管理の水準を向上させています。また、中国、韓国、

インドネシア、北米などの海外子会社においても、危険の疑似

体験が可能な研修設備を導入しています。 

グローバルでの連携を強化 

　グループ全体で安全衛生管理を強化するため、海外子会社

を含めた各社の取り組みを紹介するグローバル安全ニュース

レターの発行や各社の責任者が集まるGlobal Sustainability 

Meetingでの情報共有などを行っています。2023年は、安全

衛生管理本部として、米国ミシガン州の海外子会社を訪問し、

米国のグループ会社5社が集まる安全責任者会議に参加しました。労働災害を減らすための各

社の取り組みや課題を共有し、安全衛生管理に関する相互理解を深めました。

安全衛生パトロールと模範職場表彰 

　当社では、各職場の安全衛生レベル向上のため、安全衛生

パトロールでそれぞれの5S*状態を確認しています。その中で、

好事例については安全衛生委員会を通じて他職場へ横展開

するとともに、最優秀職場を模範職場として2023年度も表彰

を行いました。これらの活動を通じて安全文化を醸成し、全社

を挙げて安全で快適な職場を形成していきます。 

* 「整理」「整頓」「清掃」「清潔」「しつけ」 

詳細はこちら　労働安全衛生
www.daifuku.com/jp/sustainability/society/safety

大福自動搬送設備（蘇州）有限公司に新
設した安全体感道場

北米での会議

社長による安全衛生パトロール
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社会に対する取り組み

人権デュー・ディリジェンスの取り組み

　当社グループは、2021年10月に策定・公開した「ダイフクグループ人権方針」に基づき、当社

のサプライチェーンを含め、事業活動全般に関係する人権への負の影響を特定・分析・評価し、

是正・緩和・予防する仕組みの構築と運用および人権デュー・ディリジェンス（DD）を継続的に

実施するためのリスク評価に取り組んでいます。その一環として、人権への負の影響評価および

人権課題を特定するための「人権リスクアセスメント（潜在的リスク評価）」を実施した結果、当

社グループが優先的に取り組むべき人権課題として「委託先を含むサプライチェーン上の国内

の外国人労働者」と「原材料調達先の労働者」を特定しました。

人権デュー・ディリジェンスのプロセス

　リスクアセスメントは、外部有識者（NPO法人経済人コー円卓会議日本委員会、以下、CRT日

本委員会）の助言を得ながら、「ビジネスと人権に関する指導原則（以下、UNGPs）」に沿った人

権DDとしての潜在的リスク評価を実施しました。具体的には、社内アンケートから関連するバ

リューチェーンや影響を受けるライツホルダーの洗い出しを行ったり、CRT日本委員会が行っ

た人権リスク調査結果を用いて、当社グループの事業活動においてリスクの高い国を調査した

りするなど、社内ワークショップやリスクの高い地域にある海外子会社へのヒアリングを通じて、

優先課題を特定しています。また、サプライチェーンへのヒアリングなどを実施し、人権の負の

影響や助長が明らかとなった場合には、適切かつ効果的な救済措置を講じていきます。

詳細はこちら　ダイフクグループ人権方針
www.daifuku.com/jp/sustainability/assets/pdf/action/human-dignity/human-rights/human_rights_policy.pdf

人権への負の影響の特定・分析・評価の実績 

　当社グループは、優先的に取り組むべき人権課題の一つである「委託先を含むサプライ

チェーン上の国内の外国人労働者」の人権への負の影響の特定のため、サプライチェーンにお

ける労働者の雇用実態の把握に努め、取引先で雇用される外国人労働者の訪問インタビューを

行っています。

　2023年度は、海外子会社従業員およびその取引先で雇用する外国人社員に対象を拡大し、

タイと台湾の子会社とその取引先において訪問インタビューを実施しました。

人
権
方
針
に
よ
る
コ
ミ
ッ
ト
メ
ン
ト

苦
情
処
理
メ
カ
ニ
ズ
ム
の
構
築

1  人権への負の影響の特定・分析・評価

当社およびサプライチェーンにおける
リスクの顕在性の有無と、 

深刻さを規模、範囲、是正困難度の
観点から評価する

2  適切な対処の実施

リスクアセスメントの結果を 
対処プロセスに組み込み、 

適切に対処する

4  情報開示

人権への負の影響への対処状況 
および対処結果について、 

ウェブサイトでの情報開示を行う

3  追跡評価

対処が適切かどうかを 
追跡・評価する
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社会に対する取り組み

人権インパクトアセスメントの実施概要

　訪問インタビューは、客観性および中立性確保のため、CRT日本委員会の協力のもと、取引先で雇用されている外国人労働者お

よびその管理者に対して実施しました。インタビューは、「尊厳ある移民のためのダッカ原則」に基づき、適正な労働時間・適正賃金、

雇用契約、職場における健康と安全、結社の自由と団体交渉権やコミュニケーションなどの項目について重点的に確認を行いました。

 対象者（国籍）

日本： 取引先外国人労働者 計17名 

（ベトナム、中国、インドネシア、タイ）

海外： 海外子会社従業員 計39名（タイ、ミャンマー、台湾）、 

取引先社員 計24名（ミャンマー、ベトナム、フィリピン）

 実施回数

日本：4回　海外：2回

 実施形式

対面グループインタビュー

 インタビュー項目

  適正な労働時間・賃金

  健康と安全

  結社の自由と団体交渉権

  強制労働の禁止　など

評価結果

  海外子会社と取引先のいずれにおいても長時間労働および強制的な残業は確認されなかった。海外子会社において、通常勤務

に加えて顧客対応のためのシフト勤務を行う場合は、過重労働がないか、超過勤務・夜間勤務に対する処遇等は適切かの確認と

適切な対応が望まれる。

  入社時の安全教育の実施や、入社後の定期的な安全教育の受講を義務付けていることを確認でき、危険な状況下での作業は確

認されなかった。

  労働者の代表を通じて会社に意見を伝えることができる組織が存在していることが確認できた。その存在の趣旨や具体的な活用

方法については、社内における周知徹底が望まれる。

今後の対応

　インタビューの評価結果に基づき、優先順位の高い項目から改善策を講じ、人権への負の影響の防止・軽減につなげていきます。

詳細はこちら　「尊厳ある移民のためのダッカ原則」
dhakaprinciples.org/images/uploads/dhaka-principles-translations/DPs_-_Japanese.pdf

第三者コメント

　ダイフクグループでは、UNGPsに基づき、第三者機関

（CRT日本委員会）を巻き込み、直接影響を及ぼせる範囲に

おいて、早期に人権デュー・ディリジェンスのプロセスを行

いました。リスクアセスメントでは、関連部署を巻き込んだ

形でのワークショップにおいて外国人労働者（技能実習生や

特定技能）が人権テーマとして抽出され、インパクトアセス

メントにおいて人権課題を特定するために、ライツホルダー

との直接対話を行いました。取引先各社では、外国人労働

者を家族同然のように温かく見守っており、特段懸念すべき

人権課題は見受けられませんでした。こうした素晴らしい取

り組みについては、ダイフクグループ内でベストプラクティス

としてナレッジを共有していただくことを望んでいます。今回

のUNGPsに基づいたマネジメント体制による教訓を活かし、

他の領域（海外）においても徐々に拡大していくことを期待し

ています。

NPO法人経済人コー円卓会議日本委員会 事務局長　石田 寛

詳細はこちら　人権
www.daifuku.com/jp/sustainability/society/human-rights

ダイフクの価値創造 成長戦略 データセクションダイフクレポート2024 経営基盤の強化 68

https://dhakaprinciples.org/images/uploads/dhaka-principles-translations/DPs_-_Japanese.pdf
http://www.daifuku.com/jp/sustainability/society/human-rights


サプライチェーンマネジメント

　ダイフクグループは、社是・経営理念・グループ行動規範のもとで健全な事業活動を行い、持

続可能な社会の実現に貢献します。調達活動においては、品質、技術開発力、価格・納期などの

経済合理性に加え、環境や社会への取り組み状況などを総合的に評価し、適正な基準に基づい

て取引先を選定します。また、当社グループ製品の生産、工事およびサービスに関わるすべての

取引先の皆さまには、「サステナブル調達ガイドライン」への理解と実践を求め、ステークホルダー

とともに持続可能なサプライチェーンの構築に取り組みます。 

サステナブル調達ガイドライン
　2023年度に、当社グループは持続可能な調達を行うための新たな基準として「サステナブル

調達ガイドライン」を策定しました。本ガイドラインをサプライチェーン全体へ周知・浸透させ、

サプライチェーンにおけるリスクを特定・低減するための取り組み強化を図っています。

　具体的には、取引先に対して、当社グループが目指すサステ

ナブル調達の方針やガイドライン策定の背景の説明、社長メッ

セージを盛り込んだ動画の配信をはじめ、すべての取引先へ合

意の取得を行っています（2024年7月時点における合意取得率

は80%）。

　また、取引先のガイドライン遵守状況の確認のため、取引先

に対し自己評価アンケート（SAQ）への回答を要請しています （SAQでは法令遵守、労働基準、

安全衛生、品質・安全性、環境、情報セキュリティ、事業継続計画、適切な情報開示に関する遵

守状況を確認）。 

　今後は、それらの回答結果から内在するリスクを特定の上、低減に向けた取引先の改善支援

を実施していきます。

サプライヤーとのエンゲージメント
経営・安全方針及び生産動向説明会

　メーカー・商社から加工・工事・サービス・設計・ソフト開発までの主たる取引先を招待し、

「経営・安全方針及び生産動向説明会」を開催しています。2024年度は当社グループの株式会

社コンテックと共催で330社の取引先を招待して、両社の各事業部門における生産動向や安全

衛生への取り組みをお伝えするとともに、サプライチェーン全体で取り組むべき環境・社会課題

について協力を依頼しました。

優良サプライヤー認定制度「S.Q.D.賞」

　当社は、物品系（製作外注、物品購入）、設計系、工事請負系などの優良サプライヤーを表彰

する「S.Q.D.賞」（Supplier Quality Development Award）を設けています。2024年度は、全取

引先から絞り込んだ対象先192社から3社を「経営・安全方針及び生産動向説明会」において表

彰しました。評価基準には、品質および環境に関する項目があり、受賞企業によるベストプラク

ティスの共有などを通じ、サプライヤーの能力開発をサポートしています。

サプライチェーンCO2削減プログラム

　製品・サービスの調達や当社製品の稼働に伴うCO2排出量であるスコープ3に対して、 

サプライチェーン全体での削減を実現するため、「サプライチェーンCO2削減プログラム」と題

し、サプライヤーと協働した取り組みを進めています。2023年度は脱炭素への理解や当社の環

境ビジョンの周知を目的とした動画配信、CO2排出量・削減目標・脱炭素に向けた課題などの

アンケート調査を実施しました。今後は、取引先と連携してサプライチェーン全体での脱炭素化

を目指します。

詳細はこちら　サプライチェーンマネジメント
www.daifuku.com/jp/sustainability/society/supply-chain

社会に対する取り組み
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人的資本の拡充・強化

　ダイフクグループは、経営理念に基づいた多様な人材の雇用と、従業員の一人ひとりが「働きがい」と「働きやすさ」を感じ、いきいきと仕事ができる環境を整備していくことで、企業価値向上につな

がる人的資本の拡充・強化を推進しています。また、経営理念ならびにグループ行動規範において「人権の尊重」が、事業と組織の持続的な成長における最も重要な責任の一つであると認識し、事業

活動を通じて起こりうる人権の負の影響を最小化することにより、一人ひとりが最大限に力を発揮できる基盤づくりも強化します。

従業員エンゲージメントの向上
　2021年11月に国内グループ会社を対象に「ダイフクグループエンゲージメントサーベイ」を実

施した結果、お客さま志向や経営層への信頼といった強みの部分が見られた一方、組織間の連

携や従業員個人のキャリア形成支援などが課題として認識されました。サーベイ結果を参考にし

ながら、2023年4月に役割・成果をベースとした貢献による処遇を基軸とする新人事処遇制度

（資格制度、報酬制度、評価制度）を導入しました。同時に、従業員の長期的なキャリア形成を支

援するため、2023年度より社内出向制度・社内公募制度を開始しています（下表）。

　また、2023年6月には海外グループ会社向けにエンゲージメントサーベイを実施しました。個

社ごとにサーベイ結果を踏まえてアクションプランを策定し、日本本社から適宜サポートを行い

ながら、ダイフクグループ全体で従業員エンゲージメントの向上に取り組んでいます。

　なお、2024年度には国内グループ会社および海外グループ会社の一部でエンゲージメントサー

ベイを実施します。国内グループ会社においては2回目の実施となるため、「働きがい」「働きやす

さ」の日本平均スコアとの比較に加えて、前回調査結果との経年比較および課題の改善状況の確

認を行います。

事業部内異動 新設  社内出向 新設  社内公募 キャリアプラン

特徴
  事業部内でのキャリア形成などを勘案し、 
指示・命令で異動

  現部門に在籍のまま、 
他部門へ出向する制度

  一定期間、別の部門で 
業務やプロジェクトなどを経験

  特定の目的に対する人材ニーズを 
社内公開し、社員が自ら応募できる制度

  異動希望を自己申告する制度

  部門に対し人事部門が仲介を行い、 
マッチングを図る制度

目的
  組織都合による成果の最大化、 
長期的なキャリア形成、後継者育成

  幅広いキャリア経験の形成と支援

  部門間の人的交流、知見の活用

  チャレンジマインドの醸成

  適材適所の人材配置による組織強化

  社内人材の流動化

  新たな職務へのチャレンジ

  個人のキャリアの自律支援

会社／組織主導で進めていく仕組み 個人がチャレンジできる仕組み
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グループ人材マネジメント基盤の構築
　一定層以上の人材をグループ人材と位置付け、その評価と育成を事業部門ならびにグループ

横断的に促進する体制を2023年度から開始しています。具体的には、①ダイフクグループで経

営に重要なインパクトを及ぼすポジションをキーポジションとして選定、②キーポジションに求め

られる「役割・責任」「行動特性（コンピテンシー）」「経験、能力、資格」をポジションごとに文書化、

③キーポジションの後継候補者をリスト化、④後継候補者の育成計画の策定・実施、の流れで進

めています。キーポジションに対する後継候補者の育成や登用は「人材委員会」にて一元的に管

理し、後継候補者の充足度および育成施策のモニタリング、キーポジションへの登用の承認、事

業部門間の異動に関する調整、決定を行います。なお、2023年度のキーポジションにおける後継

候補充足率は68%であり、2027年度に100%を達成することを目指しています。

リーダー養成研修

　幹部候補を早期に養成することを目的とした研修です。ビジネススクールに準じたカリキュラム

で、経営学について体系的な理解を深めます。また、他事業部門メンバーとのグループワークを通

じて幅広い見識を養い、戦略的な実践力を強化します。

グローバルリーダーシップ研修

　事業のグローバル化に伴い、課題となっているグローバル

人材の育成強化の一環として、当社グループの将来の経営 

を担えると期待できる海外子会社幹部候補生を対象としたグ

ローバルリーダーシップ研修を実施しています。当社グルー

プの経営理念や経営方針の理解をはじめ、リーダーの役割と責任の理解、人材交流・相互研磨・

相互理解によるグループシナジーの創出などを目的としています。

詳細はこちら　人材育成
www.daifuku.com/jp/sustainability/society/human-resources

女性の活躍推進 

　当社では、女性活躍に対する現状の課題として、①女性管理職の育成が十分とは言えない、 

②女性従業員の採用数が十分とは言えない、という点を認識しており、女性の採用割合を増やす

とともに女性管理職の育成に引き続き注力することを基本的な考え方として、女性が活躍できる

職域の拡大や雇用環境の整備に取り組んでいます。

女性管理職者数の目標達成に向けて

　女性管理職の登用を推進するため、管理職への昇格および管理職昇格の要件となる係長昇進

については、特別枠を設定しています。また、女性管理職候補の育成を目的とした「女性リーダー

育成プログラム」を整備し、受講者のリーダーシップスキルの獲得およびキャリアビジョンの明

確化を図るとともに、受講者の上司向けに女性従業員のキャリア形成支援に関する研修も実施

しています。こうした取り組みにより、女性社員に管理職へのキャリアパスを意識付けるとともに、

スキルアップに取り組む機会を提供し、管理職候補の裾野拡大を図ります。

女性管理職数
2022年度 2023年度 2024年度

女性管理職数（比率）
26人 

（3.3%）
32人 

（4.3%）
41人 

（5.3%）

人的資本の拡充・強化

2027年目標

60人
（7.6%）
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コンプライアンス

基本的な考え方

　ダイフクグループでは、社是や経営理念を実現するためにグループの役職員が実践すべき行動のあり方を示した「グループ行動

規範」を制定しています。「グループ行動規範」の実効性を高めるため、当社グループでは、この理念体系の下に各種社内規程を定

めることに加え、コンプライアンスの定義を明確化しグループ内の価値観の共有を図っています。当社グループでは、コンプライ

アンスを、「事業活動のあらゆる局面において、法令や会社規程など社内外のルールにとどまらず、社会規範を遵守し、誠実に行動

すること」としています。当社グループは、役職員一人ひとりが責任ある誠実な行動を積み重ねていくことで、社会からの期待や信

頼に応え続けていくことを目指しています。

推進体制
　グループ全体のコンプライアンス強化を目的として、代表取締役社長（CEO）を委員長とする「コンプライアンス委員会」を設置し

ています。取締役会の諮問機関である同委員会は、法務部が委員会事務局となり、全取締役・執行役員を委員とし、重大なコンプ

ライアンス違反が発生した場合、調査や対応における司令塔の役割を果たしています。具体的には、当社グループのコンプライアン

スに関わる問題を解決・解消するための対策や体制について検討を行い、検討結果を各委員が管掌する組織に落とし込みます。

内部通報制度
　当社グループでは、法令違反や社内規程違反につながるような不正や不祥事を早期に発見し、適正に対処するため、内部通報制

度を設けています。内部通報窓口は、社内窓口のほか、多言語で対応する社外窓口（中立性のある外部委託業者）を設置しています。

この窓口は匿名での通報を可能としており、当社グループの役職員のほか、退職後1年以内の退職者、継続的に取引のある取引先

も利用できます。

　運用を内部通報事務局が担当し、通報内容の事実関係の確認、対応方針の決定および調査などを実施します。調査方法は、通報

事案の重大さ、緊急度、経営層の関与の有無により異なりますが、調査の結果、コンプライアンス上の問題があったときは、行為の

是正と再発防止の措置を講じます。重要な問題については、コンプライアンス委員会や監査役会に報告します。

　2023年度の内部通報窓口への通報件数は14件で、通報内容は労務（10件）、不正行為（4件）でした。

詳細はこちら　コンプライアンス
www.daifuku.com/jp/sustainability/governance/compliance

コンプライアンス強化の取り組み

　コンプライアンスに対する考え方の周知・徹底のため、CEOからグルー

プの役職員に対し、コンプライアンスに関するメッセージを社内ネットワー

クで発信しているほか、各階層に応じた社内研修を実施しています。ま

た、さまざまな国や地域との取引も増えているため、各国の腐敗防止法

令を含む贈収賄規制、安全保障貿易管理、競争法等をテーマとする各種

研修を行い、コンプライアンス意識の浸透と定着を図っています。

コンプライアンス・ガイドブック

　当ガイドブックには、当社グループのコンプライ

アンスの定義、グループ行動規範の各項目の説明、

各項目とSDGsとの関連性を記載し、グループ全体

に多言語で展開しています。

コンプライアンス教育

　2023年度は、階層別研修や事業部門主催の各種研修機会を捉えて、

「コンプライアンス・ガイドブック」や「コンプライアンス強化月間」で作

成した、実際に発生した不正事例をわかりやすく紹介するための漫画

コンテンツなどを活用し、新入社員から管理職まで、さまざまな職層を

対象にコンプライアンス教育を実施しました。

　例年実施している「グローバルコンプライアンス研修」では、「人権尊

重」をテーマに取り上げ、CHROによる人権尊重の重要性に関するビデ

オメッセージとともに、「ダイフクグループ人権方針」や当社グループに

おける取り組みなどについての周知を図りました。また、贈収賄、接待・

贈答（腐敗防止）、競争法を含む過去分のコンテンツを出題範囲として理

解度テストを実施し、前中計期間の総まとめとしました。

　2023年度は国内、海外合わせて8,636名が受講し、2021年度から

2023年度の累計で18,000人以上が受講しています。
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リスクマネジメント

第3線

第1線

　当社はグループ全体を対象とした定期的なリスクアセスメントを実施しています。当社グルー

プの経営目標の達成に影響を与えるリスクを対象とし、特定した重要なリスクについては、リスク

マネジメント委員会で対応方針を決定した上で、必要な対策を実施し、リスクが顕在化する前に

その可能性や被害の極小化に努めます。さらに非常時は、リスクが顕在化した後の危機対応を行

うBCP推進体制を整備しています。BCP推進体制は、リスクマネジメント委員会と連携して平常

時より危機に対する備えを検討・準備しています。大規模災害などの危機に直面した際には、迅

速に体制を確立し初動対応を行うことで、人命を最優先として二次災害の防止を図ります。

平常時および非常時の体制

リスクの管理体制
　当社グループは、代表取締役社長（CEO）を最高責任者として、以下のとおり3線モデルを基本

とするリスクマネジメント体制を構築しています（下図）。リスク対応の実行主体である事業部門

（第1線）が行うリスク管理を、コーポレート部門をはじめとするリスク所管部署（第2線）が支援、

指導、監督します。また、監査部門（第3線）が第1線および第2線のリスク管理の取り組みについ

て監査します。

　これらの取り組みを全社的な観点でモニタリング、対応指示および進捗管理を行うために、代表

取締役社長（CEO）が委員長、事業部門長および事業部長、安全衛生管理本部、コーポレート部門

等の責任者を委員とするリスクマネジメント委員会を設置し、年数回程度の開催を予定していま

す。委員会の取り組み状況等については、必要に応じ取締役会へ報告を行います。

リスクマネジメント体制
取締役会

代表取締役社長（CEO）

監査部門

第2線

リスク所管部署

方針決定

モニタリング

リスクの評価 実行

事業部門

BCP推進体制

リスクアセスメント

重要リスクの特定

対応方針決定

リスク対応

モ
ニ
タ
リ
ン
グ

危機管理 BCP

危機管理対応の事前準備・フォローアップ

報告

指示

報告
報告

監査

報告

方針指示・ 
監督・進捗管理

方針指示・ 
監督・進捗管理

支援・指導・監督

監督・指示情報共有、連携

報告

報告

協力・推進

監督・指示

リスクマネジメント委員会 
委員会事務局：ガバナンス推進室　リスク管理グループ

リスクマネジメント
リスクが顕在化する前に、 

その影響や 発生可能性をコントロールするための活動 

危機管理・BCP
危機が発生した後の対応、  
そのための事前準備 

リスクマネジメント委員会

平常時 非常時

BCP推進体制

危
機
発
生

情報収集・ 
発信

被害状況 
確認

危機に応じた 
対応

事業継続への 
影響分析

情報収集・ 
発信

事業継続方針 
検討・決定

（代替手段での）
事業継続／ 
縮小／休止

事業復旧 
対応
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リスクマネジメント

リスク評価プロセス

リスクの抽出・リスクアセスメント

当社グループの経営に影響を与えうるリスクを抽出し、アンケート調査および経営層

インタビューを実施した上で影響度・発生可能性を評価する。

対応のモニタリング・レビュー

リスクマネジメント委員会がリスク所管部署の取り組みの監督・進捗管理・改善指示を

行い、必要に応じて状況を取締役会に報告する。

「シビアリスク」対応

リスクマネジメント委員会にて割り当てたリスク所管部署が「シビアリスク」対応計画を

立案・遂行する。

「シビアリスク」の選定・承認および取締役会への報告

  リスクマネジメント委員会にて「シビアリスク」を選定・承認する。

  リスクアセスメント結果および選定された「シビアリスク」について委員会事務局から

取締役会に報告する。

高

影
響
度

低

高発生可能性低

リスクアセスメント結果や外部専門家の知見などをもとにリスクマトリクスを作成し、 
影響度・発生可能性を掛け合わせた結果、マトリクスの特定の枠内に入ったリスクを 

「シビアリスク」案として委員会に上程する。

主要なリスク（シビアリスク）の一覧
リスクテーマ リスク項目

1   事業環境の変化

市場環境の変化
経済危機、景気変動
重要顧客の喪失
政変、革命、戦争、内乱、紛争、暴動、テロ

2   調達・サプライチェーン 原材料・部品・購買品等の調達遅延・不足・不能
3   成長戦略 新規領域創出・技術開発

4   人材関連

人材育成の取り組み不足
従業員（作業者）の不足
後継者（管理職）教育
人材の確保・社員の離職

5   グループガバナンス
子会社の管理不備
グループ会社の不祥事

6   自然災害 大規模な自然災害（例：大規模地震、津波、風水害等）

7   情報セキュリティ
機密情報の人為的な漏えい
サイバー攻撃

リスクマトリクスの作成

（例）大規模な自然災害

（例）調達の遅延、不足、不能

リスクマトリクスの作成イメージ
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リスクマネジメント 詳細はこちら　リスクマネジメント
www.daifuku.com/jp/sustainability/governance/risk-management

リスクアセスメント  

　当社グループの事業活動に大きく影響を与える重要リスク項目を抽出し、「影響度」「発生可能性」の2つの評価軸でマッピングを行い、リスクを把握・管理しています。

　リスクアセスメントの結果を踏まえ、当社グループの経営成績などに重要な影響を与える可能性があると認識している現在のリスクは以下のとおりです。ただし、これらは当社グループのすべての 

リスクを網羅したものではなく、記載された事項以外の予見しがたいリスクも存在します。

主要なリスク（シビアリスク）の一覧

リスクテーマ リスク項目
リスク評価

リスク対策
影響度 発生可能性 顕在化時期

1   事業環境の変化

  市場環境の変化
  経済危機、景気変動
  重要顧客の喪失
  政変、革命、戦争、内乱、紛争、暴動、テロ

大 高 1年以内

  経済情勢、市場環境、お客さま業界のニーズ、動向を注視し、経営計画、事業計画に機動的に反映
大 中 1年以内

大 やや高 特定時期なし

大 低 1年以内

2   調達・ 

サプライチェーン
  原材料・部品・購買品等の調達遅延・不足・不能 やや大 高 1年以内

  CPOをトップとする事業部横断の調達・物流関連ワーキンググループにより情報共有や部品の融通を図る
  2024年4月よりSCM*委員会の運用を開始
  従来のCSR調達基準を全面改定し「サステナブル調達ガイドライン」を策定。「ダイフクグループ調達方針」の見直し

3   成長戦略   新規領域創出・技術開発 大 高 5年以内

  グループ全体の事業領域の拡大を図るため、CTOをトップとする「ビジネスイノベーション本部」を新設
  AIなどの先端技術の導入推進やグループの事業横断的な開発体制の構築
  DXやAIに関するスキル、リテラシー向上を図るための教育研修プログラムの設定

4   人材関連

  人材育成の取り組み不足
  従業員（作業者）の不足
  後継者（管理職）教育
  人材の確保・社員の離職

やや大 高 3年以内
  計画的な後継者育成体制を構築（キーポジションの明確化、グループ共通コンピテンシーの策定）

  キャリア採用者の職場定着に関する施策の実施（個別面談、キャリア採用者研修）

  「エンゲージメントサーベイ」（働きがい、働きやすさに関する調査）の実施

やや大 高 3年以内

大 中 5年以内

やや大 高 1年以内

5   グループガバナンス
  子会社の管理不備
  グループ会社の不祥事

大

大

やや高

中

特定時期なし

特定時期なし

  グループ行動規範を解説した「コンプライアンス・ガイドブック」を作成、多言語化して配布・周知

  研修やeラーニングなどの実施

  海外での大型プロジェクトにおける損失リスク軽減のための各種施策の立案・実施

6   自然災害
  大規模な自然災害 
（例：大規模地震、津波、風水害等）

大 低 特定時期なし

  拠点ごとの自然災害ハザード調査を実施
  発生時の時系列対応計画（タイムライン）策定と安否確認などの各種訓練の実施
  備蓄品の拡充
  事業影響度分析、各事業部体制表の見直し

7   情報セキュリティ
  機密情報の人為的な漏えい
  サイバー攻撃

大

大

中

中

特定時期なし

特定時期なし

  情報セキュリティ委員会を軸にComputer Security Incident Response Team（サイバー攻撃による情報漏えい
など、コンピュータセキュリティにかかる事故に対処するための組織）を運営
  サイバー攻撃を受けた場合の影響範囲や損害の特定、被害拡大防止の初動対応、再発防止策の検討
  定期的な社員教育・訓練

* SCM：Supply Chain Management

ダイフクの価値創造 成長戦略 データセクションダイフクレポート2024 経営基盤の強化 75

https://www.daifuku.com/jp/sustainability/governance/risk-management/


コーポレートガバナンス

基本的な考え方

　当社は監査役会設置会社という基本構造のもと、経営の透明性、経営監視・監督機能を高める制度の導入や拡充を進めています。 

　コーポレートガバナンス・コードを踏まえた「ダイフクグループ コーポレート・ガバナンスに対する基本方針」を制定し、PDCAのサイクルを回して実効性を継続的に高めています。

ガバナンス強化の変遷
2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 

経営理念・行動規範等
2021年 「経営理念」を改定

2019年 企業行動規範を全面改訂し「グループ行動規範」を制定

基本方針等 2016年 「ダイフク コーポレートガバナンス・ガイドライン」を制定  2021年 基本方針として改編

監督と執行の分離・
権限移譲と 
モニタリング強化

2011年 執行役員制度を導入

2017年 規程改訂などにより、経営および子会社の意思決定の迅速化、権限と責任の明確化

2023年 グループチーフオフィサーを設置

社外取締役 2012年
1名（取締役11名）

2014年
2名（取締役11名）

2018年
3名（取締役10名）

2019年
4名（取締役11名）

2023年
5名（取締役10名）

女性・外国籍取締役
2019年 女性取締役（社外）選任（1名）

2023年 外国籍取締役（社外）選任（1名）

取締役会の実効性向上
2015年  
取締役会の 
実効性評価を開始　

2017年  
外部機関を活用した実効性評価を実施

監査機能強化
2019年 監査役員制度を導入し、監査本部を設置

2020年 監査役室を設置

諮問委員会 2016年 指名・報酬に係る「諮問委員会」を設置

その他

2016年 政策保有株式の保有意義を検証、議決権行使基準を明確化

2018年 「年金資産運用委員会」を設置

2018年 買収防衛策を廃止

2022年 完全子会社化により株式会社コンテックの上場を廃止

詳細はこちら
ダイフクグループ コーポレート・ガバナンスに対する基本方針
www.daifuku.com/jp/ir/assets/governance_policy.pdf

コーポレートガバナンス・コードの各原則に係る当社の取り組み状況
www.daifuku.com/jp/ir/assets/governance_initiative.pdf
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コーポレートガバナンス 1  コンプライアンス委員会
　当社グループに潜在的に存在する、または新たに発生
したコンプライアンスに関わる問題を共有した上、それら
の問題を解決・解消するための対策、体制について検討
を行い、検討結果を各委員が管掌する組織に落とし込む
ことで、グループ全体のコンプライアンス強化を図ります。

2  開示委員会
　金融商品取引法その他の関連法令に則り適時適切な
情報開示を行うため、適時開示体制の整備および充実
を図ります。

3  サステナビリティ経営委員会
　将来志向に基づいた中長期にわたる企業の価値創造
に重きを置き、社会と企業の持続可能性向上を目的とし
た統合思考経営の実現に向け、当社グループの経営戦略
の重要な議論、計画の進捗・成果の確認などを行い、経
営の高度化促進を図ります。

4  サステナビリティ推進委員会
　ESG／SDGsなどの社会的な課題・要請が高まる中、
当社グループのESG関連の課題に対して、サステナビリ
ティ経営委員会のもと、経営戦略に基づき、実務レベルで
グループ横断の取り組みを推進し、その解決を図ります。

5  リスクマネジメント委員会
　当社グループの企業活動に大きく影響を与える重要な
リスクに対して、全社的なリスクマネジメント活動を推進
します。定期的にリスクアセスメントを行い、重要なリス
クを特定・評価し、対応策の立案や方針・規程・体制な
どの整備および充実を図ります。

6  中央安全衛生委員会
　当社グループの安全衛生管理の最高審議機関として
関係法令遵守、労働災害の撲滅、交通災害の撲滅に向
けた取り組みを推進し周知を図ります。

7  情報セキュリティ委員会
　当社グループ全体の情報セキュリティに関するリスク
マネジメントの確立と維持のため、社内外に潜む情報セ
キュリティリスクを把握した上で、規程の策定・改定、対
策の検討・実施を行います。また、インシデント発生時に
は、関係部門と連携し速やかに対応します。

8  海外取引管理委員会
　輸出、輸入、仲介貿易、その他海外取引全般に関する
法令、規制（安全保障関連を含む）の遵守徹底のため、海
外取引コンプライアンス管理体制の整備および充実を図
ります。

選任

監査

連携

選任

株主総会

4  サステナビリティ推進委員会

3  サステナビリティ経営委員会

5  リスクマネジメント委員会

6  中央安全衛生委員会

8  海外取引管理委員会

7  情報セキュリティ委員会

代表取締役社長 
（CEO）

2024年6月末日現在

各部門・グループ会社

監査本部

グループチーフオフィサー 
CFO／CHRO／CIO／CPO／CTO

会計監査人

コーポレートガバナンス体制

監査
取締役会

選定

報
告
・
連
携

指
示
・
報
告

指揮

選任

付議・報告

諮問委員会 
（指名・報酬）

答申

付議

諮問

役員会

経営会議

2  開示委員会

1  コンプライアンス委員会

報告監査

社外取締役比率 社外取締役・社外監査役比率 女性取締役比率 外国籍取締役比率

5名／10名5名／10名

50.050.0%%

8名／14名8名／14名

57.157.1%%

1名／10名1名／10名

10.010.0%%

1名／10名1名／10名

10.010.0%%

議長

議長

社外取締役社外取締役

55名名
社外社外

88名名

社内取締役社内取締役

55名名
社内社内

66名名

女性取締役女性取締役

11名名
外国籍取締役外国籍取締役

11名名

 社内　  社外

監査役室

監査役会
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コーポレートガバナンス

取締役会と諮問委員会の活動状況

取締役会
　当社の取締役会は経営方針・経営計画やコーポレートガバナンス体制の決
定など、取締役会規程に定めている重要事項に関する意思決定を行っていま
す。これら重要事項以外は、取締役および執行役員へ委任します。取締役会は
全取締役（任期は1年）、全監査役が出席し、オブザーバーとして専務執行役員、
常務執行役員、監査役員も出席します。取締役会の議長は、取締役社長が務
めます。定例取締役会は毎月1回開催し、必要がある場合は適宜臨時取締役
会を開催します。

監査役会
　監査役および監査役会は、株主に対する受託者責任を認識し、会社の持続
的な成長と中長期的な企業価値の向上に向けて、「監査役会規程」「監査役監
査基準」「内部統制システムに係る監査の実施基準」に基づき、取締役の職務
の執行の監査、内部統制システムに関する監査、会計監査人の監査の相当性
評価など、その職責を果たすための監査活動を行っています。

諮問委員会
　当社は、取締役および執行役員の指名もしくは解任・報酬などに係る取締
役会の機能の独立性・客観性と説明責任を強化するため、任意の「諮問委員
会」を設置しています。本委員会は、議長および過半数の委員を社外取締役と
する構成としています。

出席状況

役職 氏名
出席率 

（出席／開催回数）
代表取締役社長 下代 博

100%（16/16回）

取締役

佐藤 誠治
信田 浩志
田久保 秀明 100%（11/11回）
本田 修一 100%（5/5回）
林 智亮

100%（16/16回）
社外取締役

小澤 義昭
酒井 峰夫
加藤 格
金子 圭子
ギディオン・フランクリン 100%（11/11回）

常勤監査役 齊藤 司 100%（16/16回）

社外監査役
相原 亮介
宮島 司 93%（15/16回）
和田 信雄 100%（16/16回）

出席状況

役職 氏名
出席率 

（出席／開催回数）

常務監査役 齊藤 司

100%（8/8回）
社外監査役

相原 亮介

宮島 司

和田 信雄

出席状況

役職 氏名
出席率 

（出席／開催回数）

社外取締役

小澤 義昭（議長）

100%（9/9回）
酒井 峰夫

加藤 格

金子 圭子

ギディオン・フランクリン 100%（7/7回）

代表取締役 下代 博 100%（9/9回）

注： 1. 2023年6月23日開催の定時株主総会終結の時をもって、本田 修一氏は取締役を退任しました。 
 2. 2023年6月23日開催の定時株主総会の決議により、田久保 秀明氏は取締役に、ギディオン・フランクリン氏は社外取締役に就任しました。 
 3. 2024年6月21日開催の定時株主総会終結の時をもって、林 智亮氏は取締役を退任しました。 
 4. 2024年6月21日開催の定時株主総会終結の時をもって、相原 亮介氏は社外監査役を退任しました。

 2023年度の主な議題

  長期ビジョンおよび中期経営計画の策定
  「ダイフク環境ビジョン2050」の改定
  自己株式の取得、社債の募集、政策保有株式の保有状況
  諮問委員会の委員の選定、諮問委員会等の活動状況
  取締役の人事にかかる異動
  経営計画の進捗状況および結果
  サステナビリティに関する取り組みの推進　など

 2023年度の主な議題

決議： 監査計画、会計監査人の再任、会計監査人の監査報酬に対する同意、監
査役会の監査報告書、監査役選任議案に対する同意、監査役会規程の
一部改定、会計監査人の評価・選定基準の改定、会計監査人に委託す
る非保証サービス包括了解対象の種類等

報告： 常勤監査役と監査役室の活動報告、監査実施報告、部門往査結果報
告、監査本部の監査計画等

審議・協議：監査役・監査役会の監査報告案、監査役報酬制度の一部改定等

 2023年度の主な議題

指名事項：株主総会人事、役員人事、コーポレートガバナンス体制等

報酬事項： 役員報酬制度、役員業績賞与および株式給付信託（BBT）評価、 
役員報酬水準の検証等

　2023年度の諮問委員会では、役員報酬の算定にESG指標を導入するなど、
新しい役員報酬の制度設計についても活発に議論しました。

 2023年度 年間開催回数　

16回（定例12回、臨時4回）

 2023年度 年間開催回数　

8回

 2023年度 年間開催回数　

9回（指名：3回、報酬：6回）
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コーポレートガバナンス

取締役会のスキル・マトリックス

　当社は、経営環境の変化や当社グループにおける経営方針・経営計画などを考慮して、専門性や経験、多様性などの面から最適な取締役会の構成を検討し、取締役を選任しています。各取締役の専

門性・経験を示したスキル・マトリックスは以下のとおりです。

取締役会のスキル・マトリックス 2024年6月末現在

氏名

専門性・経験

性別 外国籍 独立性 年齢 在任期間 諮問委員会
企業経営 テクノロジー 財務・会計 法務・リスク

マネジメント
営業・ 

マーケティング グローバル ESG

下代 博 男性 66 9年

佐藤 誠治 男性 64 9年

信田 浩志 男性 64 3年

田久保 秀明 男性 63 1年

寺井 友章 男性 55 新任

小澤 義昭 男性 70 10年  議長

酒井 峰夫 男性 73 6年

加藤 格 男性 69 5年

金子 圭子 女性 56 5年

ギディオン・ 
フランクリン 男性 61 1年

注： 1. 各人の有するスキルのうち主なもの最大5つに「 」印をつけています。上記一覧表は、各人の有するすべての知識・経験・能力を表すものではありません。 
 2. 年齢は2024年6月21日時点の満年齢です。
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取締役と監査役の選任理由

取締役 2024年6月末現在

氏名 役職 選任理由

下代 博 代表取締役社長（CEO）社長執行役員
国内外ともに豊富な経営経験と実績を有しており、事業成長と企業業績向上に向けたグループ戦略の実現を図るとともに、グループ全体の経営における意思決定に重要な役割を果た
すことができることから、当社の取締役として適任であると判断しました。

佐藤 誠治
取締役 専務執行役員
Daifuku North America, Inc. President and CEO

国内外を問わず、半導体工場・液晶工場向けシステムに関する豊富な経営経験と実績を有しています。2023年4月より北米子会社のトップを務めており、当社取締役として適任である
と判断しました。

信田 浩志 取締役 常務執行役員 イントラロジスティクス事業部門長 当社および海外子会社でエンジニアリングを中心に一般製造業・流通業向けシステムに関する豊富な経営経験と実績を有していることから、当社の取締役として適任であると判断しました。

田久保 秀明
取締役 常務執行役員 CHRO
コーポレート部門長

人事・総務分野を中心に国内外ともに幅広い経験と実績を有し、コーポレート部門長としてESGなどサステナビリティ経営推進の役割を担っていることから、当社の取締役として適任
であると判断しました。

寺井 友章
取締役 常務執行役員 クリーンルーム事業部門長  
クリーンルーム事業部長、クリーンルーム事業部生産本部長

当社および海外子会社で半導体工場・液晶工場向けシステムに関する豊富な経営経験と実績を有しており、当社取締役として適任であると判断しました。

小澤 義昭 社外取締役
財務および会計に関する相当程度の知見、海外駐在の経験を生かし、大学教授として会計学を教えています。取締役会において、豊富な経験と幅広い見識から経営の透明性確保と経
営への監視・監督機能を高めるため、かつ、グローバル化を進める当社グループにあって、専門的見地からの助言・提言を行っています。また、諮問委員会では、独立した客観的な立場
から、会社の業績等の評価を役員の指名・報酬に反映させるなど、経営陣の監督に努めています。これらの点を考慮し、当社の取締役として適任であると判断しました。

酒井 峰夫 社外取締役
IT系企業で代表取締役会長最高経営責任者を務めるなど、企業経営における豊富な経験と幅広い見識を有しており、取締役会において、豊富な経験と幅広い見識から経営への透明性
確保と経営監視・監督機能を高めるため、助言・提言を行っています。また、諮問委員会では、独立した客観的な立場から、会社の業績等の評価を役員の指名・報酬に反映させるなど、
経営陣の監督に努めています。これらの点を考慮し、当社の取締役として適任であると判断しました。

加藤 格 社外取締役
商社やエネルギー開発企業で執行役員を務めるなど、企業経営、特に安全・ESG、さらにコンプライアンスおよび内部統制分野における豊富な経験と幅広い見識を有しています。取締
役会において、企業法務に関する視点から経営への透明性確保と経営監視・監督機能を高めるため、助言・提言を行っています。また、諮問委員会では、独立した客観的な立場から、
会社の業績等の評価を役員の指名・報酬に反映させるなど、経営陣の監督に努めています。これらの点を考慮し、当社の取締役として適任であると判断しました。

金子 圭子 社外取締役
商社での実務経験や大学院准教授の経験を有し、弁護士として企業買収、会社の取引や経営、資源エネルギー規制等の分野で活躍しています。取締役会において、専門的見地から経
営への透明性確保と経営監視・監督機能を高めるため、助言・提言を行っています。また、諮問委員会では、独立した客観的な立場から、会社の業績等の評価を役員の指名・報酬に反
映させるなど、経営陣の監督に努めています。これらの点を考慮し、当社の取締役として適任であると判断しました。

ギディオン・ 
フランクリン

社外取締役
国際的な金融機関等でアナリスト、M&Aアドバイザー、経営者として、企業経営に関する豊富な経験と幅広い見識を有しており、グローバル経営に関する豊富な知見に基づく助言・提
言をいただくことはもちろん、取締役会の多様性を高め、従来にない視点から、経営の透明性確保と経営への監督機能を高めるため、当社の取締役として選任しました。

監査役
氏名 役職 選任理由

齊藤 司 常勤監査役
財務・経理部門での豊富な実務経験があり、財務・会計に関する相当程度の知見を有しています。また監査役員監査役室長として、監査役の職務の補助にあたってきました。当社 
グループの業務に精通しており、当社の監査役として適任であると判断しました。

宮島 司 社外監査役
法律学を専門とする大学教授で、学識経験者として、また法律の専門家としての高い見識と幅広い経験から経営の透明性確保と経営監視・監査機能を高めるための助言・提言を行っ
ていただくべく、当社の監査役として選任しました。

和田 信雄 社外監査役
物性物理学を専攻とする科学者として大学で長年教授を務められました。学識経験者としての高い見識と幅広い経験から経営の透明性確保と経営監視・監査機能を高めるための助
言・提言を行っていただくべく、当社の監査役として選任しました。

箱田 英子 社外監査役
弁護士として長くグローバルビジネスに携わり、ファイナンス、国際商取引、コーポレートガバナンスに関する実績と高度な専門知識を有しています。こうした幅広い経験・高い見識か
ら、経営の透明性確保と経営監視・監査機能を高めるために助言・提言を行っていただくべく、当社の監査役として選任しました。

コーポレートガバナンス

ダイフクの価値創造 成長戦略 データセクションダイフクレポート2024 経営基盤の強化 80



コーポレートガバナンス

取締役会の実効性評価

2023年度の実績
　当社では、定期的に取締役会の構成や運営状況などを検

証し、実効性に関する評価を行っています。評価結果から抽

出された課題に対応することを通じて、継続的な機能強化と

実効性向上に努めています。 

　2023年度に実施した実効性評価においても、アンケートや

インタビューの実施、調査結果の分析など、プロセスの要所

において外部評価機関の支援を得ることにより、実効性評価

の客観性と独立性を確保しています。 

 方法

   全取締役、全監査役を対象とする無記名方式のアンケート 

  代表取締役（1名）、社外取締役（5名）に対する 

インタビュー

 アンケート項目

1  取締役会の在り方 2  取締役会の構成 

3  取締役会の運営 4  取締役会の議論 

5  取締役会のモニタリング機能 

6  社外取締役のパフォーマンス 

7  取締役・監査役に対する支援体制 

8  トレーニング 9  株主・投資家との対話 

10 自身の取り組み 11 諮問委員会の運営

2023年度の取り組みと評価

今後の実効性向上に向けて

2022年度実効性評価に 

おける課題認識
2023年度の取り組み内容 2023年度アンケートの評価結果

中核人材の多様性確保 

女性管理職候補者を増やすため、女性リーダーの
早期育成プログラム対象者を係長から係長職候
補者へ拡大するなどの改善策を実施 

改善されたことが評価されました。 

取締役会構成の多様性 外国籍取締役を登用 改善されたことが評価されました。 

2023年度実効性評価に 

おける課題認識 
今後の取り組み内容

グループ全体の 

事業ポートフォリオ、 
持続的な収益性確保や 

資本コストの観点からの見直し 

取締役会として、資本コストや資本収益性をさらに意識した議論が必要であるとの課題を踏まえ、 
継続的な経営管理体制のさらなる高度化を目指していきます。 

後継者候補の育成 

今後はより中長期的な成長と持続的な企業価値向上を目指すため、経営戦略に照らした取締役会の
スキルを踏まえた役員トレーニングの充実のほか、後継者育成の対象範囲・内容などについて継続
的な検討を進めていきます。 

取締役会において議論を行う場を設定
グループ全体の 

事業ポートフォリオ 

適切に監督できていると評価する声が多
数を占めた一方で、引き続きの検討要請
を示唆する回答がありました。 
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コーポレートガバナンス

役員の報酬

　当社は、判断の透明性と公正性を高めるため、議長および

委員の過半数を社外取締役とする諮問委員会を設置してい

ます。本委員会での検討・答申を経て、取締役会の決議によ

り、取締役の個人別の報酬等の内容に関する決定方針を定

めています。

　取締役の報酬は、基本報酬（固定報酬）、賞与（短期業績連

動報酬）および株式給付信託（BBT：中長期業績連動報酬）で

構成しています。当該構成の割合は、当社の業績と株式価値

の連動性を織り込んでいるため固定的なものではなく、外部

専門機関の調査に基づく他社水準を考慮し、諮問委員会の

答申を踏まえ決定します。なお、社外取締役については、その

役割と独立性の観点から、賞与およびBBTを対象外としてい

ます。

　毎年の取締役の報酬決定については、諮問委員会で他社

水準を踏まえて妥当性を検証し、当該委員会の審議・答申を

経て、取締役会で基本報酬と賞与の総額を決議します。

　なお、2024年度以降にかかる役員報酬制度の見直しによ

り、取締役の個人別の報酬額・内容についても取締役会で決

定することとしています。

2023年度実績

報酬区分

報酬区分 概要
基本報酬 職位別役員報酬年俸額を固定報酬とし、その水準は、資格・職位および当社の業績から総合的に勘案して決定

業績連動報酬

賞与
各事業年度の連結当期純利益額の一定の割合を原資として、資格・職位に応じた基本配分（約8割）と業績成果 
（約2割）に応じた評価配分により分配

非金銭報酬
「株式給付信託
（BBT）」

  各事業年度目標達成度：業績目標（連結当期純利益額、連結当期純利益率）達成度
  中期経営計画達成度：連結売上高、連結営業利益率、ROEなどの「Value Transformation 2023」（2021年4月
～2024年3月）における目標の達成度

取締役および監査役の報酬

役員区分
報酬等の総額
（百万円）

報酬等の種類別の総額（百万円）
対象となる 

役員の員数（人）基本報酬
業績連動報酬

賞与 非金銭報酬
取締役（社外取締役を除く） 489 178 237 72 6 

監査役（社外監査役を除く） 45 21 24 ̶ 1 

社外取締役 71 71 ̶ ̶ 5

社外監査役 34 34 ̶ ̶ 3

連結報酬等の総額が1億円以上である者

氏名
連結報酬等の総額
（百万円）

役職名
連結報酬等の種類別の額（百万円）

基本報酬
業績連動報酬

賞与 非金銭報酬
下代 博 182 代表取締役社長（CEO）社長執行役員 60 94 28 

注：連結報酬等の総額が1億円以上である者に限定して記載しています。

報酬構成

注：2023年度の実績をもとに記載しています。

社外取締役

取締役(社外取締役およびCEOを除く）

代表取締役社長(CEO）

0％ 50％ 100％

33%

38%

100%

47%

52% 15%

15%

  基本報酬　  賞与　
  非金銭報酬（BBT）
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コーポレートガバナンス

2024年度以降にかかる役員報酬制度の見直しポイント  

　持続的成長と中長期的な企業価値向上を目指し、より透明性の高い公正なプロセスに基づき役員報酬を決定することを目的に、2024年度より役員報酬制度を見直しました。本件は、諮問委員会

の答申を受け、2024年2月の取締役会で決議しました。

報酬の種類 2023年度まで

基本報酬（固定）   役位、役割

業
績
連
動
報
酬（
変
動
）

賞
与

賞与原資（連結当期純利益額1.5%）

役位・役割 財務指標 定性評価（個人評価）

財務指標　連結売上高増加率、連結営業利益率、連結営業利益率の改善率

株
式
給
付
信
託（
B
B
T
）

事
業
年
度 

ポ
イ
ン
ト

  役位、役割
  財務指標

中
期
経
営
計
画 

ポ
イ
ン
ト

株式給付信託（中期経営計画ポイント）

連結売上高 連結営業利益率 ROE

財務目標　（中期経営計画最終事業年度の）連結売上高、連結営業利益率、ROE

2024年度以降

変更なし

賞与原資（連結当期純利益額の1.5% ＋ ESG指標①安全  ESG指標②環境 ）

役位・役割 財務指標 定性評価 
（個人評価）減 増 増

財務指標　連結売上高増加率、連結営業利益率、連結営業利益率の改善率
ESG指標　 ①安全：重篤災害ゼロ　 

②環境：CO2排出量削減率（2030年目標に対する進捗率）

変更なし

株式給付信託（中期経営計画ポイント）

連結売上高 連結営業利益率 ROE ESG指標

財務目標　（中期経営計画最終事業年度の）連結売上高、連結営業利益率、ROE
ESG指標　MSCI、FTSE、CDPの外部評価、CO2排出量削減率

取締役の個人別の報酬額については、関連社内規程に基づき、代表取締

役社長が取締役の個人別の報酬等の具体的内容の決定の委任を受けて

いましたが、見直し後は、諮問委員会の答申に基づき、取締役会が決定

することとしました。

サステナビリティ経営のさらなる進化を後押しすることを目的に、ESG

指標を導入しました。具体的には、賞与原資の算定において、連結当期

純利益に加え、①安全：重篤災害ゼロ、②環境：CO2排出量削減の進捗

に関する評価指標を連動させた係数を導入しました。また、株式給付信

託（BBT）の評価指標には、財務指標に加え、外部機関の評価とCO2排出

量削減率を導入しました。 

2023年度までの制度よりもさらに個人別の成果や貢献度を反映した報

酬体系とすることを目的に、基本配分80%：成果配分20%から基本配

分50%：成果配分50%へ割合を見直し、賞与の業績評価配分割合を引

き上げました。

1   報酬額の決定を代表取締役社長一任から取締役会決議に 
（報酬決定の透明性）

2  ESG指標の導入（経済・社会価値の統合思考）

見直しポイント

3  成果・貢献ベースの評価重視に
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2024年度以降の役員報酬の基準

　2024年度より見直した新たな役員報酬制度では、基本報酬（固定）と業績連動報酬（変動）、それぞれに以下の支給基準を定めています。

報酬の種類 支給基準 支給方法

基本報酬（固定） 役位・役割別に決定 毎月金銭

業
績
連
動
報
酬（
変
動
）*

短
期
評
価

賞
与

賞与原資の算出方法　【賞与総原資＝連結当期純利益額×（1.5±0.06）%】

年1回金銭

財務指標
連結当期純利益額の1.5%

非財務指標
①重篤災害0件 ±0.03%（＋プラス評価は5年連続達成後に限る）
②CO2排出量削減率（2030年目標に対する単年の進捗率と取り組み）±0.03%

内容 種類別

基本配分 定量評価 連結当期純利益 役位・役割別に算出 50%

業績成果 
評価配分

定量評価
成長性（連結売上高増加率） 成長性：前年比 連結売上高増加率 

収益性： 利益率（事業評価係数）  
前年比 利益率の改善率

30%
収益性（利益率）

定性評価 役割や貢献 中長期目標や戦略課題における役割・貢献により算出 20%

非
金
銭
報
酬「
株
式
給
付
信
託（
B
B
T
）」

役位・役割別のポイントと、目標達成率（利益率の目標達成率＋利益額の目標達成率）に沿った評点を算出し、支給ポイントを決定

年1回株式
内容 種類別

各事業年度 
目標達成度

財務指標 連結当期純利益
期初計画に対する達成度 
（利益率の目標達成率 ＋ 利益額の目標達成度）÷2

100%

中
長
期
評
価

役位・役割別のポイントと、前事業年度末までに公表された中期経営計画の経営目標項目の達成率（項目数）に沿って評点を算出し、支給ポイントを決定

中期経営計画 
終了時株式

内容 種類別

中期経営計画 
達成度

財務指標

連結売上高  8,000億円 25%

連結営業利益率  11.5% 25%

ROE（各年度）  13.0% 25%

非財務指標 ESG指標

①MSCI ESG格付：AA以上
②FTSE：4Good Index継続採用
③CDP：A-以上
④  CO2排出量削減率：54.0% 
（2027年中期経営計画最終年度の目標に対する達成度）

25%

* 社外取締役および監査役は、業績連動報酬（変動）の支給対象外。

コーポレートガバナンス
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政策保有株式

　政策保有目的を含む株式保有は、必要最小限度にとどめ、縮減することを基本方針とし、毎

年、取締役会で個別銘柄の保有状況を確認します。また、原則として、今後、新規の政策保有株

式銘柄の保有はしません。一方、当社はこれまで製品の納入のみならず、アフターサービスなど

を通じてお客さまとの強固な信頼関係を構築してきており、そうした取引関係などの事情も考慮

しながら政策保有の経済合理性（時価、簿価、取引金額、配当、ROE、保有リスクなど）を検証し、

取締役会が保有の意義が十分にないと判断した株式は、適時売却します。

　政策保有株式の議決権行使については、取締役会で決議した基準に基づき、保有先企業の中

長期的な企業価値向上という点を重視しながら個別に判断します。

　判断にあたっては、特に当該企業における不祥事や反社会的行為の有無に着目し、仮にこれ

らの事情が存在する場合には、経営上の改善策や当該企業の監査報告書などを確認します。

　当社の株式を保有している会社から当社株式の売却などの意向が示された場合には、当社は

その売却を妨げません。

　2023年度末に保有する銘柄については、2024年4月26日の取締役会で「政策保有株式の保

有継続の是非の検証、および議決権行使基準に基づく調査について」を審議、承認しました。

　2023年度において、当社は7銘柄の全株式売却を含む、12銘柄の株式を縮減しました。また、

一部銘柄については、株価などを見ながら機動的に売却判断していく予定です。

コーポレートガバナンス

 政策保有株式残高（左軸）　  政策保有株式銘柄数（右軸）　  政策保有株式残高÷純資産

連結貸借対照表上の政策保有株式の保有状況
（百万円） （銘柄数）

Value Innovation 2020 Value Transformation 2023
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5.1%

5.2%
4.4%

3.6%

4.5%

2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 （年度）

16,317

12,964
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役員一覧 （2024年6月末現在） 

代表取締役社長（CEO） 
社長執行役員

下代 博

取締役 専務執行役員

佐藤 誠治
Daifuku North America, Inc. 
President and CEO

取締役 常務執行役員

信田 浩志
イントラロジスティクス事業部門長

取締役 常務執行役員

田久保 秀明
CHRO （Chief Human Resource Officer） 
コーポレート部門長

社外取締役

加藤 格
社外取締役

金子 圭子
社外取締役

ギディオン・フランクリン

常勤監査役

齊藤 司
社外監査役

宮島 司

代表取締役 取締役 監査役

社外取締役

小澤 義昭
社外取締役

酒井 峰夫
社外監査役

和田 信雄
取締役 常務執行役員

寺井 友章
クリーンルーム事業部門長 
クリーンルーム事業部長 
クリーンルーム事業部生産本部長

社外監査役

箱田 英子
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常務執行役員

上本 貴也
オートモーティブ・エアポート事業部門長 
エアポート事業部長

1  工事・サービス　 2  米国*　 3  男性　 4  63

権藤 卓也
CTO （Chief Technology Officer） 
ビジネスイノベーション本部長
1  エンジニアリング・生産　 2  ̶　 
3  男性　 4  63

西村 章彦
オートモーティブ・エアポート事業部門副事業部門長 
オートモーティブ事業部長
1  工事・サービス・営業　 2  カナダ・米国*　 
3  男性　 4  61

鳥谷 則仁
イントラロジスティクス事業部長

1  営業　 2  ̶　 3  男性　 4  60

日比 徹也
CFO （Chief Financial Officer） 
コーポレート部門副部門長 
財経本部長
1  財務・経理　 2  米国*　 3  男性　 4  60

井筒 正幸
エアポート事業部エアポート本部長
1  工事・サービス　 2  米国・韓国*・オランダ*　 
3  男性　 4  57

田中 崇文
オートウォッシュ事業部門長 
オートウォッシュ事業部長 
オートウォッシュ事業部生産本部長 
株式会社ダイフクプラスモア 代表取締役社長
1  生産　 2  ̶　 3  男性　 4  55

矢野 準二
イントラロジスティクス事業部生産本部長
1  設計・生産　 2  ̶　 3  男性　 4  55

西山 和良
電子機器事業部門長 
株式会社コンテック 代表取締役社長
1  エンジニアリング・設計・営業　 2  台湾　 
3  男性　 4  60

髙橋 利勝
監査役室長

1  人事総務　 2  中国*　 
3  男性　 4  60

執行役員

喜多 浩明
エアポート事業部エアポート本部副本部長 
Daifuku Oceania Limited Chairman

1  設計・開発　 
2  英国・ドイツ・米国・中国*・ニュージーランド*　 
3  男性　 4  63

山本 誠二
イントラロジスティクス事業部工事・サービス本部長 
安全衛生管理本部長

1  工事・サービス　 2  タイ*　 3  男性　 4  59

前田 勉
オートモーティブ事業部営業・サービス本部長 
安全衛生管理本部副本部長

1  工事・サービス　 2  米国・インド*　 3  男性　 4  58 

園田 篤
クリーンルーム事業部副事業部長 
クリーンルーム事業部営業本部長 
小牧事業所長

1  営業　 2  韓国　 3  男性　 4  55

秋葉 博文
コーポレートコミュニケーション本部長
1  営業・財務　 2  英国　 3  男性　 4  58

役員一覧

執行役員 （取締役を兼務しない）

執行役員・監査役員 1  専門性・知見・経験　 2  グローバル（*は経営者経験を含む）　 3  性別　 4  年齢

監査役員

専務執行役員

三品 康久
CPO （Chief Production Officer） 
CIO （Chief Information Officer） 
滋賀事業所長 
プロダクション改革本部長 
DX本部長
1  ソフトウエア・設計・生産　 2  ̶　 
3  男性　 4  64
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2,620

2,373

60.2
55.5

60.257.756.7
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1,588

1,846

1,089
1,194 1,360

26

30
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2525

（年度）

財務・非財務ハイライト

  受注高　  売上高　  営業利益率

受注高／売上高／営業利益率
（億円／%）

  親会社株主に帰属する当期純利益　  ROE

* ROE＝親会社株主に帰属する当期純利益／自己資本（期首・期末平均）×100

親会社株主に帰属する当期純利益／ROE*
（億円／%）

  サービス売上高　  対売上高比率

サービス売上高／対売上高比率
（億円／%）

  1株当たり配当金　  配当性向
注： 2022年度以前の配当額は、株式分割（2023年4月1日、1株→3株）からさかのぼっ
て便宜的に計算したものです。

1株当たり配当金／配当性向
（円／%）

  総資産　  純資産　  自己資本比率

総資産／純資産／自己資本比率
（億円／%）

  営業キャッシュ・フロー　  投資キャッシュ・フロー　
  財務キャッシュ・フロー　  フリー・キャッシュ・フロー

キャッシュ・フロー
（億円）
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2019 2020 20222021 2023（年度）

4,775 4,7784,5195,149
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3,726
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3,961

4,032

4,871
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4,688
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299
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3,536

3,551

188

4,072

3,869

4,839
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（年度）

財務・非財務ハイライト

設備投資／減価償却費
（億円）

  設備投資　  減価償却費

地域別従業員数
（人）

 日本　  アジア・オセアニア　  北中米　   欧州

研究開発費／特許登録件数
（億円／件）

  研究開発費　  特許登録件数

 廃棄物排出量　  廃棄物リサイクル率
* 有価物含む

廃棄物排出量*／廃棄物リサイクル率*（国内）
（t／%）

  電力　  再生可能エネルギー由来の電力比率  スコープ1　  スコープ2

エネルギー使用量／ 
再生可能エネルギー由来の電力比率（グローバル）
（GJ／％）

CO2排出量（グローバル）
（t-CO2）
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11年間の要約財務データ （株式会社ダイフクおよび連結子会社、各表示年の4月1日から翌年3月31日に終了した会計年度）

Value Innovation 2017 Value Innovation 2020 Value Transformation 2023

（百万円） 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023

会計年度
売上高 ¥ 241,811 ¥ 267,284 ¥ 336,184 ¥ 320,825 ¥ 404,925 ¥ 459,486 ¥ 443,694 ¥ 473,902 ¥ 512,268 ¥ 601,922 ¥ 611,477

売上原価 194,974 215,641 272,832 256,417 321,836 358,230 357,870 385,744 417,968 492,123 494,848

売上総利益 46,836 51,642 63,351 64,407 83,089 101,255 85,824 88,157 94,299 109,799 116,628

販売費及び一般管理費 34,279 36,759 42,472 41,308 43,164 46,574 45,326 43,591 44,046 50,944 54,549

営業利益 12,556 14,883 20,878 23,099 39,924 54,681 40,497 44,566 50,252 58,854 62,079

税金等調整前当期純利益 12,137 15,211 20,650 23,942 41,059 55,329 39,808 45,109 50,978 55,052 63,287

親会社株主に帰属する当期純利益 7,740 9,810 13,652 16,746 29,008 39,567 28,063 32,390 35,877 41,248 45,461

設備投資 10,446 7,532 4,210 5,905 6,348 7,920 13,220 7,462 11,565 16,811 21,410

減価償却費 3,821 4,157 4,587 4,202 4,419 4,598 5,667 6,401 7,326 8,522 9,569

研究開発費 7,490 6,945 7,009 7,489 8,123 8,615 8,936 9,165 10,735 10,496 11,264

キャッシュ・フロー
営業活動によるキャッシュ・フロー ¥ 20,447 ¥ 6,295 ¥ 7,206 ¥ 26,683 ¥ 11,497 ¥ 8,559 ¥ 13,706 ¥ 38,229 ¥ 56,691 ¥ 20,034 ¥ 37,117

投資活動によるキャッシュ・フロー (7,372) (5,846) (2,099) (5,393) (5,600) 5,937 (14,791) (6,132) (9,828) (11,874) (29,582)

フリー・キャッシュ・フロー 13,074 448 5,107 21,289 5,897 14,496 (1,084) 32,097 46,862 8,159 7,535

財務活動によるキャッシュ・フロー 1,045 (509) (8,702) (4,404) 13,444 (6,893) (18,354) (8,932) (27,550) (30,187) 22,732

会計年度末
総資産 ¥ 249,531 ¥ 271,011 ¥ 296,055 ¥ 303,540 ¥ 373,013 ¥ 409,982 ¥ 410,887 ¥ 445,456 ¥ 483,322 ¥ 551,552 ¥ 646,154

有利子負債残高 58,144 60,547 40,904 39,770 37,967 40,001 33,418 35,143 26,356 11,459 70,616

純資産 99,690 111,521 130,116 142,340 191,474 222,885 237,356 262,012 292,059 332,323 358,755

株主資本 90,652 98,469 123,669 136,694 181,454 214,656 231,714 255,282 279,264 308,240 319,723

従業員数（人） 7,349 7,746 7,835 8,689 9,193 9,857 10,863 11,697 12,436 13,020 13,071

1株当たり情報
1株当たり当期純利益（円） ¥ 23.32 ¥ 29.53 ¥ 39.57 ¥ 45.86 ¥ 78.54 ¥ 104.85 ¥ 74.32 ¥ 85.71 ¥ 94.90 ¥ 109.11 ¥ 121.63

1株当たり純資産（円） 291.71 324.25 348.13 380.71 497.90 579.40 616.76 680.02 769.13 878.24 966.98

1株当たり配当金（円） 6 7.3  10 14 23.3 30 25  26.7 30 36.7 40

財務指標
売上高営業利益率 5.2% 5.6% 6.2% 7.2% 9.9% 11.9% 9.1% 9.4% 9.8% 9.8% 10.2%

売上高当期純利益率 3.2 3.7 4.1 5.2 7.2 8.6 6.3 6.8 7.0 6.9 7.4

自己資本利益率（ROE） 8.6 9.6 11.6 12.6 17.7 19.5 12.4 13.2 13.1 13.2 13.2

総資産回転率（回） 1.1 1.0 1.2 1.1 1.2 1.2 1.1 1.1 1.1 1.2 1.0

自己資本比率 38.8 39.8 42.9 45.8 50.4 53.3 56.7 57.7 60.2 60.2 55.5

D/Eレシオ（倍） 0.60 0.56 0.32 0.29 0.20 0.18 0.14 0.14 0.09 0.03 0.20

注： 1. 2014年から2015年3月31日に終了した会計年度の設備投資の額は、当社グループによる海外企業株式取得によるのれんが含まれています。
 2. 1株当たり情報は、2013年度の期首に普通株式1株につき3株の割合で株式分割が実施されたと仮定し算定しています。
 3. 1株当たり純資産の算定にあたっては、純資産から非支配株主持分を差し引いています。
 4. 自己資本比率および自己資本利益率（ROE）の算定にあたっては、純資産から非支配株主利益（期首期末の平均）を差し引いた金額を用いています。
 5.  D/Eレシオ＝有利子負債÷（純資産－非支配株主持分－新株予約権）。有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち、短期借入金、長期借入金、転換社債型新株予約権付社債を対象としています。
 6. 詳細については、当社ウェブサイト（www.daifuku.com/jp/ir/library/statements）より、有価証券報告書をご参照ください。
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会社情報 （2024年3月31日現在） 

会社情報
会社名 株式会社ダイフク

設立 1937年5月20日

資本金 318億6,530万円

従業員数（連結） 13,071人

上場証券取引所 東京証券取引所 プライム市場

株式情報
発行可能株式総数 750,000,000株

発行済株式総数 379,830,231株

株主数 30,601人

株主名簿管理人 三井住友信託銀行株式会社

株主構成
 金融機関　  証券会社　  その他の法人　
 外国法人等　  個人・その他　  自己株式　  政府・地方公共団体

株式情報

大株主
株主名 所有株式数（千株） 持株比率（%）

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 51,967 14.0

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 30,565 8.2

株式会社みずほ銀行 9,265 2.5

ダイフク取引先持株会 8,689 2.3

日本生命保険相互会社 8,237 2.2

NORTHERN TRUST CO. （AVFC） RE NON TREATY CLIENTS ACCOUNT 7,825 2.1

株式会社三井住友銀行 7,651 2.1

STATE STREET BANK AND TRUST COMPANY 505025 7,462 2.0

STATE STREET BANK WEST CLIENT-TREATY 505234 7,010 1.9

NORTHERN TRUST CO. （AVFC） SUB A/C AMERICAN CLIENTS 6,822 1.8

注：自己株式 8,634千株を控除して計算しています。

株価推移
（円）

2013/4/1 2023/4/1 2024/4/12022/4/12021/4/12020/4/12019/4/12018/4/12017/4/12016/4/12015/4/12014/4/1
（年度）

0

2,000

1,000

3,000

4,000

5,000

注：2023年4月1日付で普通株式1株につき3株の割合で株式分割を実施。2013年度の期首に株式分割が実施されたと仮定し算定

上場来高値

4,477円
（2021/01/13）

前中期経営計画
発表

（2021/02/05）
株式分割

（2023/04/01）

3,584円
（2024/03/31）
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日本

株式会社ダイフク イントラロジスティクス  クリーンルーム  オートモーティブ  

 エアポート  オートウォッシュ  電子機器

日本

株式会社コンテック 電子機器

株式会社ダイフクプラスモア オートウォッシュ

株式会社ダイフクビジネスサービス 

株式会社ダイフク・マニュファクチャリング・テクノロジー イントラロジスティクス

Daifuku Airport Technologies Japan 株式会社 エアポート

株式会社スカラベーアビエーショングループ・ジャパン エアポート

北中米

Daifuku North America, Inc. 統括会社  

米国

　Daifuku Automotive America Corporation オートモーティブ  

　Daifuku Cleanroom America Corporation クリーンルーム

　Daifuku Airport America Corporation エアポート

　Daifuku Services America Corporation イントラロジスティクス  エアポート

　Daifuku Intralogistics America Corporation イントラロジスティクス

Contec Americas Inc. 電子機器

Daifuku Canada Inc. オートモーティブ

カナダ
Daifuku Manufacturing Canada Corporation 

 イントラロジスティクス  オートモーティブ  エアポート

Daifuku Airport Technologies Canada Inc. エアポート

Daifuku de México, S.A. de C.V. オートモーティブ メキシコ

欧州

株式会社ダイフクチェコ支店 海外支店  オートモーティブ チェコ

株式会社ダイフクドイツ支店 海外支店  イントラロジスティクス
ドイツ

Daifuku Europe GmbH イントラロジスティクス

Daifuku Automotive U.K. Ltd. オートモーティブ

英国Daifuku Logan Ltd. エアポート

株式会社ダイフクイギリス支店 海外支店  イントラロジスティクス

Scarabee Aviation Group B.V. エアポート オランダ

株式会社ダイフクインスタンブール支店 海外支店  オートモーティブ トルコ

アジア

大福（中国）有限公司 統括会社

中国

　大福（中国）自動化設備有限公司 オートモーティブ

　大福（中国）物流設備有限公司 イントラロジスティクス

大福自動搬送設備（蘇州）有限公司 クリーンルーム

康泰克（上海）信息科技有限公司 電子機器

Daifuku India Private Limited オートモーティブ

インドDaifuku Manufacturing India Private Ltd. オートモーティブ

Daifuku Intralogistics India Private Limited イントラロジスティクス

P.T. Daifuku Indonesia イントラロジスティクス  オートモーティブ インドネシア

Daifuku Korea Co., Ltd. イントラロジスティクス  オートモーティブ

韓国Clean Factomation, Inc. クリーンルーム

Hallim Machinery Co., Ltd. オートウォッシュ

Daifuku (Malaysia) Sdn. Bhd. イントラロジスティクス  オートモーティブ
マレーシア

BCS Integration Solutions Sdn. Bhd. エアポート

株式会社ダイフクフィリピン支店 海外支店  オートモーティブ フィリピン

Daifuku Mechatronics (Singapore) Pte. Ltd. イントラロジスティクス  クリーンルーム
シンガポール

Singapore Contec Pte. Ltd. 電子機器

台灣大福高科技設備股份有限公司 イントラロジスティクス  クリーンルーム  
台湾

台灣康泰克股份有限公司 電子機器

Daifuku (Thailand) Limited イントラロジスティクス  オートモーティブ  タイ

Daifuku Intralogistics Vietnam Company Limited イントラロジスティクス ベトナム

オセアニア

Daifuku Oceania Limited  イントラロジスティクス  エアポート ニュージーランド

　BCS Airport Systems Pty. Ltd. エアポート

オーストラリア
　BCS Logistics Solutions Pty. Ltd. イントラロジスティクス

　BCS Infrastructure Support Pty. Ltd. イントラロジスティクス  エアポート

　Intersystems (Asia Pacific) Pty. Ltd. エアポート

会社情報

グローバルネットワーク （2024年4月1日現在）  生産拠点
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